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 総合計画の進行管理の概要 

 
１ 総合計画の進行管理について 

相模原市総合計画進行管理実施方針に基づき、全５０施策について市が施策進行

管理シートを用いて内部評価を行い、そのうち約３分の１の１７施策について総合

計画審議会進行管理部会による第３者評価を行いました。 
また、昨年度施策評価で改善を要すると判定された１２施策の改善工程表につい

ては、市が進捗状況について確認・自己評価を行った後、その取組内容や実施状況、

その効果などについてモニタリング評価（総合計画審議会評価）を行いました。 

 
 
２ 評価の結果について 
 

（１）平成２９年度実績に基づく評価 

 

  

  

１・２次評価 

（内部評価） 

左記の内、３次評価 

対象施策の 1・２次評価 

３次評価 

（第３者評価） 

施策数 割合 施策数 割合 施策数 割合 

Ａ 29 58% 8 47% 8 47% 

Ｂ 21 42% 9 53% 9 53% 

Ｃ 0 0% 0 0% 0 0% 

合計 50 100% 17 100% 17 100% 

Ａ … 施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている 

Ｂ … 施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要 
Ｃ … 施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要 
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（２）本年度評価対象施策ごとの評価結果 

 

基本 

目標 

施策 

Ｎｏ． 
施策名 

１・2 次評価

結果 

3 次評価

結果 
所管局 

Ｉ 1 地域福祉の推進 B B 健康福祉局 
Ｉ 2 援護を必要とする人の生活安定と自立支援  A A 健康福祉局 
Ｉ 5 青少年の健全育成 A A こども・若者未来局  

Ｉ 9 障害児の支援 B B 健康福祉局 
Ｉ 11 医療体制の充実 A A 健康福祉局 
Ｉ 13 市民生活の安全・安心の確保 A A 市民局 

Ⅱ 16 学校教育の充実 A A 教育局 

Ⅱ 22 人権尊重・男女共同参画の推進 B B 市民局 

Ⅱ 23 世界平和の尊重 B B 総務局 

Ⅲ 24 地球温暖化対策の推進 B B 環境経済局 
Ⅲ 26 資源循環型社会の形成 A A 環境経済局 
Ⅲ 27 廃棄物の適正処理の推進 A A 環境経済局 
Ⅲ 28 水源環境の保全・再生 B B 環境経済局 
Ⅲ 33 地域経済を支える産業基盤の確立 B B 環境経済局 
Ⅲ 36 都市農業の振興 B B 環境経済局 
Ⅳ 44 魅力ある景観の保全と創造 A A 都市建設局 

Ⅴ 48 皆で担うまちづくりの推進 B B 市民局 

 

  
（３）改善工程表のモニタリング対象施策 

 

基本 

目標 

施策 

Ｎｏ． 
施策名 

前年度 

１次評価 

前年度 

２次評価 
所管局 

Ｉ 4 子育て環境の充実 Ｂ Ｂ こども・若者未来局  

Ｉ 6 高齢者の社会参加の推進 Ｂ Ｂ 健康福祉局 

Ｉ 7 高齢者を支える地域ケア体制の推進 Ｂ Ｂ 健康福祉局 

Ｉ 8 障害者の自立支援と社会参加 Ｂ Ｂ 健康福祉局 

Ｉ 15 消防力の強化 Ｂ Ｂ 消防局 

Ⅱ 18 生涯学習の振興 Ｂ Ｂ 教育局 

Ⅱ 21 国際化の推進 Ｂ Ｂ 総務局 

Ⅲ 25 環境を守る担い手の育成 Ｂ Ｂ 環境経済局 
Ⅲ 31 快適な都市空間の創造 Ｂ Ｂ 環境経済局 
Ⅲ 35 商業・サービス業の振興 Ｂ Ｂ 環境経済局 
Ⅴ 47 分権型のまちづくりの推進 Ｂ Ｂ 市民局 

Ⅴ 50 市民と行政のコミュニケーションの充実 Ａ Ｂ 総務局 
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３ 相模原市総合計画審議会（進行管理部会）委員一覧 
 

 
 氏   名 所 属 等 備 考 

１ 荒井 容子 
法政大学 

 社会学部 社会学科 教授 
 

２ 大谷 聡穂 公募  

３ 金森 剛 

相模女子大学 

 人間社会学部 

 社会マネジメント学科 教授 

審議会副会長 

進行管理部会副会長 

４ 栗田 愛子 公募  

５ 髙田 泉 公募  

６ 中田 恭子 

青山学院大学 

理工学部 

化学・生命科学科 准教授 

 

７ 長野 基 

首都大学東京 

 都市環境学部 

都市政策科学科 准教授 

 

８ 西田 恵一郎 
和泉短期大学 

 児童福祉学科 准教授 
 

９ 林 佳美 公募  

10 吉田 民雄 総合政策プランナー 
審議会会長 

進行管理部会会長 
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「施策の実施状況に関する建議書」における総合計画審議会か

らの評価・意見に対する本市の対応方針について 

 

１ 施策別評価に対する対応方針等 
 
 平成３０年度（平成２９年度実績）３次評価対象施策     
■対応方針について  ⇒ ３次評価対象施策全ての１７施策について作成 

■改善工程表について ⇒ ３次評価対象施策のうちＡ評価でなかった９施策について作成 

施策 

Ｎｏ． 
施策名 所管局 

1・2 次評価

結果 

3 次評価

結果 

対応方針 

（様式Ａ） 

改善工程表 

（様式Ｂ） 

1 地域福祉の推進 健康福祉局 B B ○ ○ 

2 援護を必要とする人の生活安定と自立支援 健康福祉局 A A ○  

5 青少年の健全育成 こども・若者未来局 A A ○  

9 障害児の支援 健康福祉局 B B ○ ○ 

11 医療体制の充実 健康福祉局 A A ○  

13 市民生活の安全・安心の確保 市民局 A A ○  

16 学校教育の充実 教育局 A A ○  

22 人権尊重・男女共同参画の推進 市民局 B B ○ ○ 

23 世界平和の尊重 総務局 B B ○ ○ 

24 地球温暖化対策の推進 環境経済局 B B ○ ○ 

26 資源循環型社会の形成 環境経済局 A A ○  

27 廃棄物の適正処理の推進 環境経済局 A A ○  

28 水源環境の保全・再生 環境経済局 B B ○ ○ 

33 地域経済を支える産業基盤の確立 環境経済局 B B ○ ○ 

36 都市農業の振興 環境経済局 B B ○ ○ 

44 魅力ある景観の保全と創造 都市建設局 A A ○  

48 皆で担うまちづくりの推進 市民局 B B ○ ○ 
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 平成２９年度（平成２８年度実績）改善工程表モニタリング評価対象施策     
■改善策検討シートについて   

⇒ 平成２８年度実績に基づく平成２９年度総合計画進行管理においてＡ評価以外の施策につ

いて作成 

施策 

Ｎｏ． 
施策名 所管局 

4 子育て環境の充実 こども・若者未来局 

6 高齢者の社会参加の推進 健康福祉局 

7 高齢者を支える地域ケア体制の推進 健康福祉局 

8 障害者の自立支援と社会参加 健康福祉局 

15 消防力の強化 消防局 

18 生涯学習の振興 教育局 

21 国際化の推進 総務局 

25 環境を守る担い手の育成 環境経済局 

31 快適な都市空間の創造 環境経済局 

35 商業・サービス業の振興 環境経済局 

47 分権型のまちづくりの推進 市民局 

50 市民と行政のコミュニケーションの充実 総務局 
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（１） 総合計画施策進行管理 ３次評価に対する本市の対応方針 
 

基本目標Ⅰ 誰もが安全でいきいきと暮らせる安心・福祉都市          

 

施策番号 １ 施策名 地域福祉の推進 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 健康福祉局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 熊坂 誠 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

市民と達成を約束した成果指標「地域

で住民がお互いに支え合っていると感

じる割合」及び業績評価指標「ボランテ

ィア登録制度の登録者数」「ノンステッ

プバスの導入率」いずれも目標未達成で

あり、その具体的な達成方策を実施され

たい。 

市社会福祉協議会が実施する、ボランテ

ィア養成講座や、若い世代へのアプローチ

を図るためのＬＩＮＥ＠（登録いただいた

方に一斉に情報を発信できるサービス）に

よる情報提供への支援を行い、担い手の発

掘に努める。 

ノンステップバスの導入については、運

行事業者が導入するに当たり、市や国の補

助制度も活用している。今後も目標値の達

成のため、補助制度を継続し、導入促進に

努める。 

２ 

 成果指標「地域で住民がお互いに支え

合っていると感じる割合」の目標値の算

出方法が市民には分かりにくい。次期総

合計画では、アンケート結果とサロン設

置数を分け、前者を成果指標、後者を業

績評価指標で設定されたい。 

 次期総合計画の策定に当たっては、現在

の成果指標及び業績評価指標を見直し、市

民にとって分かりやすい成果指標となる

よう、目標値の算出根拠や算出方法につい

て検討する。 

３ 

 ノンステップバスの導入率とともに、

市民の接する機会の多い道路・公園・駅

のバリアフリー化の件数を業績評価指

標として設定されたい。 

市民に接する機会の多い道路・公園・駅

等のバリアフリー化に関して事業を整理

し、適切な業績評価指標を設定できるよう

検討する。 
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４ 

 コミュニティソーシャルワーカーの

活動について市民に分かりやすい業績

指標や事業実施のガイドラインを設定

し、定期的に評価されたい。 

 コミュニティソーシャルワーカーの配

置については、市と市社会福祉協議会で連

携して取り組んでいることから、業績指標

や事業実施のガイドラインの設定につい

て、今後、調整する。 

 なお、コミュニティソーシャルワーカー

の活動状況については、市の附属機関であ

る地域福祉推進協議会に報告し、評価をい

ただいているところであり、今後も同様に

実施する。 

５ 

 サロンの活動実態や参加者数を把握

しながら、サロンの地域での自主的な運

営を促すように支援されたい。 

 サロンの自主的な運営には、運営に携わ

る人材の確保やサロンの活動がさらに活

発になる必要があることから、市社会福祉

協議会が把握しているサロンの活動内容

を踏まえ、同会と連携して市民への周知を

図る。 

６ 

 「地域ネットワーク会議」を有効に活

用し、障害、高齢、子育て、教育などの

庁内横断的な取組を進められたい。 

「地域福祉ネットワーク会議」は、平成

２９年度から各区で開催している。障害、

高齢、子育てなどの福祉部門の職員のほ

か、区役所職員やコミュニティソーシャル

ワーカー等を構成員として、今後とも、複

合化・複雑化した地域課題の解決に向け、

庁内にとどまらず横断的に取り組む。 

 



8 

 

施策番号 ２ 施策名 援護を必要とする人の生活安定と自立支援  

１・２次評価 Ａ 施策所管局 健康福祉局 

３次評価 Ａ 局・区長名 熊坂 誠 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

生活保護世帯に占める単身高齢者の

割合が約４割と年々拡大しており、高齢

者の見守りなど日常生活支援とともに、

昨年度に引き続き年金受給支援を進め

て扶助費の削減に努められたい。 

従来から取り組んでいる「高齢者等日常

生活自立支援」や「年金受給支援」、「就労

支援」といった自立支援プログラムを推進

し、高齢者世帯の自立を支援していく。 

２ 

 ひとり親家庭の支援や支援につなが

らず潜在化している人の把握に向けて、

障害・高齢・子ども・若者の関係部局と

の横断的な取組を推進されたい。 

各福祉相談窓口等の実務者を構成員と

する会議を定期的に開催するなど、関係機

関や地域等との連携体制の構築を進め、意

見交換や情報共有を図りながら取組を進

めていく。 

３ 

 生活保護受給者の就労支援による就

労後３カ月間フォローアップにおいて

離職率とその原因をデータで把握し、改

善に努められたい。 

就労後の定着支援に取り組むことで早

期離職の防止に努めるとともに、ケースワ

ーカーの訪問調査等により離職実態を把

握し、個々の状況に合った支援の実施によ

り自立を図っていく。 
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施策番号 ５ 施策名 青少年の健全育成 

１・２次評価 Ａ 施策所管局 こども・若者未来局 

３次評価 Ａ 局・区長名 鈴木 英之 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

業績評価指標「地域・子どもふれあい

事業の参加者の青少年人口に対する割

合」及び「青少年健全育成組織の構成員

数」が目標未達成である。それらは、毎

年度目標達成を市民と約束したもので

あり、その具体的な達成方策を実施され

たい。 

目標の達成に向け、魅力ある事業の展開

やこれまでの青少年団体への周知に加え、

地域において子ども食堂や無料学習支援

を運営する団体を通じた周知を実施する

など、方策の改善を促進する。 

また、青少年の健全育成の担い手につい

ても、子育て世代や学生など多様な人材の

確保に向けた検討を進める。 

２ 

 成果指標「不良行為少年補導人数」は、

これまで実績値が目標値を大きく上回

って推移しており、飲酒、喫煙による補

導件数の大幅な減少等の社会環境の変

化を踏まえた上で、次期総合計画ではよ

り適切な目標値を設定されたい。 

スマートフォンやＳＮＳの普及など情

報化社会の進展などにより、青少年を取り

巻く環境が急速に変化していることを踏

まえ、次期総合計画においては、施策の成

果を適切に評価できる指標の設定を行う。 

３ 

 子ども・若者支援協議会は、部局を超

えた取組に効果的であり、今後も積極的

に取り組み、青少年や子どもの育成に関

する具体的方策を実施されたい。 

子ども・若者支援協議会において、子ど

も・若者が有する社会生活を営む上での困

難への対応の好事例の共有や、対応策強化

に向けた連携の推進などを図ることによ

り、各機関の専門性を生かした支援を行っ

ていく。 
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施策番号 ９ 施策名 障害児の支援 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 健康福祉局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 熊坂 誠 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

市民と達成を約束した成果指標「療育

相談やリハビリテーションを行ってい

る障害児の数」、業績評価指標「ペアレ

ントトレーニング参加者数」が目標未達

成であり、その具体的な達成方策を実施

されたい。 

今後は、民設児童発達支援センターで実

施してきたリハビリテーションやペアレ

ントトレーニングを集計し、実績値に加え

る。 

また、民設児童発達支援センターへは、

国が推奨するペアレントトレーニングに

加え、発達障害支援センターで実施してい

る、本市独自の保護者支援プログラムの技

術支援を行い、民設児童発達支援センター

における保護者支援の充実に努める。 

２ 

 公共・民間いずれの主体であっても障

害児が必要なサービスを得られる体制

を整備することが重要であり、公共・民

間のサービスに関する共通のガイドラ

インを作成し、サービスの質の維持・向

上に努められたい。 

障害児通所支援事業については、国から

サービスの質の確保などを目的とする「児

童発達支援ガイドライン」が示されている

ことから、集団指導などの機会を通じて公

共・民間問わず周知徹底を図る。 

３ 

 民設児童発達支援センターの支援の

質の確保に向け、保護者の評価・意向を

把握、反映する方策を実施されたい。 

民設児童発達支援センターの支援の質

の確保に向けて、国が示している「児童発

達支援ガイドライン」に基づき、保護者の

意向を把握し、事業所全体としての自己評

価を行い、公表する等の適正な運用ができ

るよう指導に努める。 

４ 

 障害児の成長には家庭、学校、地域の

障害への理解が重要であり、ペアレント

トレーニングの実施に加えて教育委員

会やこども・若者未来局とも連携して取

り組まれたい。 

教育や福祉など関係機関が相互に制度

を理解し、課題解決に向けた情報共有の場

を設けるため、自立支援協議会において学

校と福祉の連携に関する研修会を開催す

るなど、一層の連携を促進する。 
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施策番号 １１ 施策名 医療体制の充実 

１・２次評価 Ａ 施策所管局 健康福祉局 

３次評価 Ａ 局・区長名 熊坂 誠 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

市民と達成を約束した成果指標「安心

して医療を受けることができると感じ

る市民の割合」、業績評価指標「重症患

者の市内搬送割合」及び「国民健康保険

税の収納率」が目標未達成であり、その

具体的な達成方策を実施されたい。 

〇安心して医療を受けることができると

感じている市民の割合 

市民アンケートで「安心して医療を受け

られていると感じていない」と答えた方の

多くが、かかりつけ医がいないとなってい

ることから、市内医療関係団体と協力し、

かかりつけ医の必要性について普及啓発

に努める。 

〇重症患者の市内搬送割合 

救急出場件数及び軽症者の搬送割合を

減少させることが救急医療を安心して利

用できる社会につながることから、今後も

「救急車の適正利用」や「予防救急」の効

果的な啓発を図る。 

〇国民健康保険税の収納率 

平成３０年３月末からのキャッシュカ

ードを利用した口座振替受付サービスの

導入による口座振替の推進や、同年８月末

に設置したコールセンターによる納付勧

奨等の実施及び債権対策課との連携によ

る滞納整理の強化等により、目標達成を図

る。 

２ 

 業績評価指標の「国民健康保険料の収

納率」の目標値を達成するための手段と

なる事業が明記されていない。市民にと

ってどの事業で目標を達成するのかが

分からず、例えば収納率向上対策事業等

で詳細な業務を束ねて明記されたい。 

今後は、施策を構成する主な事業として

「保険税収納率向上特別対策事業」と明記

する。 
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３ 

 市民の安心・安全な生活の維持のため

に急病等に対応する救急医療体制の整

備やかかりつけ医の普及等による在宅

医療体制の充実を着実に推進されたい。 

今後も、初期、二次、三次までの一貫し

た体制の確保のため、引き続き、急病診療

事業の継続的な支援等に取り組むほか、市

民アンケートで「安心して医療を受けられ

ていると感じていない」と答えた中の多く

の方が、相談できるかかりつけ医がいない

となっていることから、市内医療関係団体

と協力し、かかりつけ医の必要性について

普及啓発に努める。 
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施策番号 １３ 施策名 市民生活の安全・安心の確保 

１・２次評価 Ａ 施策所管局 市民局 

３次評価 Ａ 局・区長名 齋藤 憲司 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

「基地対策の推進」に向けた手段は位

置付けられているが、達成すべき目標と

なる成果指標が設定されておらず、日米

両政府に対する粘り強い要請活動など

難しい面もあるが、市民からすると分か

りづらい。次期総合計画では、成果目標

を設定されたい。 

米軍基地対策においては、全面返還を基

本としつつ、米軍機の騒音など市民生活に

影響する諸問題の解決を、国及び米軍に要

請している。 

しかしながら、市内米軍基地の動向は、

我が国を取り巻く世界情勢等の影響を受

け、日米両政府は安全保障の観点から基地

を運用するため、基地問題の解決には粘り

強い長期的な取組を要する。 

次期総合計画においては、成果指標等の

設定に係る考え方や計画における「基地対

策」の位置付け等を踏まえ、目標設定の在

り方を検討していく。 

２ 

 市民と達成を約束した成果指標「市内

で発生した交通事故件数」が目標未達成

であり、県内平均より多い自転車事故件

数の減少に向けて鉄道駅や公共施設へ

のアクセス路線を中心に良好な居住環

境の保全に配慮しながら自転車専用レ

ーンを整備するなど、具体的な達成方策

を実施されたい。 

施策４２「地域を支える交通環境の充

実」内において、自転車通行環境の整備を

位置付け、現在、駅、公共施設などへのア

クセス路線等、自転車交通量の多い幹線道

路を中心に自転車通行環境の整備を進め

ており、今後も引き続き、整備に取り組ん

でまいりたいと考える。 

３ 

 成果指標「市内で発生した犯罪認知件

数」及び「消費者被害に遭わないように

注意している市民の割合」、業績評価指

標「防犯講習会の開催回数」の実績値が

最終年度の平成３１年度目標値を大き

く上回り推移しており、市民からすると

次年度以降も実績値より低い目標値が

設定されていることは疑問であり、次期

総合計画では適切な目標値を設定され

たい。 

次期総合計画の成果指標及び業績評価

指標の設定に当たっては、現状を踏まえ、

目標値を含め適切な指標となるよう検討

する。 
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４ 

 平成２５年度調査で市内空き家数は、

緑区約 8,500 戸、中央区約 13,000 戸、

南区約 14,000 戸、総計で約 35,500 戸に

のぼっており、今後人口減少、高齢化に

伴い一層増加することが予想される。平

成３２年度の住宅基本計画の改定を待

つことなく、空き家の増加に対する具体

的なまちづくり方策を実施されたい。 

空家等の増加抑制については、第２次空

家等対策計画の策定作業において、より効

果的な取組を検討する。 

なお、現計画においては、市や専門家団

体の相談窓口等の充実等について引き続

き取り組む。 

５ 

 高齢者の関係する交通事故件数（８８

６件、前年比７１増）が増えており、高

齢者の免許返納等の方策に取り組まれ

たい。 

高齢者の関係する交通事故件数につい

ては、警察、関係団体、地域団体と連携を

図り、免許返納の促進や交通安全思想の普

及に継続して取り組む。 

６ 

 成果指標「消費者被害に遭わないよう

に注意している市民の割合」、業績評価

指標「防犯講習会の開催回数」、「自転車

シミュレーターを活用した交通安全事

業の実施回数」は、次期総合計画ではよ

り直接的かつ効果が分かりやすい指標

へ変更されたい。 

次期総合計画の成果指標及び業績評価

指標の設定に当たっては、外的要因によら

ず市の取組がより直接的に反映される指

標を検討する。 

７ 

 成果指標と業績評価指標合わせて７

指標となるが、市民の印象が拡散しまと

まりのある成果を捉え難くなるので、次

期総合計画では最大５指標に集約され

たい。 

次期総合計画の成果指標及び業績評価

指標の設定に当たっては、施策の成果が市

民により捉えやすいものとなるよう、指標

数について検討する。 

８ 

 防犯カメラの抑止効果への過度の期

待は避ける必要があり、防犯カメラの設

置で巡回が減ることがないように対処

されたい。 

防犯カメラは地域の防犯活動を補完す

るものであると認識していることから、設

置後も継続して地域と連携しながら防犯

活動を実施する。 
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基本目標Ⅱ 学びあい 人と地域をはぐくむ教育・文化都市           

  

施策番号 １６ 施策名 学校教育の充実 

１・２次評価 Ａ 施策所管局 教育局 

３次評価 Ａ 局・区長名 小林 輝明 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

成果指標「学校を楽しいと感じる児

童・生徒の割合」、業績評価指標「市立

小・中学校のトイレの改修個所数」がい

ずれも目標未達成であり、具体的な達成

方策を実施されたい。また、予算で決ま

ると考えられる改修個所数を評価指標

とすることは適切ではなく、次期総合計

画では最終的な成果を測定できる指標

を設定されたい。 

児童生徒が楽しいと感じる学校づくり

に向けては、児童生徒が互いを認め合う環

境づくりが重要であり、児童生徒が主体と

なった取組、教員による人権尊重の視点に

立った学習活動や環境づくりなどを推進

する必要がある。これらのことについて、

児童支援専任教諭等の担当者会での啓発、

指導主事による学校訪問研修、外部講師に

よる教職員向け研修の充実のほか、いじめ

防止フォーラム等による啓発活動により

一層取り組んでいく。 

トイレ改修については、引き続き、国の

交付金などの特定財源の積極的な確保に

努め、計画的に整備を進めていくととも

に、次期総合計画では適切に成果を測定で

きる指標を検討する。 

２ 

 成果指標「授業が分かりやすいと感じ

ている児童・生徒の割合」の実績値が最

終年度の平成３１年度目標値を大きく

上回り推移しており、市民からすると次

年度以降も実績値より低い目標値が設

定されていることは疑問であり、次期総

合計画では適切な目標値を設定された

い。 

現在の成果指標の目標値は、計画策定当

時に目指すべき数値として設定しており、

これまでの取組により実績値が上回った

ものとして捉えている。 

次期総合計画では、成果指標に定める内

容も含め、適切な目標値について検討して

いきたいと考えている。 
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３ 

 小学校のいじめの件数が平成２６年

度３３８件、平成２７年度８７５件、平

成２９年度１，３１１件と急増してい

る。子どもを主体とした「いじめ防止フ

ォーラム」は高く評価できるが、そうし

た方策とともに個々の児童をきめ細か

く見守る組織的対応の充実など、いじめ

対策の強化を図られたい。 

いじめ防止対策推進法において「いじ

め」が定義付けられたことにより、いじめ

の認知件数は全国的にも増加しており、本

市においても、いじめの認知について一層

の徹底を図り、事案の軽重を問わず報告が

なされたため、件数が増加したものと捉え

ている。 
現在、個々の事案については、学校から

の報告を受け、必要に応じて指導主事が対

応に係る助言、学校訪問による見守り等を

行っているが、今後も学校と連携し迅速な

対応に努める。 

引き続き、「いじめ防止フォーラム」等

の取組をはじめ、いじめや不登校、非行等

の早期発見・早期対応及び未然防止に向

け、全校配置した児童支援専任教諭を中心

として、関係機関との連携を含めた組織的

対応を迅速かつ適切に行うよう、担当者会

等で指導・助言を図っていく。 

４ 

 子ども食堂や無料塾等に取り組む地

域団体やＮＰＯを支援し、放課後の子ど

もの居場所づくりを積極的に進められ

たい。 

引き続き、子どもを支援する地域団体と

の情報交換会など、こども・若者未来局と

連携した取組を実施し、子どもたちへの支

援体制の充実に努める。 

５ 

 厳しい財政状況を踏まえ、学校施設の

集約化や複合化を考慮しながら、地域の

学びの拠点とするようその維持・更新を

進められたい。 

平成 31 年度に策定する「学校施設長寿

命化計画」において、「相模原市立小中学

校の望ましい学校規模のあり方に関する

基本方針」に基づく学校規模の適正化など

を踏まえ、学校施設の整備基準等を位置付

け、各学校に適した整備に取り組んでい

く。 

６ 

 相模原市の大きな地域資源である自

然環境に配慮した特色のある教育施策

を実施されたい。 

相模原の自然環境に配慮した教育施策

については、現在、相模川ビレッジ若あゆ

及びふじの体験の森やませみにおいて、自

然体験や農業体験などの多様な活動を通

し、子どもたちの学びを深めている。 

今後も２つの野外体験教室を拠点とし

て、子どもたちが自然から学び、自然に働

きかける教育活動の充実に努めていく。 
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７ 

 全国学力・学習状況調査の利用につい

て“国の通知”による指導に従ってとい

うことが強調されるが、通知とは法的義

務付けのない技術的助言、単なるアドバ

イスにすぎず、まず市の創意工夫や主体

的姿勢が求められるのであり、地域特性

にきめ細かく配慮した学力向上方策を

実施されたい。 

全国学力・学習状況調査については、児

童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、

教育施策の成果と課題を検証し、その改善

を図ることが目的となっている。 

本市の結果としては、小中学校ともに基

礎的・基本的な学力の定着や自己肯定感が

低いほか、生活習慣にも課題があると分析

しており、これらの改善を図るため、主に

以下の取組を進めている。 

・小中学校における補習の実施や学習支援

員の配置 

・基本的な生活習慣の確立を目指した出前

講座などの取組 

・課題を教員と共有し、解決に向けた授業

づくり、指導力向上に向けた研修等の充実 

今後も引き続き、教育委員会と学校が一

体となって、地域特性に応じた授業改善な

どの取組を進めるとともに、地域や家庭、

関係機関と連携して学力向上方策を実施

していく。 
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施策番号 ２２ 施策名 人権尊重・男女共同参画の推進 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 市民局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 齋藤 憲司 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

市民と達成を約束した成果指標「人権

の侵害を受けていると感じている市民

の割合」、「家庭・地域・学校・職場など

で男女平等であると思っている市民の

割合」、「審議会等における女性委員割

合」、業績評価指標「人権問題について

の関心や理解が深まったと感じた市民

の割合」が、いずれも目標未達成であり、

具体的な達成方策を実施されたい。 

○人権の侵害を受けていると感じている

市民の割合、人権問題についての関心や理

解が深まったと感じた市民の割合 

社会情勢の変化や人権課題の顕在化に

対応するため、今年度、人権施策推進指針

の改定を予定しており、今後はこの指針に

基づき、市民一人ひとりが人権に関する基

本的な知識を深め、様々な人権問題を正し

く理解していただけるよう、国や関係機

関、民間団体等と連携し、対象者や課題に

応じた幅広い啓発活動の推進に取り組む。 

○家庭・地域・学校・職場などで男女平等

であると思っている市民の割合 

男女共同参画意識の普及高揚を図るた

め、男女共同参画推進週間に合わせて、広

報さがみはら及び市ホームページに特集

記事を掲載する。また、公民館活動におけ

る社会教育事業に男女共同参画に関する

分野の専門家を講師として派遣するなど、

市民の理解を深める取組を進める。 

○審議会等における女性委員割合 

各審議会等への女性委員の登用が進む

よう、所管課に対し改めて事前協議を徹底

する。さらにその必要性が委員の推薦母体

へ伝わるよう、市の取組について周知資料

を作成し、各所管課が推薦母体へ委員選出

を依頼する際に併せて周知する取組を進

める。 

２ 

 「女性活躍推進法」に基づく一般事業

主行動計画の策定数など、指標数を最大

５指標以内として次期総合計画で市民

に分かりやすい適切な指標を設定され

たい。 

職業生活と家庭生活の両立の状況など、

女性活躍に関する指標を含め、次期男女共

同参画プラン策定において設定する指標

と併せて検討する。 

３ 

 市民の意識啓発にとどまらず、社会教

育における歴史や文化の学びを通じて

人権意識を醸成するなど、教育部門との

連携による取組を実施されたい。 

 公民館活動における社会教育事業に人

権に関する分野の専門家を講師として派

遣するなど、生涯にわたる人権意識の醸成

などに取り組む。 
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施策番号 ２３ 施策名 世界平和の尊重 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 総務局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 隠田 展一 

 

Ｎｏ． ２次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

市民と達成を約束した成果指標「世界

平和の実現に向けた取組に参加してい

る市民の割合」、業績評価指標「市民平

和のつどいにおける市民の参加者数」

が、いずれも目標未達成であり、具体的

な達成方策を実施されたい。 

平和思想普及啓発のため実施している

「市民平和のつどい」については、市民団

体選出や公募市民の方々で組織した実行

委員会により企画立案を行っているが、市

民の関心を集めやすい事業の企画等に取

り組む必要がある。 

また、開催に当たっては、市民が参加し

やすい場所、時期について、検討する。 

２ 

 市民平和のつどいの実施時期や場所

の見直しなど改善が図られたことは評

価できるが、成果指標、業績評価指標い

ずれも平成２７年度から目標値が達成

されていない。これらの指標は当該課の

１年間の成績評価を決めるものであり、

次期総合計画では成果指標、業績評価指

標及びその目標値、成果の測定方法を見

直されたい。 

次期総合計画については、現行の総合計

画の成果を踏まえつつ、成果指標等につい

て、改めて検討する。 
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基本目標Ⅲ やすらぎと潤いがあふれる環境共生都市              

 

施策番号 ２４ 施策名 地球温暖化対策の推進 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 環境経済局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 岡 正彦 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

市民と達成を約束した成果指標「市全

体の温室効果ガス総排出量」、業績評価

指標「市が独自に取り組む施策によるＣ

Ｏ２削減見込量」が目標未達成であり、

再生エネルギーの普及啓発を図るとと

もに、具体的な達成方策を実施された

い。 

住宅用太陽光発電設備の導入奨励制度

を継続するとともに、国・県等と連携しな

がら、効果的な事業となるよう見直しを行

う。また、ＣＯ２排出削減に向け、国の補

助事業を活用した市民向けの啓発事業を

市内各地で実施する。 

２ 

 燃料電池自動車の普及啓発と併せて

水素供給設備整備事業を引き続き推進

されたい。 

イベント等を通じた燃料電池自動車の

見学会の実施や購入補助制度を継続し普

及促進を図る。また、水素エネルギー普及

促進ビジョンに掲げる定置式水素供給設

備の市内設置に向け、平成３０年度に創設

した補助制度を継続するとともに、九都県

市と連携し国の補助制度の継続や水素供

給設備設置にかかる規制緩和等について

要望活動を行い事業の推進を図る。 

３ 

 相模原市の大きな資源である森林を

生かした木質バイオマス発電事業で、市

外に流出していた電力使用料を市内に

再投資して循環させる地域内経済循環

を図る再生エネルギー構想を検討され

たい。 

次期地球温暖化対策計画策定作業の中

で、本市の自然的特性を生かした再生可能

エネルギーの効果的な利活用や導入手法

等を検討する。 
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施策番号 ２６ 施策名 資源循環型社会の形成 

１・２次評価 Ａ 施策所管局 環境経済局 

３次評価 Ａ 局・区長名 岡 正彦 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

市民と達成を約束した成果指標「市民

１人１日当たりの家庭ごみ排出量」「リ

サイクル率」「ごみ総排出量」がいずれ

も複数年にわたって目標未達成である。

これまでの取組を十分検証した上で、具

体的な達成方策を実施されたい。 

 平成 28 年 10 月に、一般ごみ収集回数を

週 3回から週 2回に変更したことや、これ

までの啓発活動により、ごみの減量化・資

源化の意識の向上に努めている。 

 また、市が毎年実施しているごみ質測定

調査においては、家庭から排出されたごみ

の 30.4％が紙やプラ製容器包装などの資

源化が可能な物であり、7.6％が食べられ

るのに捨てられる食品、いわゆる食品ロス

との結果が出ていることから、更なるごみ

の減量化が可能である。 

このことから、引き続き分別の徹底につ

いて周知啓発を行うとともに、飲食店と連

携した食品ロス削減の啓発やフードドラ

イブの実施等の、食品ロス削減の取組を強

化する。 

２ 

 外国人居住者の増加動向にあって外

国人居住者との地域交流の促進ととも

に、外国人居住者に対するごみの出し

方、分別収集の方法、リサイクルの仕組

み等について一層きめ細かな対応方策

を実施されたい。 

 ごみの分別、排出方法、収集曜日等を記

載した冊子「ごみと資源の日程・出し方」

について、外国語版（８か国版）の電子デ

ータをホームページ上で公開している（５

か国語版については冊子を作成）。今後は、

外国人居住者を対象としたイベント等に

参加し、ごみ排出ルールなどの周知啓発を

行う。 

３ 

 ごみ減量化は最終処分地の延命化等

に重要であり、その必要性を市民に分か

りやすく伝える具体的方策を実施する

とともに、ごみ減量で大きな効果をあげ

る家庭ごみの有料化制度についても議

論されたい。 

 ごみの減量化を推進するため、ごみ・資

源の収集量、集団資源回収の実績及び資源

の行方など、写真・イラスト・映像等によ

り分かりやすく「見える化」し、現状や取

組の効果について情報提供の充実を図る。 

 家庭ごみの有料化については、ごみの量

が増加する場合などを想定し、引き続き検

討を進める。 
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４ 

 事業系一般廃棄物の排出量が増加し

ており、中小事業者への指導を徹底され

たい。 

事業系一般廃棄物の排出量の削減に向

け、中小事業者の適正排出が求められるこ

とから、戸別訪問指導を引き続き実施する

とともに、搬入物検査の強化を図る。 
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施策番号 ２７ 施策名 廃棄物の適正処理の推進 

１・２次評価 Ａ 施策所管局 環境経済局 

３次評価 Ａ 局・区長名 岡 正彦 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

成果指標「市内で発生するごみが市焼

却施設及び最終処分場で処理される割

合」、業績評価指標「一般ごみ収集運搬

業務の民間委託の割合」がいずれも目標

達成しており、評価できる。また、次期

総合計画では、不法投棄回収量の削減を

図る指標を設定されたい。 

 次期総合計画を策定する中で、適正処理

に関する適切かつ分かりやすい指標につ

いて検討する。 

２ 

 廃棄物処理施設に当たっては、清掃工

場の発電効率を高めることを考慮した

整備を進められたい。 

北清掃工場基幹的設備等改良工事にお

いては、老朽化対策及び二酸化炭素の排出

量削減に寄与することを目的に、平成２９

年９月から工事を進めており、焼却処理に

よる発電能力も５％向上する予定である。 

３ 

 一層の業務の効率化やコストの削減

を図るため、ごみ収集運搬業務の民間委

託の拡大を着実に進められたい。 

一般ごみ収集運搬業務の一層の効率化

を図るため、現在の契約を更新する平成３

１年１０月を目途に、民間委託による一般

ごみの収集量の拡大に向けて、調整を進め

る。 

４ 

 市民と共に不法投棄の撲滅や美化運

動をより強力に促進する方策を実施さ

れたい。 

市民や団体・事業者との協働による不法

投棄撲滅キャンペーンやまち美化キャン

ペーンなどを引き続き実施するとともに、

不法投棄防止パートナーシップ協定締結

団体や廃棄物減量等推進員など、地域で活

動している市民との連携をさらに深めて、

きれいなまちづくりを推進していく。 
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施策番号 ２８ 施策名 水源環境の保全・再生 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 環境経済局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 岡 正彦 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

市民と達成を約束した成果指標「管理

された森林面積の割合」、「市域から津久

井湖に流入するチッソ・リンの削減量」

が、いずれも目標未達成であり、具体的

な達成方策を実施されたい。特に「市域

から津久井湖に流入するチッソ・リンの

削減量」がＤ評価であり、その原因分析

を行い、具体的方策を実施されたい。 

森林整備については、森林組合・林業事

業者と連携しながら森林所有者への普及

啓発に努め、新規整備箇所の確保を図って

いる。 

チッソ・リンの削減に有効である公共下

水道については、平成 29 年度に７件の事

業の繰越があったため、評価への反映は行

えなかったが、工事自体は、今後計画的に

整備することにより、実績値の向上が見込

めるため、適切な工事発注に努める。 

２ 

チッソ・リンの削減量の目標値の達成

のため、浄化槽設置数を業績評価指標と

して設定するなど、有効な方策を実施さ

れたい。 

チッソ・リンの削減に当たっては、市が

把握する個人浄化槽管理状況データの中

から、定期的維持管理を業者委託している

個人を抽出し、登録業者が営業から施工ま

でを行う工事店制度により、高度処理型浄

化槽の設置を促すことが有効であること

から、年間の設置目標を立てた上で、その

設置促進を図っていく。（営業目標年間約

80 軒該当） 

３ 

 ２０２４年度から市民税に上乗せし

た森林環境税が徴収されるが、国、県の

方針を待つだけでなく、来年度から交付

される森林環境譲与税も含めて相模原

市としての独自の有効利用方策を十分

に検討されたい。 

 森林環境税の趣旨を踏まえ、森林整備や

木材利用促進・普及啓発、人材育成・担い

手確保への活用のため、現在、進めている

（仮称）さがみはら森林ビジョン後期実施

計画において、適切な取組を位置づける。 
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施策番号 ３３ 施策名 地域経済を支える産業基盤の確立 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 環境経済局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 岡 正彦 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

総合計画の進行管理は毎年度の目標値達

成により当該課の成績評価をするものであ

り、３年に１回の成果指標「製造品出荷額

等」は業績評価指標に位置づけ、次期総合

計画では毎年度評価できる成果指標を設定

されたい。 

次期総合計画の進行管理において、

毎年度の進行管理評価が適切に実施で

きるよう統計データの公表時期、指標

の妥当性等を考慮しつつ、成果指標に

ついて検討する。 

２ 

 市民と達成を約束した業績評価指標「企

業立地に係る事業計画認定数」及び「中小

製造業技術者育成支援事業等により支援し

た人数」が、いずれも目標未達成であり、

具体的な達成方策を実施されたい。 

「企業立地に係る事業計画認定数」

の目標達成に向け、過去にＳＴＥＰ

５０を活用した企業や、平成２７年度

に実施した企業立地動向調査の対象企

業の近況や投資意欲を把握すべく、フ

ォローアップ調査を実施するととも

に、神奈川県や日本貿易振興機構、産

業支援機関、金融機関等との連携を強

化し、本市への工場立地に繋がる投資

案件の掘り起こしや工場立地可能な用

地情報の収集を積極的に行う。 

「中小製造業技術者育成支援事業」

については、目標値には達してないが、

実績値は少しずつ伸びている。周知不

足が目標未達成の原因と考えられるた

め、今後はこれまでの周知手段である

相模原商工会議所のホームページやメ

ルマガに加え、企業訪問等での周知を

市内産業支援機関と連携しながら、積

極的に行う。 
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３ 

 地域経済の担い手の安定的な確保に向け

て小学校でのプログラミング教育の推進な

ど他部局との連携により、若者がものづく

りに触れる機会の創出に努められたい。 

現在、市内小学生を対象としたロボ

ットプログラミング教室を開催してい

るほか、小学校５、６年生を対象に起

業プロセスを疑似体験する「子どもア

ントレプレナー体験事業」を実施して

いる。 

将来のものづくり産業の担い手や起

業家精神あふれる人材の育成に寄与す

るため、他部局との連携を図りながら、

地域の若者がものづくりに触れる機会

の更なる創出を検討する。 

４ 

 安定した雇用の確保に向けて製造業の立

地促進とともに、第３次産業の誘致など多

様で厚みのある産業集積を図られたい。 

少子高齢化の進行、経済のグローバ

ル化など、本市を取り巻く社会経済環

境の変化や、広域的な交通ネットワー

クの充実により首都圏南西部の広域交

流拠点都市としての本市のポテンシャ

ルを生かし、多様な産業の集積を図る

とともに、人材、企業及び情報の集積・

交流・連携によりビジネスチャンスの

創出を目指した「新たな相模原の経済

成長のための企業誘致推進戦略」を検

討する。 

５ 

 地域経済の活力維持に向けて企業誘致と

ともに、高齢化に伴う中小事業者の廃業を

くい止め、持続的経営を可能とする方策を

実施されたい。 

 高齢化等に伴う事業承継について

は、公益財団法人相模原市産業振興財

団が実施する年間約５００件の企業ヒ

アリングにおいて、事業承継に関する

相談を受け、事業引継ぎ支援センター

を案内するなど、持続的経営を可能と

するよう支援を行っている。今後も適

宜、支援機関との連携を図りながら、

円滑に支援を行う。 

６ 

さがみはら産業集積促進方策（ＳＴＥＰ

５０）のフォローアップ調査とともに、そ

の制度見直しを行う際には自然環境も視野

に入れた景観形成の取組とも連携して多様

な人や企業を引き付ける魅力的な都市形成

を実施されたい。 

ＳＴＥＰ５０の制度見直しの際に

は、フォローアップ調査等を実施し、

現行のＳＴＥＰ５０の効果検証及びこ

れからの企業誘致施策に必要な支援内

容等について検討を進めるとともに、

地域の景観特性と調和した工場建設を

誘導するなど、市の景観形成の取組と

の連携のあり方についても検討する。 
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施策番号 ３６ 施策名 都市農業の振興 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 環境経済局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 岡 正彦 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

 市民と達成を約束した成果指標「農用

地区域内における耕作地面積の割合」及

び「市内農業生産量」が、いずれも目標

未達成であり、具体的な達成方策を実施

されたい。 

農業委員会との連携により耕作放棄地

の情報を得るとともに、規模拡大を図りた

いと考えている農家の情報収集も行い、随

時対応する。 

２ 

 業績評価指標「ＪＡ農産物直売所の来

客数」の実績値が、最終年度の平成３１

年度目標値を大きく上回り推移してお

り、市民からすると次年度以降も実績値

より低い目標値が設定されていること

は疑問であり、次期総合計画では適切な

目標値を設定されたい。 

 ５年間の来客数実績等から、次期総合計

画における目標値を設定する。 

３ 

 営農者の高齢化や耕作放棄地の増加

が見込まれる状況にあり、ＪＡや民間企

業と連携した農業振興方策を早急に進

められたい。 

 人・農地プランの積極的な活用を行う上

で、市内両農協などとの連携は欠かせない

ため、今後も連携を密にしながら、規模拡

大を図る農家への農地の集積や、法人や新

規就農者の参入を推進することにより農

業振興を図っていく。 

４ 

 地産地消に加えてＳＮＳを活用した

新鮮な農作物の情報発信など産品のブ

ランド化を図る販売方法や消費者の健

康志向、安全志向に応える市場づくりな

ど、消費者ニーズに即した農畜産物の販

売方策を実施されたい。 

ＰＲ販売や協議会ＨＰ等を通じ、消費者

ニーズにも十分配慮しながら、市内産農畜

産物の販売促進を引き続き図っていく。ま

た、ＳＮＳによる情報発信についても検討

する。 

５ 

 直売所は車がないと行けないところ

もあり、駅のコンコースや桜まつり等の

イベント時に野菜販売をしながら、相模

原野菜やその直売所をＰＲし、認知度を

上げる方策を実施されたい。 

 市民朝市の開催、桜まつり等各種イベン

トへの出展や、直売所マップの作成・配布、

また、市ＨＰへの掲載などを通じて、引き

続きＰＲに努めていく。 
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６ 

 市民の生活満足やコミュニティ形成、

さらに潤いのあるまちの形成に大いに

役立つ都市農園を、今後増加の見込まれ

る空き地、空き家の活用により整備され

たい。 

市民農園が多いという本市の優位性を

生かしつつ、空き地、空き家その他の地域

資源を活用することで、市民の生活満足度

の向上や、潤いのあるまちづくりに役立て

る。 

７ 

 都市環境と自然環境の調和した魅力

的なまちづくりにおいて農業の担う役

割は大きく、農業の多面的効果を視野に

入れたまちづくり方策を実施されたい。 

 農業体験の場や緑地空間の提供、災害対

策機能など農地が多面的機能を有するこ

と、また都市農地が保全すべき農地である

ことを明確に位置付けるため、市内農家等

の意見を聞いた上で、都市農業振興計画を

策定する。計画に基づき、農地の多面的機

能を都市環境においても発揮する農業振

興施策を展開していく。 
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基本目標Ⅳ 活力にあふれ多様な交流が生まれる広域交流拠点都市        

 

施策番号 ４４ 施策名 魅力ある景観の保全と創造 

１・２次評価 Ａ 施策所管局 都市建設局 

３次評価 Ａ 局・区長名 田雜 隆昌 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

 次期総合計画の策定では、景観形成重

点地区や緑の保全に配慮した無電柱化

街路の延長距離、あるいは屋外広告物の

規制・撤去数など、美しい景観形成にお

いて市民にとって分かりやすい適切な

指標を設定されたい。 

次期総合計画の策定に向け、景観形成重

点地区の指定箇所数や市内の無電柱化の

整備延長など、より市民にとって分かりや

すい評価指標の設定を検討する。 

２ 

 良質な都市景観の形成は、市民の誇り

や愛着を育む美しい都市環境の形成だ

けでなく、市民にとっては地価下落によ

る資産価値の低下の防止、市にとっては

固定資産税や都市計画税の維持・増加と

いう効果をもっており、市民の参加で都

市景観政策を強力に推進されたい。 

積極的に景観形成を図る必要がある地

区を、平成３２年度を目途に景観形成重点

地区に指定を行うなど、地域住民との合意

形成を図りながら良好な景観の形成を進

める。 

３ 

 屋外広告物規制区域図のホームペー

ジ公開のほか、業務効率化やコスト削減

につながる取組を創意工夫して進めら

れたい。 

平成３１年度に、屋外広告物規制地域の

情報を窓口に設置しているタッチパネル

に搭載するなど、利便性の向上を図るとと

もに、業務効率化を図り、引き続き事務改

善に取り組んでいく。 

４ 

 市内の大学（美術系、デザイン系、地

域社会系）を巻き込んだ地域の景観デザ

インの具体化を図る方策を実施された

い。 

良好な景観の形成を推進するため、今

後、近隣の大学と連携した取組について検

討する。 
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基本目標Ⅴ 市民とともに創る自立分権都市                  

 

施策番号 ４８ 施策名 皆で担うまちづくりの推進 

１・２次評価 Ｂ 施策所管局 市民局 

３次評価 Ｂ 局・区長名 齋藤 憲司 

 

Ｎｏ． ３次評価 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

 市民と達成を約束した成果指標「地域

活動への参加率」、「市民活動への参加

率」、業績評価指標「街美化アダプト制

度の実施団体数」、「さがみはら市民活動

サポートセンターの利用者登録団体数」

が、いずれも目標未達成であり、具体的

な達成方策を実施されたい。 

○地域活動への参加率 

目的や活動の公益性、重要性、必要性な

どを市民に周知するため、対象者、周知方

法や時期等を含め、効果的な情報発信の方

法等について検討する。 

○市民活動への参加率 

団体等への加入や活動への参加などに

対し、やりがいやメリットを感じてもらえ

るよう、魅力向上を検討する。 

○街美化アダプト制度の実施団体数 

街美化アダプト制度については制度の

周知の強化を図るとともに、活動しやすい

制度となるよう制度の運用方法を検討し、

団体数の増加を図る。 

○さがみはら市民活動サポートセンター

の利用者登録団体数 

市民活動サポートセンターについては、

市民・大学交流センターとの連携を図る仕

組みや、団体の活動継続を支援する方法に

ついて検討する。 

２ 

 市全体でのボランティア数等につい

て把握されてないが、全般的なボランテ

ィアの現況把握こそ市民と連携して共

に担うまちづくりの出発点であり、そう

した基礎情報を蓄積し、部局の枠を超え

てボランティアの抱える問題、課題を踏

まえた市民活動政策を積極的に実施さ

れたい。 

市民活動団体や個人として様々な事業

に参加している方が抱える課題等につい

て、市民活動サポートセンターとも連携し

て把握を行う。 

抱える課題を分析し、庁内の横断的な組

織である市民協働推進会議等において情

報の共有を図るとともに、対応等について

検討する。 
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３ 

 非営利団体を対象とした事業推進と

いうことであるが、今日、子どもの福祉

や認知症事業等で金銭的利益と社会的

利益を両立させる社会的企業を育成す

る「社会的インパクト投資」が進められ

ており、ＮＰＯやボランティア団体の範

囲にとどまらず、より広い視野で各部局

と連携して市民活動方策の充実に取り

組まれたい。 

様々な主体による市民活動を促進する

ため、既存の NPO やボランティア団体の活

動紹介を通じて、企業がこうした活動に関

心を持ち、活動にかかわり、新たな担い手

となってもらうことを目指した仕組みづ

くりについて検討する。 

４ 

 地域づくり大学、あじさい大学、市民

大学と３つの大学が開講しており、市民

にとって学習の場がたくさんあること

は良いことだが、同時に地域の大学が実

施する公開講座や講義の地域開放の活

用も含め、講義内容等の重複を避けた効

率的な運営やそれらの統廃合、連携も視

野に入れた方策を進められたい。 

地域づくり大学の運営については、これ

までの実績を踏まえてターゲットやカリ

キュラム等の検証を行い、担い手育成とい

う目的に沿った講座を実施する。 

また、あじさい大学、市民大学と重複す

る講座等がある場合は関係課及び関係機

関と検討・調整を行うとともに、効果的な

連携型情報提供について検討する。 
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（２） 総合計画施策進行管理 ３次評価に対する本市の改善工程表 
 

基本目標Ⅰ 誰もが安全でいきいきと暮らせる安心・福祉都市          

 

 

施策名 No．１ 地域福祉の推進 所管局 健康福祉局 局長名 熊坂 誠 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
地域で、住民が互いに支えあっていると感じ

る市民の割合 
42.8 40.3 94.2％ Ｂ 

業績評価指標１ 
ボランティア登録制度（いるかバンク）の登録

者数 
929 745 80.2％ Ｂ 

業績評価指標２ ノンステップバスの導入率 35.6 35.1 98.6％ Ｂ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民と達成を約束した成果指標「地域で、住民が互いに支えあっている

と感じる市民の割合」及び業績評価指標「ボランティア登録制度の登録者

数」「ノンステップバスの導入率」はいずれも目標未達成であり、その具体

的な達成方策を実施されたい。 

②成果指標「地域で、住民が互いに支えあっていると感じる市民の割合」

の目標値の算出方法が市民には分かりにくい。次期総合計画では、アン

ケート結果とサロン設置数を分け、前者を成果指標、後者を業績評価指

標で設定されたい。 

③ノンステップバスの導入率とともに、市民の接する機会の多い道路・公

園・駅のバリアフリー化の件数を業績評価指標として設定されたい。 

④コミュニティソーシャルワーカーの活動について市民に分かりやすい業

績指標や事業実施のガイドラインを設定し、定期的に評価されたい。 

⑤サロンの活動実態や参加者数を把握しながら、サロンの地域での自主

的な運営を促すように支援されたい。 

⑥「地域ネットワーク会議」を有効に活用し、障害、高齢、子育て、教育な

どの庁内横断的な取組を進められたい。 
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No. 項 目 内 容 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①「ボランティア登録制度の登録者数」については、平成２６年度から平成

２８年度にかけて、減少若しくは横ばいで推移しており、達成率の上昇は

見られたものの、目標値には達していない状況である。新たな担い手の確

保が継続した課題となっている。また、ノンステップバスについては、当初

の予定台数を導入することができたが、以前に導入したノンステップバス

の耐用年数が超過したことによる、ノンステップバスからノンステップバス

の更新があるなど、導入台数が純増しない要因があることから、目標値に

達しない結果となっている。 

②「地域で住民が互いに支えあっていると感じる市民の割合」の値は、地

域の支え合い活動による取組であるサロンの数の増加に比例して、増え

るものと見込んだが、相関性が低く、施策の達成状況を測る指標として、

市民にとって分かりにくい状況にある。 

③バリアフリー化は、対象となる施設や対策内容など多岐にわたるため、

適切な評価指標の設定を検討する必要がある。 

④第３期地域福祉計画においては、コミュニティソーシャルワーカーの配

置による横断的な支援を重点的な取組として位置づけ、計画期間内に２２

地区に配置することを目標とした。コミュニティソーシャルワーカーの役割

を「個別支援」「地域支援」「仕組みづくり」の３つと定めて、事業を実施して

いるが、業績指標については設定していない。 

⑤サロンは、地域住民が自主的に活動しているものであり、サロンの数を

強制的に増やすことができない状況である。また、参加者数や開催回数

などについては、把握していない状況である。 

⑥複合化・複雑化した地域の福祉課題の相談に対応し、解決を図るた

め、福祉をはじめ様々な相談窓口が連携する必要がある。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①市社会福祉協議会が実施する、ボランティア養成講座や、若い世代へ

のアプローチを図るためのＬＩＮＥ＠（登録いただいた方に一斉に情報を発

信できるサービス）による情報提供への支援を行い、担い手の発掘に努

める。 

ノンステップバスの導入については、運行事業者が導入するに当たり、

市や国の補助制度も活用している。今後も目標値の達成のため、補助制

度を継続し、導入促進に努める。 

②次期総合計画の策定に当たっては、現在の成果指標及び業績評価指

標を見直し、市民にとって分かりやすい成果指標となるよう、目標値の算

出根拠や算出方法について検討する。 

③市民に接する機会の多い道路・公園・駅等のバリアフリー化に関して事

業を整理し、適切な業績評価指標を設定できるよう検討する。 

④コミュニティソーシャルワーカーの配置については、市と市社会福祉協

議会で連携して取り組んでいることから、業績指標や事業実施のガイドラ

インの設定について、今後、調整する。  

なお、コミュニティソーシャルワーカーの活動状況については、市の附

属機関である地域福祉推進協議会に報告し、評価をいただいているところ

であり、今後も同様に実施する。 

⑤サロンの自主的な運営には、運営に携わる人材の確保やサロンの活動

がさらに活発になる必要があることから、市社会福祉協議会が把握してい

るサロンの活動内容を踏まえ、同会と連携して市民への周知を図る。 

⑥「地域福祉ネットワーク会議」は、平成２９年度から各区で開催してい

る。障害、高齢、子育てなどの福祉部門の職員のほか、区役所職員やコミ

ュニティソーシャルワーカー等を構成員として、今後とも、複合化・複雑化

した地域課題の解決に向け、庁内にとどまらず横断的に取り組む。 
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No. 項 目 内 容 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①昨年度、登録者数を増やした取組を継続するとともに、新たなアプロー

チを加えることで、登録者の増加につながり、地域福祉の担い手の確保

が期待できる。ノンステップバスの導入が進むことにより、バリアフリー化

の推進等、バスの利便性向上につながる。 

②現在の成果指標等の見直しにより、新たな成果指標を設定することで、

市民にとって、地域福祉の推進の取組に関する評価が、より分かりやすい

ものとなる。 

③適切な業績評価指標を設定することで、 進捗状況の見える化が図ら

れ、更なる推進につながる。 

④事業実施のガイドライン等を市と市社会福祉協議会で協議することで、

コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容の整理を行うことがで

き、かつ、市民にとって、コミュニティソーシャルワーカーの活動内容が分

かりやすくなる。 

⑤把握しているサロンの活動内容を踏まえた周知を行うことで、サロンの

取組が知られる機会が増え、新たなサロンの開催・運営の促進につなが

る。 

⑥縦割りによる弊害を減らし、複合化・複雑化した福祉課題の解決に向け

た相談窓口の連携を生み出すことができる。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

・地域福祉活動推進事業（市民福祉の集い開催費、社会福祉功労者、福

祉作文等入賞者表彰費、社会福祉協議会活動助成金、福祉コミュニティ

形成事業、地域福祉推進経費、地域福祉支援体制推進事業）を計上 

ノンステップバスに対する補助金を計上 

平成３０年度

当初予算 
533,905 千円 

平成３１年度

当初予算 
547,142 千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

① 

・ボランティア養

成講座の開催 

・ＬＩＮＥ＠を活用

した、ボランティ

ア活動に関する

情報提供の実施 

・平成 30 年度補

助金支払い 

（国・市） 

  

 

 

 

 

 

・平成 31 年度補

助金交付申請

（国・市） 

 

 

 

 

 

 

・平成 31 年度補

助金交付決定

（国・市） 

継続 

して 

実施 
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② 

・次期総合計画

の成果指標及び

業績評価指標の

検討 

 ・次期総合計画

の成果指標及び

業績評価指標

（案）の決定 

・次期総合計画

の成果指標及び

業績評価指標

（案）に関するパ

ブリックコメントの

実施 

③ 

バリアフリー化を

行っている事業

の整理 

  指標設定の検討 

④ 

・コミュニティソー

シャルワーカー

の配置による横

断的な支援の実

施 

 

 

 

 

 

・平成３０年度の

活動の集計、分

析 

 

 

 

 

 

・平成３０年度の

活動について検

証（附属機関で

ある地域福祉推

進協議会で実

施） 

 

 

 

 

 

・活動の集計、分

析及び検証結果

を踏まえて、コミ

ュニティソーシャ

ルワーカーの役

割や業務範囲に

ついて、市社会

福祉協議会と協

議 

⑤ 

・サロンの活動の

周知について、

市社会福祉協議

会と協議 

 ・市及び市社協

のホームページ

等を活用したサ

ロン活動の周知

の実施 

・地域福祉計画

策定にかかるシ

ンポジウム等の

場を活用した周

知の実施 

⑥ 

・平成３０年度第

２回地域福祉ネ

ットワーク会議の

開催 

・平成３０年度の

開催結果を踏ま

えた、会議開催

の効果について

の検証 

・平成３１年度第

１回地域福祉ネ

ットワーク会議の

開催 

・平成３１年度第

２回地域福祉ネ

ットワーク会議の

開催準備 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

③ 

継続 

して 

実施 
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④ 

⑤ 

⑥ 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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施策名 No．９ 障害児の支援 所管局 健康福祉局 局長名 熊坂 誠 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
療育相談やリハビリテーションを行っている

障害児の数（利用者数） 
5,048 4,022 79.7％ Ｃ 

業績評価指標１ 障害児通所支援の利用者数 12,296 19,848 161.4％ Ａ 

業績評価指標２ ペアレントトレーニング参加者数 136 61 44.9％ Ｄ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民と達成を約束した成果指標「療育相談やリハビリテーションを行っ

ている障害児の数」、業績評価指標「ペアレントトレーニング参加者数」が

目標未達成であり、その具体的な達成方策を実施されたい。 

②公共・民間いずれの主体であっても障害児が必要なサービスを得られ

る体制を整備することが重要であり、公共・民間のサービスに関する共通

のガイドラインを作成し、サービスの質の維持・向上に努められたい。 

③民設児童発達支援センターの支援の質の確保に向け、保護者の評価・

意向を把握、反映する方策を実施されたい。 

④障害児の成長には家庭、学校、地域の障害への理解が重要であり、ペ

アレントトレーニングの実施に加えて教育委員会やこども・若者未来局とも

連携して取り組まれたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①第一陽光園の事業縮小により、民設児童発達支援センターに移行して

実施しているリハビリテーション利用やペアレントトレーニングの実績等を

集計して実績値に加えていなかった。また、民設児童発達支援センターは

開所して間もないため、ペアレントトレーニングを含め保護者支援プログラ

ムの充実が課題となっている。 

②障害児通所支援事業所の数が急増しており、全国的にもサービスの質

の確保が課題となっていることから、市内事業者においてもサービスの質

の確保を図る必要がある。 

③児童発達支援センターは地域の中核的な療育支援施設と位置づけら

れており、支援の質の確保を図る必要がある。 

④障害のある児童の状況に応じて学校現場や福祉現場などの関係機関

が適切な連携を図るため、相互の制度等を理解する必要がある。 
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No. 項 目 内 容 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①今後は、民設児童発達支援センターで実施してきたリハビリテーション

やペアレントトレーニングを集計し、実績値に加える。 

また、民設児童発達支援センターへは、国が推奨するペアレントトレーニ

ングに加え、発達障害支援センターで実施している、本市独自の保護者

支援プログラムの技術支援を行い、民設児童発達支援センターにおける

保護者支援の充実に努める。 

②障害児通所支援事業については、国からサービスの質の確保などを目

的とする「児童発達支援ガイドライン」が示されていることから、集団指導

などの機会を通じて公共・民間問わず周知徹底を図る。 

③民設児童発達支援センターの支援の質の確保に向けて、国が示してい

る「児童発達支援ガイドライン」に基づき、保護者の意向を把握し、事業所

全体としての自己評価を行い、公表する等の適正な運用ができるよう指

導に努める。 

④教育や福祉など関係機関が相互に制度を理解し、課題解決に向けた

情報共有の場を設けるため、自立支援協議会において学校と福祉の連携

に関する研修会を開催するなど、一層の連携を促進する。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①民設児童発達支援センターの保護者支援の充実が図られる。 

②障害のある児童の特性に応じた支援が可能となるなど、質の向上が図

られる。 

③事業所の自己評価当により支援内容などが可視化されることで、障害

児やその家族に対するサービスの質向上が図られる。 

④障害のある児童への切れ目のない支援に向けて、関係機関のより一層

の連携が図られる。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

障害児施設措置・給付費 

平成３０年度

当初予算 
3,167,274 千円 

平成３１年度

当初予算 
千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    検証 

② 

障害児通所支援

事業者への指

導・助言 

 

 

 

民設児童発達支援センターへ、ペ

アレントトレーニング等プログラム

の研修と技術指導 

 
民設児童発達支援センターによる

プログラムの実施 
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No. 項 目 内 容 

③ 

児童発達支援セ

ンターの適正な

運用の指導 

 

  

④ 

教育と福祉の連

携に関する研修

等の企画・検討 

研修・会議の開

催 
 

事業の効果分析

等 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

③ 

④ 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

③ 

④ 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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基本目標Ⅱ 学びあい 人と地域をはぐくむ教育・文化都市      

 

施策名 No．２２ 人権尊重・男女共同参画の推進 所管局 市民局 局長名 齋藤 憲司 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
人権の侵害を受けていると感じている市民

の割合 
7.2 7.5 96.0％ Ｂ 

成果指標２ 
家庭・地域・学校・職場などで男女平等であ

ると思っている市民の割合 
51.7 46.3 89.6％ Ｂ 

成果指標３ 市審議会等における女性委員割合 37.5 34.1 90.9％ Ｂ 

業績評価指標１ 
人権問題についての関心や理解が深まった

と感じた市民の割合 

93％ 

以上 
90.9 97.7％ Ｂ 

業績評価指標２ 
男女共同参画の推進に関する講座の内容

に満足した市民の割合 

96％ 

以上 
96.9 100.9％ Ａ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民と達成を約束した成果指標「人権の侵害を受けていると感じている

市民の割合」、「家庭・地域・学校・職場などで男女平等であると思ってい

る市民の割合」、「市審議会等における女性委員割合」、業績評価指標

「人権問題についての関心や理解が深まったと感じた市民の割合」が、い

ずれも目標未達成であり、具体的な達成方策を実施されたい。 

②「女性活躍推進法」に基づく一般事業主行動計画の策定数など、指標

数を最大５指標以内として次期総合計画で市民に分かりやすい適切な指

標を設定されたい。 

③市民の意識啓発にとどまらず、社会教育における歴史や文化の学びを

通じて人権意識を醸成するなど、教育部門との連携による取組を実施さ

れたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①【人権の侵害を受けていると感じている市民の割合、家庭・地域・学校・

職場などで男女平等であると思っている市民の割合、人権問題について

の関心や理解が深まったと感じた市民の割合】 

市民の人権や男女共同参画に対する意識の高まりが、人権尊重の理

念の深まりや不平等感の解消につながる必要がある。 
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No. 項 目 内 容 

【市審議会等における女性委員割合】 

市審議会等における女性委員の登用については、推薦母体に女性が

少ないことが要因と考えられる。 

②主観的な指標と現状を客観的に把握することが可能な指標のバランス

を取り、的確かつ分かりやすい指標の設定を検討する必要がある。 

③すべての人の人権が尊重された社会を目指す上で、様々な機会をとら

え、人権尊重思想の普及を進める必要があることから、今まで以上に教

育部門と連携し、取組を実施する必要がある。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①【人権の侵害を受けていると感じている市民の割合、人権問題について

の関心や理解が深まったと感じた市民の割合】 

社会情勢の変化や人権課題の顕在化に対応するため、今年度、人権

施策推進指針の改定を予定しており、今後はこの指針に基づき、市民一

人ひとりが人権に関する基本的な知識を深め、様々な人権問題を正しく理

解していただけるよう、国や関係機関、民間団体等と連携し、対象者や課

題に応じた幅広い啓発活動の推進に取り組む。 

【家庭・地域・学校・職場などで男女平等であると思っている市民の割合】 

男女共同参画意識の普及高揚を図るため、男女共同参画推進週間に

合わせて、広報さがみはら及び市ホームページに特集記事を掲載する。

また、公民館活動における社会教育事業に男女共同参画に関する分野

の専門家を講師として派遣するなどし、市民の理解を深める取組を進め

る。 

【市審議会等における女性委員割合】 

各審議会等への女性委員の登用が進むよう、所管課に対し改めて事

前協議を徹底する。さらにその必要性が委員の推薦母体へ伝わるよう、

市の取組について周知資料を作成し、各所管課が推薦母体へ委員選出

を依頼する際に併せて周知する取組を進める。 

②次期総合計画と同時期に策定する次期さがみはら男女共同参画プラン

は、新たに女性活躍推進法に基づく女性活躍推進プランを包含して策定

することから、職業生活と家庭生活の両立の状況など、女性活躍に関す

る指標を含め、次期男女共同参画プラン策定において設定する指標と併

せて検討する。 

③公民館活動における社会教育事業に人権に関する分野の専門家を講

師として派遣するなど、生涯にわたる人権意識の醸成などに取り組む。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①【人権の侵害を受けていると感じている市民の割合、人権問題について

の関心や理解が深まったと感じた市民の割合】 

市民一人ひとりが人権問題を正しく理解し、豊かな人権感覚を身につ

け、日常生活の中で、人権の尊重を当たり前のこととして行動することが

でき、人権が普遍的な文化として根付く社会が築かれる。 

【家庭・地域・学校・職場などで男女平等であると思っている市民の割合】 

公民館活動と連携することにより、市民の男女共同参画意識をより高

めることが期待できる。 

【市審議会等における女性委員割合】 

推薦母体が市審議会等における女性委員の参画の必要性を認識する

ことにより、女性委員の登用につながることが期待できる。 

②現状を的確に把握することが可能な、分かりやすい指標とすることがで

きる。 

③公民館活動と連携することにより、人権に対する市民の意識を高めるこ

とが期待できる。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

 

平成３０年度

当初予算 
５９，１８３千円 

平成３１年度

当初予算 
５７，１２０千円 
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■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

① 

・国、人権擁護委

員と連携した講

演会 

・人権施策推進

指針の改定周知 

 

・国、人権擁護委

員と連携した啓

発活動 

・市ホームページ

の更新 

 

 

・同左 

・国、人権擁護委

員、ホームタウン

チームと連携し

た啓発活動 

・人権団体と連携

した講演会 

・同左 

・同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各公民館への

周知、公民館事

業計画への反映 

・男女共同参画

推進週間特集記

事掲載（広報さが

みはら、市ホー

ムページ）及び啓

発活動 

・社会教育活動

への講師派遣、

紹介 

 

 

 

 

 

 

・同左 

 

 

 

 

 

 

 

・同左 

 

・審議会等への

女性の登用促進

に係る事前協議

の徹底（上半期

改選対象課へ周

知） 

・取組の周知資

料作成配布 

（上半期改選対

象課へ周知） 

・同左 

（全庁へ周知） 

 

 

 

 

・同左 

（全庁へ周知） 

・同左 

（下半期改選対

象課へ周知） 

 

 

 

・同左 

（下半期改選対

象課へ周知） 

・同左 

（全庁へ周知） 

 

 

 

 

・同左 

（全庁へ周知） 

② 

・男女共同参画

プラン策定作業 

（国、県等の指標

の確認） 

・同左 

（現在の指標見

直し） 

 

・同左 

（次期計画の指

標案作成） 

 

・同左 

（次期計画の指

標確定） 

 

③ 

・各公民館への

周知、公民館事

業計画への反映 

・社会教育活動

への講師派遣、

紹介 

・同左 

 

 

・同左 
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２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

③ 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

③ 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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施策名 No．２３ 世界平和の尊重 所管局 総務局 局長名 隠田 展一 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
世界平和の実現に向けた取り組みに参加し

ている市民の割合 
31.4 19.8 63.1％ Ｃ 

業績評価指標１ 
「市民平和のつどい」における市民の参加者

数 
2,200 1,452 66.0％ Ｃ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民と達成を約束した成果指標「世界平和の実現に向けた取組に参加

している市民の割合」、業績評価指標「市民平和のつどいにおける市民の

参加者数」が、いずれも目標未達成であり、具体的な達成方策を実施され

たい。 

②市民平和のつどいの実施時期や場所の見直しなど改善が図られたこと

は評価できるが、成果指標、業績評価指標いずれも平成２７年度から目

標値が達成されていない。これらの指標は当該課の１年間の成績評価を

決めるものであり、次期総合計画では成果指標、業績評価指標及びその

目標値、成果の測定方法を見直されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①主要事業については、主にその企画内容によって、大きく参加者数が

変動する傾向がある。 

②成果指標の実績値を算出するに当たり、「世界平和に関する具体的な

活動」について市民アンケート調査を実施しているが、選択項目数が少な

く、具体的な活動内容の選択が困難になっていた。業績評価指標につい

ては、事業の効果等にかかわらず参加者数を単純に増加させることを目

標に掲げており、実態に即した目標設定となっていない。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①平和思想普及啓発のため実施している「市民平和のつどい」について

は、市民団体選出や公募市民の方々で組織した実行委員会により企画

立案を行っているが、市民の関心を集めやすい事業の企画等に取り組む

必要がある。 

また、開催に当たっては、市民が参加しやすい場所、時期について、検

討する。 

②次期総合計画については、現行の総合計画の成果を踏まえつつ、成果

指標等について、改めて検討する。 
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No. 項 目 内 容 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①参加者数の増加が図られ、平和思想の普及啓発が推進される。 

②成果指標については、世界平和に向けた市民レベルでの取組の実態

が把握できる。業績評価指標については、事業の周知、認識が浸透し、着

実に平和思想が市民の間に広がる。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

市民にとって魅力ある事業を実施し、平和思想普及啓発を推進するため、

約 80 万円増額した。 

平成３０年度

当初予算 
2,015 千円 

平成３１年度

当初予算 
2,831 千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

① 

31 年度事業の検

討、講師・会場の

確保 

事業開催に向け

た調整、周知方

法の検討 

事業の周知・実

施 

 

② 

次期総合計画の

成果指標等の検

討 

   

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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基本目標Ⅲ やすらぎと潤いがあふれる環境共生都市         

 

施策名 No．２４ 地球温暖化対策の推進 所管局 環境経済局 局長名 岡 正彦 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 市全体の温室効果ガス総排出量 389 416 93.5％ Ｂ 

業績評価指標１ 
市が独自に取り組む施策によるＣＯ２削減

見込量 
6.7 5.7 85.1％ Ｂ 

業績評価指標２ 
再生可能エネルギー等によるＣＯ２削減見

込量 
0.9 1.0 111.1％ Ａ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民と達成を約束した成果指標「市全体の温室効果ガス総排出量」、

業績評価指標「市が独自に取り組む施策によるＣＯ２削減見込量」が目標

未達成であり、再生エネルギーの普及啓発を図るとともに、具体的な達成

方策を実施されたい。 

②燃料電池自動車の普及啓発と併せて水素供給設備整備事業を引き続

き推進されたい。 

③相模原市の大きな資源である森林を生かした木質バイオマス発電事業

で、市外に流出していた電力使用料を市内に再投資して循環させる地域

内経済循環を図る再生エネルギー構想を検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①基準年度（平成１８年度）と比較して、ＣＯ２排出量の増減率が最も高い

民生家庭部門の更なる削減に向け、住宅用太陽光発電設備の導入促進

や市内全域及び全世代に向けた温暖化対策の普及啓発が必要である。 

②水素供給設備の整備は、通常のガソリンスタンド建設経費の４倍程度と

高額なため、整備費用にかかる支援が課題である。 

③市の自然的特性を活かした効果的な再生可能エネルギーの導入を促

進していく必要がある。 
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No. 項 目 内 容 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①住宅用太陽光発電設備の導入奨励制度を継続するとともに、国・県等

と連携しながら、効果的な事業となるよう見直しを行う。また、ＣＯ２排出削

減に向け、国の補助事業を活用した市民向けの啓発事業を市内各地で

実施する。 

②イベント等を通じた燃料電池自動車の見学会の実施や購入補助制度を

継続し普及促進を図る。また、水素エネルギー普及促進ビジョンに掲げる

定置式水素供給設備の市内設置に向け、平成３０年度に創設した補助制

度を継続するとともに、九都県市と連携し国の補助制度の継続や水素供

給設備設置にかかる規制緩和等について要望活動を行い事業の推進を

図る。 

③次期地球温暖化対策計画策定作業の中で、本市の自然的特性を生か

した再生可能エネルギーの効果的な利活用や導入手法等を検討する。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①住宅用太陽光発電設備導入奨励制度の普及及びイベント等を通じた市

民一人ひとりへの温暖化対策への意識向上を図ることにより、同設備導

入の促進や創エネ、省エネ対策など、市民の具体的な行動につながり、

家庭部門の更なる削減効果が見込まれる。 

②燃料電池自動車の補助制度をＰＲすることで、導入促進が図られる。ま

た、水素供給設備の整備については、補助事業のＰＲ及び立地情報の提

供等を行うことで、本市への同設備設置促進が図られる。 

③新たな再生可能エネルギーの導入について、次期計画の中に位置付

けていくことで、計画的に導入が図られることになる。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

省エネルギー対策普及促進事業 

再生可能エネルギー等導入促進事業 

水素供給設備整備補助事業 

脱温暖化まちづくり推進事業 

平成３０年度

当初予算 
６７，４８２千円 

平成３１年度

当初予算 
６１，８２２千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

① 

普及啓発活動の

実施 

再エネ設備導入

補助事業実施 

 

国補助事業への

申請 

同設備導入補助

事業のＰＲ実施 

 

同事業を活用し

た普及啓発実施 

 

 

 

 

 

同設備導入補助

事業実施 
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No. 項 目 内 容 

九都県市等、広

域連携事業の検

討 

広域連携事業の

実施 

② 

 

 

 

 

 

 

 

規制緩和等にか

かる要望書作成 

燃料電池自動車

の見学会実施 

燃料電池自動車

の購入補助事業

実施 

水素供給設備整

備補助事業実施 

国への要望活動

の実施 

 

 

 

 

 

 

 

次年度における

要望内容の検討 

 

 

 

 

 

 

 

要望書（案）の作

成 

③ 

再生可能エネル

ギー導入施策

（既存施策）の評

価・検証 

既存施策の課題

整理及び新たな

施策の検討（庁

内検討及び審議

会等からの意見

聴取） 

 次期計画案策定 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

③ 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

③ 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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施策名 No．２８ 水源環境の保全・再生 所管局 環境経済局 局長名 岡 正彦 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
管理された森林面積の割合（水源の森林づ

くり事業） 
75.3 69.0 91.6％ Ｂ 

成果指標２ 
市域から津久井湖に流入するチッソ・リンの

削減量 （チッソ） 
233 119 51.1％ Ｄ 

成果指標３ 
市域から津久井湖に流入するチッソ・リンの

削減量 （リン） 
29 14.7 50.7％ Ｄ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民と達成を約束した成果指標「管理された森林面積の割合」、「市域

から津久井湖に流入するチッソ・リンの削減量」が、いずれも目標未達成

であり、具体的な達成方策を実施されたい。特に「市域から津久井湖に流

入するチッソ・リンの削減量」がＤ評価であり、その原因分析を行い、具体

的方策を実施されたい。 

②チッソ・リンの削減量の目標値の達成のため、浄化槽設置数を業績評

価指標として設定するなど、有効な方策を実施されたい。 

③２０２４年度から市民税に上乗せした森林環境税が徴収されるが、国、

県の方針を待つだけでなく、来年度から交付される森林環境譲与税も含

めて相模原市としての独自の有効利用方策を十分に検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①「管理された森林面積の割合」については、森林整備の必要性などが

所有者に十分に普及していないと考えられる。チッソ・リンの削減に有効で

ある公共下水道の整備率が低い。 

②高度処理型浄化槽については、県生活排水処理施設整備構想や市一

般廃棄物処理基本計画の改訂に伴う目標値の再設定が必要である。 

また、法的強制力が無い中での個人宅地内への設置になるため、その費

用負担や継続的に支払う使用料金などについて、市民の理解と合意が必

要で、計画的な整備が難しい状況である。 

③これまでは、県の水源の森林づくり事業を活用した森林整備に取り組ん

できたが、当該事業では里地里山などの小規模な森林の整備や木材の

利用促進などについては、対応ができない状況である。 
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No. 項 目 内 容 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①森林整備については、森林組合・林業事業者と連携しながら森林所有

者への普及啓発に努め、新規整備箇所の確保を図っている。 

チッソ・リンの削減に有効である公共下水道については、平成 29 年度

に７件の事業の繰越があったため、評価への反映は行えなかったが、工

事自体は、今後計画的に整備することにより、実績値の向上が見込める

ため、適切な工事発注に努める。 

②チッソ・リンの削減に当たっては、市が把握する個人浄化槽管理状況デ

ータの中から、定期的維持管理を業者委託している個人を抽出し、登録

業者が営業から施工までを行う工事店制度により、高度処理型浄化槽の

設置を促すことが有効であることから、年間の設置目標を立てた上で、そ

の設置促進を図っていく。（営業目標年間約 80 軒該当） 

③森林環境税の趣旨を踏まえ、森林整備や木材利用促進・普及啓発、人

材育成・担い手確保への活用のため、現在、進めている（仮称）さがみは

ら森林ビジョン後期実施計画において、適切な取組を位置づける。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①適切な水源環境の保全につながる。 

②高度処理型浄化槽設置基数の増加が見込まれ、チッソ・リン削減量に

効果がある。 

③さがみはら森林ビジョンが目指す、森林の保全・再生に向けた多角的な

取組が可能となり、その着実な実現を図ることができる。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

・公共下水道整備  

・高度処理型合併浄化槽整備 

・森林整備（水源の森林づくり事業） 

平成３０年度

当初予算 
2,435,763 千円 

平成３１年度

当初予算 
2,599,405 千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

① 

 ・当年度森林整

備計画書を県へ

提出(整備区域

の確定) 

・次年度の森林

整備規模を取り

まとめ県へ提出 
 

公共下水道整備

工事設計・積算

準 備 ( １ ３ 件 、

L=6,145.0ｍ) 

全１３工事中、 

１２工事発注 

予定(工期：H３２

年３月) 

全１３工事中、 

1 工事発注予定

(工期：H３２年３

月)  

現場施工管理 

次年度施工予定

工事精査 

通年で森林組合、事業者と新規整備要望確保の調整 



51 

No. 項 目 内 容 

② 

上水道使用や浄

化槽の維持管理

状況を勘案し、

設置促進の優先

度を決定 

登録業者と連携

し、高度処理型

浄化槽の設置に

ついて住民へ説

明を行う(月間１０

軒) 

【牧野地区】 

登録業者と連携

し、高度処理型

浄化槽の設置に

ついて住民へ説

明を行う(月間１０

軒) 

【鳥屋地区】 

登録業者と連携

し、高度処理型

浄化槽の設置に

ついて住民へ説

明を行う(月間１０

軒) 

【青野原地区】 

③ 
後期実施計画の

検討 

後期実施計画の

答申受領 

後期実施計画案

の作成及び庁内

調整 

後期実施計画案

の庁内調整 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

③ 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

③ 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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施策名 No．３３ 
地域経済を支える産業基盤の確

立 
所管局 環境経済局 局長名 岡 正彦 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 製造品出荷額等 1,486,800 - - - 

業績評価指標１ 企業立地に係る事業計画認定数 10 8 80.0％ Ｂ 

業績評価指標２ 
中小製造業技術者育成支援事業等により

支援した人数 
111 107 96.4％ Ｂ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①総合計画の進行管理は毎年度の目標値達成により当該課の成績評価

をするものであり、３年に１回の成果指標「製造品出荷額等」は業績評価

指標に位置づけ、次期総合計画では毎年度評価できる成果指標を設定さ

れたい。 

②市民と達成を約束した業績評価指標「企業立地に係る事業計画認定

数」及び「中小製造業技術者育成支援事業等により支援した人数」が、い

ずれも目標未達成であり、具体的な達成方策を実施されたい。 

③地域経済の担い手の安定的な確保に向けて小学校でのプログラミング

教育の推進など他部局との連携により、若者がものづくりに触れる機会の

創出に努められたい。 

④安定した雇用の確保に向けて製造業の立地促進とともに、第３次産業

の誘致など多様で厚みのある産業集積を図られたい。 

⑤地域経済の活力維持に向けて企業誘致とともに、高齢化に伴う中小事

業者の廃業を食い止め、持続的経営を可能とする方策を実施されたい。 

⑥さがみはら産業集積促進方策（ＳＴＥＰ５０）のフォローアップ調査ととも

に、その制度見直しを行う際には自然環境も視野に入れた景観形成の取

組とも連携して多様な人や企業を引き付ける魅力的な都市形成を実施さ

れたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①統計データの公表時期、指標の妥当性等を考慮した成果指標の設定 

②「企業立地に係る事業計画認定数」 

 ・工場立地に繋がる投資案件の把握 

 ・工場立地可能な用地情報の収集 

 「中小製造業技術者育成支援事業」 

・周知不足による制度の認知度の低さ 
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No. 項 目 内 容 

③若者がものづくりに触れる機会の充実 

④多様で厚みのある産業集積を目的とした企業誘致推進戦略のあり方の

検討 

⑤高齢経営者の事業承継に関する知識・事前準備不足 

⑥地域の景観特性を踏まえた企業誘致推進戦略のあり方の検討 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①次期総合計画の進行管理において、毎年度の進行管理評価が適切に

実施できるよう統計データの公表時期、指標の妥当性等を考慮しつつ、成

果指標について検討する。 

②「企業立地に係る事業計画認定数」の目標達成に向け、過去にＳＴＥＰ５

０を活用した企業や、平成２７年度に実施した企業立地動向調査の対象

企業の近況や投資意欲を把握すべく、フォローアップ調査を実施するとと

もに、神奈川県や日本貿易振興機構、産業支援機関、金融機関等との連

携を強化し、本市への工場立地に繋がる投資案件の掘り起こしや工場立

地可能な用地情報の収集を積極的に行う。 

「中小製造業技術者育成支援事業」については、目標値には達してな

いが、実績値は少しずつ伸びている。周知不足が目標未達成の原因と考

えられるため、今後はこれまでの周知手段である相模原商工会議所のホ

ームページやメルマガに加え、企業訪問等での周知を市内産業支援機関

と連携しながら、積極的に行う。 

③現在、市内小学生を対象としたロボットプログラミング教室を開催してい

るほか、小学校５、６年生を対象に起業プロセスを疑似体験する「子どもア

ントレプレナー体験事業」を実施している。 

将来のものづくり産業の担い手や起業家精神あふれる人材の育成に寄

与するため、他部局との連携を図りながら、地域の若者がものづくりに触

れる機会の更なる創出を検討する。 

④少子高齢化の進行、経済のグローバル化など、本市を取り巻く社会経

済環境の変化や、広域的な交通ネットワークの充実により首都圏南西部

の広域交流拠点都市としての本市のポテンシャルを生かし、多様な産業

の集積を図るとともに、人材、企業及び情報の集積・交流・連携によりビジ

ネスチャンスの創出を目指した「新たな相模原の経済成長のための企業

誘致推進戦略」を検討する。 

⑤高齢化等に伴う事業承継については、公益財団法人相模原市産業振

興財団が実施する年間約５００件の企業ヒアリングにおいて、事業承継に

関する相談を受け、事業引継ぎ支援センターを案内するなど、持続的経

営を可能とするよう支援を行っている。今後も適宜、支援機関との連携を

図りながら、円滑に支援を行う。 

⑥ＳＴＥＰ５０の制度見直しの際には、フォローアップ調査等を実施し、現行

のＳＴＥＰ５０の効果検証及びこれからの企業誘致施策に必要な支援内容
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No. 項 目 内 容 

等について検討を進めるとともに、地域の景観特性と調和した工場建設を

誘導するなど、市の景観形成の取組との連携のあり方についても検討す

る。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①次期総合計画における適切な進行管理評価が実施できる。 

②「企業立地に係る事業計画認定数」 

 投資案件と用地情報の迅速なマッチングによる企業立地に係る事業計

画認定数の増加が見込める。 

 「中小製造業技術者育成支援事業」 

周知を広く行うことにより制度の認知度が向上し、支援対象者の増加を

見込む。 

③若者がものづくりに触れる機会の充実を図ることで、市内ものづくり産

業への興味の醸成を行い、地域経済の担い手の安定的な確保につなげ

る。 

④多様な産業の集積により、本市産業集積基盤の強化につながる。 

⑤事業承継に関する知識・関心を得ることで、持続的経営を可能とする支

援を行うことができる。 

⑥多様な人や企業を引き付ける魅力的な都市形成に寄与することができ

る。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

 

平成３０年度

当初予算 

企業誘致等推進事業 

1,249,677 千円 

中小製造業技術者育成

支援事業 

1,000 千円 

平成３１年度

当初予算 

企業誘致等推進事

業 

957,788 千円 

中小製造業技術者

育成支援事業 

1,019 千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

①  

 

  統計データの公表時期、指標の妥当性等を考慮した成果指標の設定 
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No. 項 目 内 容 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

③  

   

③ 

   

 

⑤  

  

 

⑥ 

 

 

   

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

新たな企業誘致戦略の検討 

産業支援機関等と連携し、企業訪問を通じてヒアリング 

毎月 4 回事業承継等に関する相談窓口を設置（商工会議所内） 

現ＳＴＥＰ５０の効果検証

及び 

次期ＳＴＥＰ５０の検討 

フォローアップ調査、他機関との情報交換等 

セミナーの開催、産業支援機関等と連携しながら周知活動実施 

企業立地に係る事業計画認定数 

中小製造業技術者育成支援事業 

教育委員会等と連携しながら既存事業の周知活動を行う。 

若者を対象としたものづくり産業へ

の興味醸成に資する取組を実施 
若者を対象としたものづくり産業へ

の興味醸成に資する取組を検討 

現ＳＴＥＰ５０の効果検証

及び 

次期ＳＴＥＰ５０の検討 

 
庁内調整 

 
パブリックコメント 

 
議会上程 

 
庁内調整 

 
パブリックコメント 

 
議会上程 
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No. 項 目 内 容 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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施策名 No．３６ 都市農業の振興 所管局 環境経済局 局長名 岡 正彦 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 農用地区域内における耕作地面積の割合 98.0 93.4 95.3％ Ｂ 

成果指標２ 市内農業生産量 27,380 18,975 69.3％ Ｃ 

業績評価指標１ 新規就農者の人数（人/累計） 61 66 108.2％ Ａ 

業績評価指標２ JA 農産物直売所の来客者数 275 337 122.5％ Ａ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民と達成を約束した成果指標「農用地区域内における耕作地面積の

割合」及び「市内農業生産量」が、いずれも目標未達成であり、具体的な

達成方策を実施されたい。 

②業績評価指標「ＪＡ農産物直売所の来客者数」の実績値が、最終年度

の平成３１年度目標値を大きく上回り推移しており、市民からすると次年

度以降も実績値より低い目標値が設定されていることは疑問であり、次期

総合計画では適切な目標値を設定されたい。 

③営農者の高齢化や耕作放棄地の増加が見込まれる状況にあり、ＪＡや

民間企業と連携した農業振興方策を早急に進められたい。 

④地産地消に加えてＳＮＳを活用した新鮮な農作物の情報発信など産品

のブランド化を図る販売方法や消費者の健康志向、安全志向に応える市

場づくりなど、消費者ニーズに即した農畜産物の販売方策を実施された

い。 

⑤直売所は車がないと行けないところもあり、駅のコンコースや桜まつり

等のイベント時に野菜販売をしながら、相模原野菜やその直売所をＰＲ

し、認知度を上げる方策を実施されたい。 

⑥市民の生活満足やコミュニティ形成、さらに潤いのあるまちの形成に大

いに役立つ都市農園を、今後増加の見込まれる空き地、空き家の活用に

より整備されたい。 

⑦都市環境と自然環境の調和した魅力的なまちづくりにおいて農業の担

う役割は大きく、農業の多面的効果を視野に入れたまちづくり方策を実施

されたい。 
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No. 項 目 内 容 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①農用地区域内の耕作放棄地に関する耕作が放棄された時期・状況、当

該耕作放棄地を借り受けたい者がいるか等の情報収集が不十分。 

②年間来客者数実績値が目標を上回っている。 

③農業の担い手の高齢化が進んでいる。また、鳥獣被害により営農意欲

が減退してしまう。 

④HP に掲載しているが、SNS による情報発信を行っていない。 

⑤各種イベントへの出展、直売所マップ作成・配布等を行っているが、十

分に認知されていない。 

⑥市として空き地、空き家の有効的な活用に向けた検討が必要である 。 

⑦都市農地の位置付けが転換されたことについて対応が必要 。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①農業委員会との連携により耕作放棄地の情報を得るとともに、規模拡

大を図りたいと考えている農家の情報収集も行い、随時対応する。 

②５年間の来客数実績等から、次期総合計画における目標値を設定す

る。 

③人・農地プランの積極的な活用を行う上で、市内両農協などとの連携は

欠かせないため、今後も連携を密にしながら規模拡大を図る農家への農

地の集積や、法人や新規就農者の参入を推進することにより農業振興を

図っていく。 

④PR 販売や協議会 HP 等を通じ、消費者ニーズにも十分配慮しながら、

市内産農畜産物の販売促進を引き続き図っていく。また、SNS による情報

発信についても検討する。 

⑤ 市民朝市の開催、桜まつり等各種イベントへ出展や、直売所マップの

作成・配布、また、市 HP への掲載などを通じて、引き続き PR に努めてい

く。 

⑥ 市民農園が多いという本市の優位性を生かしつつ、空き地、空き家そ

の他の地域資源を活用することで、市民の生活満足度の向上や、潤いの

あるまちづくりに役立てる。 

⑦農業体験の場や緑地空間の提供、災害対策機能など農地が多面的機

能を有すること、また都市農地が保全すべき農地であることを明確に位置

付けるため、市内農家等の意見を聞いた上で、都市農業振興計画を策定

する。計画に基づき、農地の多面的機能を都市環境においても発揮する

農業振興施策を展開していく。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①時機を逃すことによりまとまらなかった利用権の設定がまとまることによ

り、農用地内の耕作地面積が拡がる。 

②適切な目標による進行管理が可能となる。 

③耕作放棄地の増加を抑制する。 

④市内産農産物のブランド化が推進される。 

⑤市内産農産物及び直売所の認知度が上昇する。 
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No. 項 目 内 容 

⑥市民が直接「農」にふれあい、農業に対する理解を深めることができ、

生活満足度の向上やコミュニティの形成につながる。 

⑦生活により身近な都市部においても、農と触れ合うことのできる環境が

整う。都市環境における農業への理解が醸成されることで営農環境が改

善し、都市農地の保全が図られる。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

（仮称）新・都市農業振興指針策定事業 

平成３０年度

当初予算 
0 千円 

平成３１年度

当初予算 
440 千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

① 

農業委員会等か

ら耕作放棄・規

模拡大について

の情報収集(随

時) 

 

 

 

② 目標値の検討 
新たな指標の検

討 

 

 

③ 

法人や新規就農

者の就農相談や

規模拡大を図る

農家への情報提

供(随時) 

 

 

 

④ ＨＰの作成 
SNS による情報

発信の検討 

 

 

⑤ 

市 民朝市の開

催、桜まつり等各

種イベントへ出

展、直売所マップ

の配布、市HP掲
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No. 項 目 内 容 

載による PR 

⑥ 

次年度市民農園

利用者の申し込

み受付、決定 

レクリエーション

農園の利用者説

明会 

  

⑦ 
計画策定に向け

た情報収集 

 

 
計画策定に向け

た協議会の設置 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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基本目標Ⅴ 市民とともに創る自立分権都市                  

 

施策名 No．４８ 皆で担うまちづくりの推進 所管局 市民局 局長名 齋藤 憲司 

 

■平成２９年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 地域活動への参加率 36.2 27.9 77.1％ Ｃ 

成果指標２ 市民活動への参加率 33.3 31.6 94.9％ Ｂ 

成果指標３ 市内のＮＰＯ法人数 250 273 109.2％ Ａ 

業績評価指標１ 街美化アダプト制度の実施団体数 503 494 98.2％ Ｂ 

業績評価指標２ 
さがみはら市民活動サポートセンターの利

用登録団体数 
400 383 95.8％ Ｂ 

業績評価指標３ 
地域活動・市民活動ボランティア認定制度に

おける活動認定者数 
80 120 150.0％ Ａ 

１・２次評価 

（所管局・企画政策課による内部評価） 
Ｂ 

３次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民と達成を約束した成果指標「地域活動への参加率」、「市民活動へ

の参加率」、業績評価指標「街美化アダプト制度の実施団体数」、「さがみ

はら市民活動サポートセンターの利用登録団体数」が、いずれも目標未達

成であり、具体的な達成方策を実施されたい。 

②市全体でのボランティア数等について把握されてないが、全般的なボラ

ンティアの現況把握こそ市民と連携して共に担うまちづくりの出発点であ

り、そうした基礎情報を蓄積し、部局の枠を超えてボランティアの抱える問

題、課題を踏まえた市民活動政策を積極的に実施されたい。 

③非営利団体を対象とした事業推進ということであるが、今日、子どもの

福祉や認知症事業等で金銭的利益と社会的利益を両立させる社会的企

業を育成する「社会的インパクト投資」が進められており、ＮＰＯやボランテ

ィア団体の範囲にとどまらず、より広い視野で各部局と連携して市民活動
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No. 項 目 内 容 

方策の充実に取り組まれたい。 

④地域づくり大学、あじさい大学、市民大学と３つの大学が開講しており、

市民にとって学習の場がたくさんあることは良いことだが、同時に地域の

大学が実施する公開講座や講義の地域開放の活用も含め、講義内容等

の重複を避けた効率的な運営やそれらの統廃合、連携も視野に入れた方

策を進められたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①地域活動、市民活動団体等が行う公益的な活動の必要性、重要性の

認識が薄い市民が増加しており、活動を知り更に理解してもらう必要があ

る。 

自治会活動について、その根底にある、旧来型の社会貢献意識をもって

いる人が少なくなっている。 

街美化アダプト制度については、新規活動団体が増加した一方で、高齢

化などで活動の継続が困難になっている団体がある。 

サポートセンターの登録団体数については、相談会の機会等を活用して

利用登録を促すことで新規登録団体は一定数あるが、リーダー及び実働

部隊双方の担い手不足により解散する団体もあるため目標を達成するま

でには至っていない。 

②これまでは主に団体への支援が中心となっており、個人で活動をしてい

る方については着目していなかった。 

③今まではＮＰＯ、ボランティア団体への支援にとどまっており、企業への

働きかけについては行ってこなかった。 

④大学修了後に担い手として活動につなげる効果的な仕組みとなってい

ない。 

地域づくりの担い手育成を目的とする地域づくり大学と、生涯学習系講座

の区別をせずに受講する方がいる。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①【地域活動への参加率】 

目的や活動の公益性、重要性、必要性などを市民に周知するため、対

象者、周知方法や時期等を含め、効果的な情報発信の方法等について

検討する。 

【市民活動への参加率】 

団体等への加入や活動への参加などに対し、やりがいやメリットを感じ

てもらえるよう、魅力向上を検討する。 

【街美化アダプト制度の実施団体数】 

街美化アダプト制度については制度の周知の強化を図るとともに、活動

しやすい制度となるよう制度の運用方法を検討し、団体数の増加を図る。 

【さがみはら市民活動サポートセンターの利用者登録団体数】 

市民活動サポートセンターについては、市民・大学交流センターとの連

携を図る仕組みや、団体の活動継続を支援する方法について検討する。 

②市民活動団体や個人として様々な事業に参加している方が抱える課題

等について、市民活動サポートセンターとも連携して把握を行う。 

抱える課題を分析し、庁内の横断的な組織である市民協働推進会議等に

おいて情報の共有を図るとともに、対応等について検討する。 

③様々な主体による市民活動を促進するため、既存の NPO やボランティ

ア団体の活動紹介を通じて、企業がこうした活動に関心を持ち、活動にか

かわり、新たな担い手となってもらうことを目指した仕組みづくりについて

検討する。 

④地域づくり大学の運営については、これまでの実績を踏まえてターゲッ

トやカリキュラム等の検証を行い、担い手育成という目的に沿った講座を

実施する。 

また、あじさい大学、市民大学と重複する講座等がある場合は関係課及

び関係機関と検討・調整を行うとともに、効果的な連携型情報提供につい

て検討する。 
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No. 項 目 内 容 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①【地域活動・市民活動への参加率】 

地域活動、市民活動団体等の公益的な活動の魅力が向上し、理解が

進むことで、活動への参加する人の増加が期待でき、地域の活性化につ

ながる。 

【街美化アダプト制度の実施団体数】 

街美化アダプト制度の実施団体が増えることで、団体の活動が活発化

するとともに、地域への愛着心や責任感が生まれる。 

【さがみはら市民活動サポートセンターの利用者登録団体数】 

団体の活動継続のための支援を行うことで解散に至る団体数が減少

し、団体の継続的な活動につながる。 

②団体に加え個人で活動する方の現状や課題を把握することで、活動を

支援する対象が広がり、更なる担い手の確保の効果が期待できる。 

③企業が市民活動に関わることで、市民活動団体との連携や財政的な支

援につながることが期待できる。 

④講座終了後の活動につなげる方策が充実することで担い手の確保が

期待できる。 

５ 
平成３１年度当初予算へ反映

した内容 

 

平成３０年度

当初予算 
４０４，３４６千円 

平成３１年度

当初予算 
４０９，７３０千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H31.1 月～3月】 

第２四半期 

【H31.4 月～6月】 

第３四半期 

【H31.7 月～9月】 

第４四半期 

【H31.10 月～12 月】 

① 

活動の周知方法

の検討 

 

 

地域活動ポイン

ト制度の周知及

びマイナンバー

カード取得促進 

 

 

 

活動の周知 

 

 

 

 

 

 

 

地域活動ポイン

ト制度導入によ

る効果等の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

アダプト制度周

知方法の検討 

 

担当課へのアン

ケート等による現

状把握 

 

アダプト制度周

知 

 

団体数増加に向

けた検討及び担

当課との調整 

   

団体からの相談

時にサポートセ

ンターへの登録

を勧奨 
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No. 項 目 内 容 

サポートセンター

と市民・大学交

流センターとの

連携方法の検討 

 

団体活動の支援 

 

 

 

 

 

 

サポートセンター

と市民・大学交流

センターとの連

携の実施 

 

 

団体活動の継続

支援方法の検討 

 

② 

活動団体等の把

握方法等につい

ての検討 

把握の実施及び

結果の分析 

 

推進会議等での

情報共有 

③ 

企業と関わる仕

組みづくりについ

て検討 

 

 

市民活動フェスタ

での企業との連

携を検討 

 

市民活動フェスタ

の実施 

 

サポートセンター

利用者懇談会で

の企業との連携

を検討 

④ 

地域づくり大学

事業実施に向け

た準備 

 

 

 

関係各課機関と

の検討・調整 

 

 

 

地域づくり大学

事業の実施 

  

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 

② 

③ 

④ 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 

② 

③ 

④ 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 
 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 
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（３） 平成２９年度「改善工程表モニタリング」結果について（施策別各論） 

 

＊平成２８年度実績に基づく平成２９年度２次評価において、Ｂ評価の施策 

 

 

基本目標Ⅰ 誰もが安全でいきいきと暮らせる安心・福祉都市          

 

施策名 No．４ 子育て環境の充実 所管局 
こども・若者

未来局 
局長名 鈴木 英之 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
子どもを育てやすい環境であると感じている

市民の割合 
61.0 58.5 96.4％ Ｂ 

成果指標２ 
子どもを必要なときに預けられる場（人・場

所）がある親の割合 
73.2 70.6 96.4％ Ｂ 

業績評価指標１ 
保育を必要とする児童が、保育を受けること

ができる割合（保育所） 
100.0 100.0 100.0％ Ａ 

業績評価指標２ 子育てサポーターの登録者数 219 200 91.3％ Ｂ 

業績評価指標３ 子どもの安全確認を行った割合 100.0 100.0 100.0％ Ａ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①民間活力の積極的な活用により保育・子育てサービスの質の向上を図

っている点は評価する。委託先に対して定期的なモニタリングを実施す

るなど、サービスの質を保証する体制を整備し、全国一律ではない相模

原独自のサービスの提供に努められたい。 

②目標未達成の指標（成果指標５「子どもを育てやすい環境であると感じ

ている市民の割合」、６「子どもを必要なときに預けられる場（人・場所）

がある親の割合」、業績評価指標４－２「子育てサポーターの登録者

数」）や総合評価について、その理由の分析が不十分である。原因の分

析とともに目標達成に向けた今後の具体的な取組について記載するよ
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No. 項 目 内 容 

う改善されたい。 

③児童・高齢者の見守りは、部局を越えた連携のほか、身近な地域の協

力も重要である。ＮＰＯ、企業、商店等も含めた地域全体で見守る体制

の構築について検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①子育てサービスの質の担保や向上に当たっては、事業者の評価とその

結果を踏まえた継続的な改善が求められる。また、保育の質の向上に

当たっては、保育所の実地指導や監査を引き続き行うとともに、新たな

保育指針や幼稚園教育要領を踏まえた本市独自のガイドラインを策定

する必要がある。 

②多様化する子育てニーズに対応するためには、子育てに理解ある地域

の支援者の育成など、子どもや子どもに関わる人の全てが育ち合い、

安心して過ごせる居場所づくりに総合的に取り組む必要がある。また、

増加の傾向が続く保育及び児童クラブへのニーズに対応するために

は、保育所及び児童クラブの定員拡大を図ることが必要である。 

③地域において、無料学習塾や子ども食堂など、子どもの居場所づくりの

活動を多くの団体が行っているが、市との連携や団体同士の連携、活

動の周知が十分でない。また、活動を始めるに当たり、ノウハウや活動

場所、スタッフが十分でない場合がある。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①民間団体に委託している地域子育て支援拠点事業一般型の子育て広

場については、委託から原則５年を目処に評価委員会を設置し、実施

団体の評価を行う。 

また、市保育連絡協議会などと連携した研修の充実を図り、保育士・幼

稚園教諭・保育教諭の育成を行うとともに、本市独自の幼児教育・保育

のガイドラインを策定し、質の高い教育・保育の提供に向けた体制を整

備する。 

②子どもを育てやすい・預けやすいと感じる環境の整備に向け、児童クラ

ブの定員拡大や子ども食堂、無料学習塾等を運営する団体への支援

などにより、子どもたちの安全で健やかな居場所づくりの推進を行うとと

もに、保育需要の動向を見極めながら、引き続き認可保育所等の整備

や認定保育室の認可化を進め、併せて保育士等の確保や保育の質の

向上を図る。 

また、子育て家庭への支援として、地域の人材を活用した常設的なつ

どいの場である子育て広場事業の拡大などを行うとともに、「ふれあい

親子サロン」のスタッフなどを務める子育てサポーターの確保に向け

て、引き続き様々な広報媒体や機会を活用した周知や講習会を通じた

育成に努めていく。 

③地域で子どもの居場所を提供する団体が活動しやすい環境づくりを行

うほか、当該団体や社会福祉協議会との連携による見守り体制の構築

に向けた検討を進める。 
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No. 項 目 内 容 

また、｢さがみはら子育て支援者ネットワーク｣の登録者を対象とした交

流会や研修等の開催により、地域の支援者の相互連携の促進や資質

の向上に努める。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①事業者の評価を定期的に行うことにより、サービスの質が保証され、市

民ニーズを捉えた事業実施につながる。また、質の高い教育・保育サー

ビスの提供体制を整備することにより、その後の学力向上や地域力の

向上等につながることが期待できる 。 

②子どもの居場所づくりや保育の質の向上を進めること、地域における子

育て環境を整備することで、市民が安心して子供を産み育てることので

きる環境が整う。 

③地域の取組が充実することで、より多くの子どもの居場所が確保でき

る。また、市民意識の醸成を図ることにより、地域の子育て支援が更に

促進され、活動に関わる人材を確保することができる。さらには、社会

福祉協議会との連携を図り、きめ細かな活動の周知により、地域の情

報を吸い上げることで、新たな取組につながる。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

地域子育て支援活動促進事業 

放課後子どもプラン推進事業 

保育所待機児童対策推進事業 

平成２９年度

当初予算 
３，３９８，１０９千円 

平成３０年度

当初予算 
３，４８６，９５４千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

・キャリアアップ

基礎・専門研修

計画の作成 

・キャリアアップ

基礎・専門研修

開始 

・評価委員会の

設置 

 

 

 

・対象となる実施

団体の評価 

 

・教育・保育ガイ

ドライン案の検討 

 

 

 

・評価結果を踏ま

えた改善策の検

討 

・子ども・子育て

会議へガイドライ

ン策定諮問 
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No. 項 目 内 容 

② 

・児童クラブの定

員拡大に向けた

調整 

・民間保育所等

整備に係る運営

法人の募集及び

選考 

・保育士就職相

談の受付 

・就職説明会開

催等次年度に向

けた事業の検討 

 

 

 

・子育て広場事

業（地域子育て

支援拠点事業連

携型）の拡充に

向けた検討 

 

・子育てサポータ

ー交流会の開催

（３月） 

 

 

 

 

・児童クラブの定

員拡大 

 

・事前協議 

・整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・子育て広場事

業（地域子育て

支援拠点事業連

携型）の拡充 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・就職説明会及

び就職支援セミ

ナーの実施 

・既存保育士の

フォローアップ研

修開催 

 

 

 

 

 

 

・子育てサポータ

ー講習会の開催

（７月） 

・広報紙等による

周知 

 

 

・児童クラブの次

年度の定員拡大

に向けた検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・子育てサポータ

ー講習会の開催

（11 月） 

③ 

・取組内容検討 

 

・地域団体との

意見交換 

 

・セミナー開催 

 

・相談窓口開設

準備 

・関係機関との調

整 

・団体との情報交

換会実施 

 

 

 

 

 

・情報収集の実

施 

 

 

 

・セミナー開催、

周知活動 

・相談窓口開設 

・次年度に向け

た事業の検討 

・子どもの居場所

マップ（HP 公開

用）作成 

※このほか、①③の取組と併せて総合的に実施 
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２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

①平成 29 年度中にキャリアアップ基礎・専門研修計画の作成を行い、平成 30

年度より、研修を実施している。また、新たな保育指針や幼稚園教育要領を

踏まえた本市独自のガイドラインを平成 30 年度中に策定するため、子ども・

子育て会議等で検討を進めており、予定通り進捗している。地域子育て支

援拠点事業一般型の評価については、若干遅れているが、評価委員の選

定を進めている。 

②民間保育所等の整備については、保育需要の動向を見極め、地域の偏在

に対応するよう、整備地区を絞った運営法人の募集及び選考を行うことがで

き、609 名の定員拡大を行ったが、利用申込者数が過去最多となったこと

や、国の待機児童の定義の変更等により、平成30年4月1日現在において

待機児童が発生した。保育士の確保については、保育連絡協議会や市就

職支援センター、かながわ保育士・保育所支援センターと連携しながら、今

年度実施事業について調整を図ることができた。放課後児童クラブについて

も、平成 30 年度に 347 名の定員拡大を行い、待機児童数を減少させること

ができた。また、こどもセンターで実施している子育て広場について、地域子

育て支援事業（連携型）へ新たに５か所移行するとともに、子育てサポータ

ーの交流会を予定通り実施することにより、子育てサポーターの意向等を確

認し、活動・継続しやすい環境、事業等を検討した。 

③当初の予定どおり、団体等との意見交換（無料学習塾３回、子ども食堂２

回）により、子どもの居場所づくりに必要なニーズを把握することができ、社

会福祉協議会との連携の下、団体が活動しやすい環境づくりを進めることが

できた。今後も同じ頻度で、情報交換を実施する予定である。 

 また、より効果的な市民周知のため、当初スケジュールを前倒しして、平

成 30 年５月の広報紙への子どもの居場所の取組についての特集記事の掲

載に合わせて、市ホームページに子どもの居場所マップを公開した。なお、

平成３０年６月現在で無料学習塾１３箇所、子ども食堂２７箇所となってい

る。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

①平成 30 年度より、キャリアアップ基礎・専門研修計画を実施しており、保育

者の質の向上が図られる。地域子育て支援拠点事業一般型については、外

部からの評価内容を踏まえ、必要に応じて改善策を検討することで、事業実

施内容の質の向上が図られる。 

②民間保育所等の整備については、待機児童が発生している地域での運営

法人の募集及び選考を行っている。児童クラブにおいても定員拡大を行った

ことで、平成30年 5月の待機児童数は78人となり、前年度より42人減少し

た。また、子育て広場の地域子育て支援事業（連携型）への移行を推進し、

地域で乳幼児とその保護者が気軽に集える場を提供することができている。

子育てサポーターについても活動できる事業を増やし、既存の事業と合わ
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せて、広報やHP等での周知活動により、子育てサポーターの増員が見込ま

れる。 

③地域の子どもの居場所を提供する団体等が活動しやすい環境を整備するこ

とにより、各地域で子どもの居場所づくりの充実が図られる。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・市民と達成を約束した成果指標「子どもを育てやすい環境であると感じている

市民の割合」及び「子どもを必要なときに預けられる場（人・場所）がある親の

割合」、業績評価指標「子育てサポーターの登録者数」が、いずれも目標未達

成であり、その具体的な達成方策を実施されたい。 

・保育サービスの安定的供給に向けて保育士の離職も含めた就業環境や保

護者の意向調査等でニーズを把握し、そうした基礎情報を踏まえた的確な保

育政策を推進されたい。 

・保護者が気軽に集える子育て広場事業や「子ども食堂」への支援等を通じて

年齢、障害を超えて誰もが集える場づくりを進め、暮らしやすい地域コミュニテ

ィの形成に努められたい。 

・子ども食堂や無料塾を運営する団体との連携により、子育てしやすい環境を

整備されたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・保育所等の定員拡大については、待機児童数が多く発生している地区で重

点的に、保育所の新設、認定保育室の認可化、小規模保育事業の整備等を

行うとともに、幼稚園等との連携により、新たな受入促進に努めていく。また、

各区に配置する「すくすく保育アテンダント」による保育サービスに対するきめ

細やかな相談や案内により、できるだけ多くの方に保育サービスを利用いただ

けるよう取組を進める。 

・保育士の処遇改善のために実施している市単独の助成（月額 21,000 円）や

宿舎借上支援事業等を継続し、引き続き保育士の就業環境改善に努めるとと

もに、保育士養成校訪問を実施することにより、保育士の人材確保に取り組ん

でいく。また、今年度実施する市民アンケート等により保育施策に関する保護

者等のニーズを把握し、平成３１年度に策定予定の「第２次相模原市子ども・

子育て支援事業計画」に的確に反映していく。 

・子どもが年齢や発達に応じて、安心して自分らしく過ごすことができる居場所

の確保が重要であるという認識のもと、地域における子どもや保護者が集う居

場所づくりを通じて地域コミュニティの強化を図っていく。 

・地域が主体となった子どもの居場所づくりに取り組む団体が活動しやすい環

境づくりを進めることにより、地域で子どもを育てやすい環境を整備していく。 
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施策名 No．６ 高齢者の社会参加の推進 所管局 健康福祉局 局長名 熊坂 誠 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 活動の場がある高齢者の割合 49.6 49.3 99.4％ Ｂ 

業績評価指標１ シルバー人材センターの就業延人員 313,000 302,893 96.8％ Ｂ 

業績評価指標２ 社会参加を行う高齢者の割合 64.0 58.2 90.9％ Ｂ 

業績評価指標３ 高齢者大学 受講生の満足度 87.0 87.6 100.7％ Ａ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①目標未達成の指標（成果指標８「活動の場がある高齢者の割合」、業績

評価指標６－１「シルバー人材センターの就業延人員」、６－２「社会参

加を行う高齢者の割合」）や総合評価を今後どのように達成するのか、

具体的な方策が十分に示されていない。業務分析や政策分析に基づく

目標達成に向けた方策を記載するよう改善されたい。 

②事業規模が大きいシルバー人材センターについて、行政からの補助金

に頼ることのない自立した運営への移行に向けて検討されたい。 

③高齢者大学について、講座科目等の見直しによる民間カルチャーセン

ターとの差別化や、空き家等を活用したカフェ形式のまちづくりを議論す

る場への転換について検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①民間企業等の定年延長などにより 60 歳以降の雇用環境が近年変化し

ており、シルバー人材センターの会員は減少傾向にある。また、個人で

趣味活動を楽しむなど、高齢者のライフスタイルが多様化し、社会参加

の意識も変化してきている。 

②法人運営にかかる人件費について、団体の性質上、会費や自主財源

等で全てを賄うには不足しており、行政による補助が必要である中、よ

り効率的な運営に向けた助言等を通じて、更なる自立化を促進する必

要がある。 

③高齢者大学（あじさい大学）の学科については、民間カルチャーセンタ
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No. 項 目 内 容 

ー等で実施しているものと重複しているものがある。また、地域活動支

援事業については、座学中心の事業から、実践的な事業への転換が求

められている。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①活動の場がある高齢者の割合や社会参加を行う高齢者の割合の向上

に向けては、座学中心であった既存事業に加え、地域活動団体と地域

活動を希望する方との橋渡しを行うマッチング相談会を実施するなど、

高齢者の社会参加に直接つながる取組を進める。 

また、シルバー人材センターの就業延人員の増加に向けては、当該団

体の就業機会創出に関する取組への指導・助言を行うとともに、ハロー

ワークや公民館等、市内各施設への入会案内書の配布や、地域活動

支援事業、あじさい大学等の事業内にてシルバー人材センターのＰＲを

行うなど、会員確保に向けた支援を引き続き行う。 

②当該団体の自主的・効率的な運営を目指す経営計画（Ｈ30.3 策定予

定）の策定を支援し、また、受注機会の創出、会員の確保、事務費率の

見直し、組織・人員体制の効率化等、定期的に経営計画に沿った運営

がなされているか確認・指導を行い、団体の自立化を促すとともに、補

助金の抑制に努める。 

③高齢者が健康で、学習活動を通じた生きがいづくりと仲間づくりを図るこ

とを目的とした高齢者大学（あじさい大学）については、引き続き、学科

の見直しや受講後の自主活動の促進などにより、民間カルチャーセン

ター等との棲み分けを図る。また、まちづくりを議論する場への転換に

ついては、地域活動支援事業と他部局が実施する既存の事業との統

合も含め、検討を行う。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①新たな事業の実施により、高齢者の社会参加の促進を図ることができ

る。また、シルバー人材センターへの支援により、当該団体の自立性が

促進されるとともに、就業機会の創出により高齢者の社会参加の促進

にも寄与することができる。 

②経営計画に沿った運営により、団体の自立性が促進されるとともに、行

政からの補助金の抑制を図ることができる。 

③高齢者大学（あじさい大学）の目的である高齢者が健康で、学習活動を

通じた生きがいづくりと仲間づくりが図ることができる。また、地域活動

支援事業と他部局が実施する既存の事業との統合により、より効率的

に施策の実施が可能となる。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

高齢者大学運営事業 

シルバー人材センター支援事業 

高齢者の地域活動支援事業 

平成２９年度

当初予算 
１２６，２０１千円 

平成３０年度

当初予算 
１２３，８４０千円 
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■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

地域活動マッチ

ング相談会の実

施 

 

 

・就業機会創出

に関する取組へ

の指導・助言 

・あじさい大学

等各種事業での

シルバー人材セ

ンターＰＲ 

・関係機関への

入会案内配架 

地域活動マッチ

ング相談会の評

価・課題抽出 

地域活動マッチ

ング相談会の企

画・課題解決の

検討 

地域活動マッチ

ング相談会の準

備等 

② 

シルバー人材セ

ンターの新たな

経営計画の策定

への指導・助言 

（Ｈ30.3 策定） 

新たな経営計画

の遂行への支援 

（団体の自主・

自立に対する支

援） 

 

 

③ 

他部局で実施す

る既存事業の抽

出 

事業統合の検討 

 

事業統合に向け

た庁内調整 

 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

①地域活動団体と地域活動を希望する方との橋渡しを行うマッチング相談会

を実施した（H30.3.参加者17名）。初回であったこともあり、PR不足や会場設

定などの課題があったが、現在、初回の実施内容を踏まえた改善に向け検

討しているところ。 

また、シルバー人材センターでは、就業延人員の増加に向け、ハローワーク

や公民館等、市内各施設への入会案内書の配布（約 600 部）や、地域活動

マッチング相談会、あじさい大学等にてＰＲ活動を行ったほか、就業開拓推

進員を配置して請負業務の拡大にも努めている。  

②シルバー人材センターの自主的・効率的な運営を目指す『中期計画』（Ｈ30.3

策定）の策定に際し、指導、助言を行うなど、その策定を支援した。また、会

員数・受託事業の拡大、会員による自主的・主体的な運営など、『中期計

画』に掲げる諸施策が着実に実行されているか確認・指導を行っている。 

③あじさい大学受講生や公民館関係者などに対し、庁内及び関係機関で実施

している様々な生涯学習事業等について、事業の認知度や参加状況等に

ついてアンケート調査を行った。調査結果から、受講者の実態や課題などを
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No. 項 目 内 容 

把握し、事業統合等の検討に向けての基礎資料として活用する。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

①マッチング相談会の改善を図るとともに、シルバー人材センターの PR 活動

等により、就業人員の増加と就業機会の創出が図られ、高齢者の社会参加

が促進される。 

②『中期計画』に沿った運営がなされることにより、団体の自立性が高まり、市

の補助金への依存度も低減される。 

③高齢者大学（あじさい大学）の目的である高齢者が健康で、学習活動を通じ

た生きがいづくりと仲間づくりが図ることができる。また、地域活動支援事業

と他部局が実施する既存の事業との統合に向けた関係課との庁内調整を

行うことにより、効率的な施策の実施に係る方向性について共通理解を深

めることにより、事業統合への端緒を開くことができる。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・総合計画の進行管理は毎年度の目標値達成により当該課の成績評価を決

め、市民に公表するものであり、３年に１回の成果指標「活動の場がある高齢

者の割合」は業績評価指標に位置付けるなど、次期総合計画では毎年度評価

できる成果指標を設定されたい。 

・シニアの地域活動マッチング相談会に参加した人がその後の地域活動への

参加につながったかを調査・分析し、高齢者の生きがい活動を充実させるよう

支援されたい。 

・福祉コミュニティ形成事業の充実により身近な地域における３世代交流など

誰でも集える場づくりを一層進められたい。 

・あじさい大学、市民大学、地域づくり大学と３つの大学が開講しており、市民

にとって学習の場がたくさんあることは良いことだが、同時に講義内容等の重

複を避けた効率的な運営やそれらの統合、連携も視野に入れた方策を進めら

れたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・次期総合計画の策定を進めていく中で、より適切な成果指標等の設定に向

けて検討していく。 

・高齢者の地域活動への参加については、マッチング相談会がその後の地域

活動へと繋がることを目指し、後追い調査を行い、その結果を分析し、相談会

の充実を図るとともに、別の手法も研究しながら高齢者の生きがい活動の充

実に向けた取組を進めていく。  

・高齢者の生きがいと交流の場の確保に努めていくとともに、関係機関との連

携を図り、身近な地域における世代を超えた交流など、誰でも集える場づくり

が促進されるよう支援していく。 

・それぞれの大学の役割や講義内容を踏まえた上で、高齢者をはじめとした市

民ニーズを把握・分析し、より効率的・効果的な運営について検討していく。   
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施策名 No．７ 
高齢者を支える地域ケア体制の

推進 
所管局 健康福祉局 局長名 熊坂 誠 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 健康と感じている高齢者の割合 79.9 83.5 104.5％ Ａ 

成果指標２ 
高齢者が地域で見守られ、支えられて暮ら

していると感じている人の割合 
38.8 38.6 99.5％ Ｂ 

成果指標３ 介護サービス利用者の満足度 73.5 89.8 122.2％ Ａ 

業績評価指標１ 介護予防事業の参加者数 10,980 10,215 93.0％ Ｂ 

業績評価指標２ 介護支援ボランティア数 1,217 1,136 93.3％ Ｂ 

業績評価指標３ 認知症サポーターの養成数 20,600 30,117 146.2％ Ａ 

業績評価指標４ 小規模多機能型居宅介護の整備数 27.0 26.0 96.3％ Ｂ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①介護事業者に対する定期的なモニタリングを実施し、そこで得られた知

見をガイドラインとしてまとめるなど、サービスの質の確保に向けた体制

整備に引き続き努められたい。 

②国の通知等に基づく施策展開にとどまることなく、業務統計や調査統計

に基づくデータを十分に踏まえた事業立案に努め、企業、ＮＰＯ、医療

機関などの各種機関が協力連携して地域を支えていく、市独自の地域

包括ケアシステムの形成に努められたい。 

③目標未達成の指標（成果指標１０「高齢者が地域で見守られ、支えられ

て暮らしていると感じている人の割合」、業績評価指標７－１「介護予防

事業の参加者数」、７－２「介護支援ボランティア数」、７－４「小規模多

機能型居宅介護の整備数」）や総合評価を今後どのように達成するの

か、具体的な方策が十分に示されていない。業務分析や政策分析に基

づく目標達成に向けた方策を記載するよう改善されたい。 
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No. 項 目 内 容 

④認知症サポーターは順調に増加しているが、この制度を生かすため

に、サポーターの活動状況を把握した上で、課題の抽出・検証を行う等

十分なフォローアップに努められたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①介護事業者に対しては、定期的に実地検査を行っており、その際に多く

見られた誤りについては、介護事業者向けに作成する「運営の手引き」

や年に１回開催する集団指導講習会の資料に掲載するとともに、説明

を行っている。それぞれの説明部分に関連する指導事例を記載してい

るため分散して表記されている。 

②介護が必要でない人も、介護が必要な人も状態が維持向上できるよう

サービス提供者と利用者の「支える側」「支えられる側」という画一的な

関係性にとどまらない自発的な取組や多様なサービスの提供を推進す

るとともに、専門性の高いケアマネジメント等を充実する必要がある。 

③これまで高齢者の見守りに係る様々な取組を実施し、地域で見守られ、

支えられていると感じる市民の割合は増加しているものの目標達成に

至っていないことから、更なる取組を推進する必要がある。次に、介護

予防事業については、法改正等により事業の在り方の転換が求められ

ており、参加型の事業から住民の主体的な取組への転換を図る必要が

あり、また、これに応じた指標の再設定が必要である。さらに、介護支

援ボランティアの増加に向けては、高齢者の活躍する場の創設が必要

である。 

また、小規模多機能型居宅介護の整備については、日常生活圏域ごと

の高齢者人口や整備状況を踏まえた整備の必要性を広く事業者に呼

びかける必要がある。 

④認知症サポーターの養成は、順調に進んでいるが、認知症の方への理

解を主眼にしていることから、サポーターとなった後の活動を把握して

いない。今後、認知症高齢者の更なる増加が見込まれており、認知症

の人にやさしい地域づくりを積極的に進める必要があるため、認知症サ

ポーターが活動できる体制づくりが必要である。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①引き続き、全事業所を対象とした集団指導講習会や定期的に事業所を

訪問して行う実地検査を実施するとともに、そこで得られた改善事例や

指摘事例等にまとめた事例集として、事業者に示すことにより、サービ

スの質の向上を図る。 

②国勢調査に基づく人口推計、国の「地域包括ケア見える化システム」を

活用した介護保険給付分析、高齢者実態調査の結果などを踏まえ、団

塊の世代が７５歳以上となる平成３７年を見据えた、平成３０年から３２

年度を計画期間として策定する第７期高齢者保健福祉計画に基づき、

本市の実情を踏まえた地域包括ケアシステムの深化・推進に向け取り

組んでいく。 
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No. 項 目 内 容 

③見守り体制の構築については、引き続き、民間との協定の締結等を進

めるほか、民生委員との連携による「ひとり暮らし高齢者等戸別訪問事

業」を通じて高齢者等の生活状況の把握を行うことにより、必要な支援

につなげていく 。また、地域の課題解決を図るために日常生活圏域ご

とに開催する「地域ケア会議地域づくり部会」 において、見守りに係る

取組について検討し、地域の実情に合った取組を進める。 

次に介護予防事業については、認知症予防や口腔機能向上のための

取組を紹介したＤＶＤ等を作成し、住民団体へ配付するほか、リーダー

養成や団体交流会等の支援を行い住民の主体的な介護予防活動を促

進する。また、住民の主体的な活動状況を測る指標を設定する。さら

に、総合事業における住民主体サービスの担い手として介護支援ボラ

ンティアへの登録を促進するため、更なる普及啓発を行うほか、住民主

体サービスにおいて高齢者自らが支援を必要とする高齢者を支える体

制づくりを進める。 

また、小規模多機能型居宅介護の整備については、公募制を導入する

ことにより広く事業者に呼びかけ、ニーズの高い圏域や整備数の少な

い圏域を中心に整備を促進する。 

④キャラバンメイト連絡会や家族会と連携し、サポーターの活動状況や認

知症の人及び家族のニーズの調査・分析を行うとともに、先駆的事例を

分析し、認知症サポーターが活動のできる体制の構築に向けた課題の

抽出や検証を実施し、活動のマッチング方法の検討を行う。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①指摘事例を確認しやすくすることで介護事業者の同様の誤りが防げる。 

②地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組を進めることにより、

「いきいきと充実した生活をおくることができる高齢者会の形成」につな

がる。 

③「ひとり暮らし高齢者等戸別訪問事業」の実施により、ひとり暮らし高齢

者等の生活状況を把握することにより、必要な支援につなげることがで

きる。 

地域ケア会議において見守りに関する取組を検討することにより、地域

の実情に合った取組を推進することができる。また、介護予防事業や

介護支援ボランティアにおける住民の主体的な活動の促進により、効

果的な介護予防の推進とともに、高齢者の社会参加の促進を図ること

ができる 

小規模多機能型居宅介護の整備については、公募制の導入による民

間活力の更なる活用により、必要性の高い地域への整備を促進するこ

とができる。 

④認知症の人やその家族のニーズに合わせて、認知症サポーターが活

動することにより、より認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安
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No. 項 目 内 容 

心して生活を継続できる。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

一般介護予防事業、地域ケア体制推進事業、認知症対策事業、地域包

括支援センター運営事業、在宅医療・介護連携、認知症施策の推進、人

材確保・定着・育成、特別養護老人ホームの整備促進、居宅介護サービ

ス促進事業 

平成２９年度

当初予算 
１，５０６，１９２千円 

平成３０年度

当初予算 
１，６３９，３７０千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

事例集の見直し 事例集の改善 事例集の公表・

指導 

 

② 
第７期高齢者保

健福祉計画策定 

事業実施 

 

 

 

 

 

事 業の成果測

定、評価・検証 

 

③ 

・地域ケア会議

における見守り

等の活動や取組

の方向性につい

て、第７期高齢者

保健福祉計画に

位置づけ 

・民生委員が支

援が必要と判断

した方及び生活

実態等を把握で

きなかった方を

高齢者支援セン

ターが訪問 

 

 

 

・地域ケア会議

における見守り

等の活動や取組

方策の実施に向

けた検討 

 

 

 

 

 

・ひとり暮らし高

齢者等戸別訪問

事業の評価・検

証 

・対象者の抽出

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ニーズ把握や

事業費の積算 

 

 

 

・民生委員への

訪問事業の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実施計画・体制

案の作成 

 

 

 

・民生委員による

優先訪問対象者

訪問 
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No. 項 目 内 容 

・住民団体で活

用できるＤＶＤの

内容について検

討 

 

・ポスター等によ

る介護支援ボラ

ンティア事業の

周知方法の検討 

 

・住民主体サー

ビス担い手養成

や実施団体の養

成 

 

・チラシ等による

小規模多機能型

居宅介護の普及

啓発 

・ＤＶＤ作成 

・高齢者支援セ

ンター職員の住

民団体の支援に

関する研修 

 

 

・ポスター等の掲

示先の拡大 

・社会福祉協議

会と連携した説

明会等による周

知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業者実態調

査の実施及び結

果の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・指定高齢者福

祉施設へ受入協

力機関の登録依

頼 

 

 

・公募の実施及

び選考 

・リーダー養成研

や団体交流会の

開催 

・ 団 体 等 へ の

DVD 配布 

④ 

ニーズ調査及び 

認知症サポータ

ーの活動状況調

査・分析方法の

検討 

 

・ニーズ及び活

動状況調査・分

析 

 

・先駆的事例の

調査・分析 

 

調査・分析結果

に基づく事業実

施手法の検討 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

①実地指導や日常的な業務の中で得た事案等について、指導事例や運営基

準等に係るポイントを運営の手引きにまとめ、集団指導講習会などで各事業

者に周知することができた。 

②団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年を見据え、、平成３０年３月に第７

期高齢者保健福祉計画を策定し、本市の実情を踏まえた地域包括ケアシステ

ムの深化・推進に向け、在宅医療・介護連携や認知症施策等を推進するほ

か、支える人材の確保に取り組んでいる。 

③ 

・地域ケア会議における見守り等の活動など取組の方向性について、「地域に

おける見守り体制の推進」など、日常生活圏域ごとに第７期高齢者保健福祉

計画に位置付け、取組方策の実施に向けた検討を行っている。 

・「ひとり暮らし高齢者等戸別訪問事業」については、民生委員や高齢者支援

センターによる戸別訪問を実施し、ひとり暮らし高齢者等の生活状況の把握
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No. 項 目 内 容 

や、必要な支援につなげることができた。また、平成29年度に新たに訪問対象

として拡充した「70 歳以上の人と 40 歳以上の子の 2 人のみの世帯」の実施状

況について評価・分析を行うこととしている。また、今年度も引き続き訪問対象

者として実施するため、現在対象者の抽出を進めている。 

・介護予防事業については、住民による自主的な取組の継続支援のため、い

きいき百歳体操リーダー養成研修会を計画し、実施団体へ案内するとともに、

交流会の開催に向け、実行委員を募集している。また、ＤＶＤの作成に向け、

内容等について北里大学と調整している。 

・介護支援ボランティア事業については、民間企業等におけるポスター掲示に

向けて準備を行っている。また、ボランティア登録の説明会については、市窓

口においてもチラシの配布を開始した。 

・担い手の養成については、住民主体サービススタッフ研修を実施、今後も各

区会場で実施していく予定としている。区域での研修に加え、地区での開催に

ついて積極的に実施する方向で周知を行っている。 

・小規模多機能型居宅介護については、市民に向けてサービス利用を促進す

るチラシを作成し普及啓発を行い、広く周知することができた。また、事業者に

対しては、実態調査を実施し、事業所への利用者の登録状況等の把握や利用

率の高いサービスの把握、事業所の運営状況、地域の実情等の把握を行うこ

とができた。 

④認知症サポーターの活動支援について、先駆的に行っている他自治体やＮ

ＰＯの事例収集を行った。認知症の人及び家族のニーズ調査については、方

法を検討中 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

①指導事例や運営基準等に係るポイント等を集団指導講習会、実地指導時や

研修など多くの機会をとらえて事業者に伝えることでサービスの質の確保を図

ることができる。 

②第７期高齢者保健福祉計画に位置付けた諸施策を更に具体的に取り組む

ことにより、「いきいきと充実した生活をおくることができる高齢者社会の形成」

に繋げることができる。 

③ 

・第７期高齢者保健福祉計画に位置付けた、日常生活圏域ごとの現状と課題

及び取組の方向性に基づき、各地域の「地域ケア会議地域づくり部会」 にお

いて、地域の実情に合った見守り等の取組が進められる。 

・「ひとり暮らし高齢者等戸別訪問事業」については、約15,000人に対し民生委

員が戸別訪問を行い、その後、高齢者支援センターが対応した人が1,042人で

あり、このうち 146 人に対し必要な支援につなげることができた。今後も本事業

の実施により、ひとり暮らし高齢者等の見守り支援の充実・強化が見込まれ

る。 
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No. 項 目 内 容 

・介護予防事業については、いきいき百歳体操のリーダー養成講座及び交流

会を開催することにより、主体的な活動と団体同士のつながりが増し、取組の

継続支援が図れるとともに、新たな参加者の増加が見込まれる。また、認知機

能や口腔ケアについて新たなＤＶＤを活用した活動を促進することにより、複合

的な介護予防効果の向上が見込まれる。 

・介護支援ボランティア事業については、ポスターの掲示先の拡大及び説明会

の積極的な周知により、今後、登録者数の増が見込まれる。 

・担い手養成については、地区での開催について積極的に実施していくことと

しており、新たに養成される住民主体サービス等の担い手の増加が見込まれ

る。また、コーディネーターと連携した研修を実施することにより実施団体の養

成もなされると見込まれる。 

・普及啓発の効果により小規模多機能型居宅介護の利用が促進され、事業者

実態調査の結果を踏まえ、公募制を導入することより、ニーズの高い圏域や整

備数の少ない圏域を中心に、より効率で効果的に施設を整備することができ

る。 

④認知症サポーターの活動支援については、サポーターの活動ニーズがあっ

ても活動の場が提供できないというマッチングの課題や市民主導で行うメリット

等が明らかになった。今後行うニーズ調査も踏まえ、よりよい認知症サポータ

ーの活動支援体制づくりを進める。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・総合計画の進行管理は毎年度の目標値達成により当該課の成績評価をす

るものであり、３年に１回の成果指標「健康と感じている高齢者の割合」及び

「介護サービス利用者の割合」は業績評価指標に移すなど、次期総合計画で

は毎年度評価できる成果指標を設定されたい。 

・成果指標「健康と感じる高齢者の割合」「介護サービス利用者の割合」、業績

評価指標「いきいき百歳体操の団体数」の実績値が最終年度の平成３１年度

目標値を上回っており、市民からすると次年度以降も実績値より低い目標値

が設定されていることは疑問であり、次期総合計画では適切な目標値を設定

されたい。 

・業績評価指標「認知症サポーターの養成数」が目標値を上回って推移してお

り評価したい。今後も、家族のニーズ等を把握し、サポーターの活動支援を進

められたい。 

・次期総合計画に向けて待機老人数などニーズを把握し、特別養護老人ホー

ム等介護施設の定員数を指標に設定されたい。 

・成果指標と業績評価指標合わせて７指標となるが、市民の印象が拡散しまと

まりのある成果を捉え難くなるので、最大５指標に集約されたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・次期総合計画の策定を進めていく中で、より適切な成果指標、業績評価指標

及びその目標値の設定について検討していく。 

・認知症サポーターの活動支援については、現在実施しているニーズ調査の
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結果を踏まえ、引き続き、活動支援の体制づくりの強化に取り組んでいきた

い。 

・特別養護老人ホーム等の入所待機者については、毎年度実施している調査

により把握し、３年ごとに策定している総合計画の部門別計画である高齢者保

健福祉計画において整備目標（定員）数を掲載している。次期総合計画におい

ては、その点も踏まえ、成果指標の設定を検討していく。 
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施策名 No．８ 障害者の自立支援と社会参加 所管局 健康福祉局 局長名 熊坂 誠 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 一般就労をした障害者の数 104 113 108.7％ Ａ 

成果指標２ 日中活動系事業所の利用者数 3,209 3,267 101.8％ Ａ 

成果指標３ 相談支援を受けている件数 15,000 15,536 103.6％ Ａ 

成果指標４ 
障害福祉サービスなどに満足している市民

の割合 
63.2 63.8 100.9％ Ａ 

業績評価指標１ 
障害者総合支援法に基づき市が指定する

特定相談支援事業所数 
38 42 110.5％ Ａ 

業績評価指標２ 就労移行率が 3割以上の事業所数 8 5 62.5％ Ｃ 

業績評価指標３ 共同生活援助の利用者数 627 636 101.4％ Ａ 

業績評価指標４ 
市内 6箇所の障害者支援施設に満足してい

る利用者の割合 
90.6 90.8 100.2％ Ａ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①目標未達成の業績評価指標８－２「就労移行率が３割以上の事業所

数」や総合評価を今後どのように達成するのか、具体的な方策が十分

に示されていない。業務分析や政策分析に基づく目標達成に向けた方

策を記載するよう改善されたい。 

②障害者やその家族が安心して生活するためには、部局を越えた連携の

ほか、身近な地域の協力が重要である。地域全体で見守る体制の構築

について検討されたい。 

③業績評価指標８－２「就労移行率が３割以上の事業所数」の目標設定

の考え方が複雑である。次期総合計画の策定に当たっては、市民が理

解しやすい考え方に基づく指標の設定に努められたい。 
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２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①障害者一人ひとりの希望や適性を判断し企業開拓を行うには時間を要

するため、新規事業所における就労移行支援は低い傾向となってい

る。一般企業等への就労移行を促進するためには、就労移行支援事業

所への支援充実のほか、障害等への理解促進を図り就労環境を整備

する必要がある。 

②地域全体で見守る体制の構築に向けては、他部局と連携を図りながら

障害等に関する理解を促進するための更なる取組が必要である。 

③国の基本指針に基づき策定する障害福祉計画における目標であるが、

業績評価指標として設定するに当たっては、市民が理解しやすい説明

を行うことが必要と考える。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①就労移行率の達成に向けては、就労移行支援事業所への実地指導等

の機会を捉え利用者ヘ向けた就労支援を強化するほか、障害福祉サ

ービス等の報酬改定の内容を踏まえ就労移行支援事業所への加算給

付の充実や、ハローワークと連携し障害者雇用促進のための事業所訪

問、職場における障害等への理解促進を図るためのしごとサポーター

の養成を行う。 

②共生社会の実現に向け、広く市民に対して障害等に関する理解を促進

するための啓発活動等を実施するとともに、地域関係機関と連携した

体制を構築する。 

③国の基本指針に基づき策定する障害福祉計画における目標でもあるた

め、引き続き業績評価指標とするが、次期総合計画の策定に当たって

は、市民が理解しやすい考え方に基づく指標の設定に努める。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①一般企業等における障害等への理解の充実や就労移行支援事業所へ

の支援を実施することにより就労移行の促進を図ることができる。 

②障害の有無にかかわらずあらゆる人の尊厳が守られ、安全で安心して

暮らせる共生社会の実現を図ることができる。 

③市民に分かりやすい指標となる。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

障害者理解促進事業 

平成２９年度

当初予算 
５，８８３千円 

平成３０年度

当初予算 
１２，３５１千円 
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■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

・障害者雇用促

進に係る一般企

業訪問 

・市単独の加算

給付の充実に向

けた検討 

・しごとサポータ

ー養成に向けた

検討 

 

 

 

・市単独の加算

給付の実施 

 

・しごとサポータ

ー養成に向けた

準備 

 

 

 

 

 

 

・しごとサポータ

ーの養成 

 

② 

・障害等理解促

進啓発活動 

・地域関係機関

との連携（地域

福祉に関するネ

ットワーク会議へ

の参画） 

・障害等理解促

進啓発活動 

・地域における課

題の洗い出し及

び支援 

 

 

③ 
成果指標説明欄

の修正 

次期総計に向け

た指標の検討 

 

 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 市単独加算給付について、国の報酬改定の内容との整合を図りながらの

見直し検討を進め、今後、事業者等の意見を踏まえ改定を行う見込みと

なっている。また、ハローワーク等との連携による一般企業訪問や仕事サ

ポーター養成に向けた事業の検討を行っており、今後、連携した中で、企

業訪問を実施し、サポーターの確保を図って行く。 

② 障害者理解促進のための新たなイベントの企画を行い実施に向けた委員

会を立ち上げるとともに、既存事業も含め、更なる充実策の検討を行っ

た。今後は、各事業を計画通り確実に実施する 

③ 市民に分かりやすい指標とするため、指標と成りうる数値等の情報を整
理を図り、今後は、達成度の確認などにおける課題などを整理しながら、

検討を行い、次期総合計画に向けて指標案を示す。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 
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No. 項 目 内 容 

① 関係機関との連携方法を検討することにより、仕事サポーターの増加に

向け、効果的に実施できる。これにより、一般企業等における理解促進や

就労支援の体制充実が図られ、就労移行が促進される環境整備が図ら

れる。 

② 障害等に関する理解促進のための新たなイベントの事業計画を複数提案

し、今後、確実に事業を実施することろ、より一層の周知啓発が図られ、

共生社会の実現に向けて市民の理解が進む。 

③ 取組みに係る進捗状況も含めて、市民に分かりやすい指標となる。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・総合計画の進行管理は毎年度の目標値達成により当該課の成績評価をす

るものであり、３年に１回の成果指標「障害福祉サービスなどに満足している市

民の割合」は業績評価指標に移すなど、次期総合計画では毎年度評価できる

指標を設定されたい。また、指標数が８指標となるが、市民の印象が拡散しま

とまりのある成果を捉え難くなるので、最大５指標に集約されたい。 

・成果指標、業績評価指標、いずれも実績値が最終年度の平成３１年度目標

値を上回る傾向にあり、市民からすると次年度以降も実績値より低い目標値

が設定されていることは疑問であり、次期総合計画では適切な目標値を設定

されたい。 

・市民と達成を約束した業績評価指標の障害者の「就労移行率が３割以上の

事業所数」が、引き続き目標未達成であり、事業者支援や雇用企業の開拓な

どその具体的な達成方策を実施されたい。 

・「しごとサポーター」の養成は、企業内での障害者理解を促進する上で重要で

あり、受講者数の目標の設定による活動とともに、ハローワークと連携して着

実に取り組まれたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・次期総合計画における成果指標については、毎年度評価を可能とし、また、

市民に分かりやすい内容と構成になるよう検討を進める。 

・次期総合計画における各指標等の設定に当たっては、成果指標と業績評価

の関係性を整理するなど、計画期間を通じて適切な目標値となるよう検討を進

める。 

・ハローワークや就労移行支援事業所等で構成する就労支援連絡会を開催

し、障害者の就労や職場定着、企業開拓における好事例を共有化するなど就

労移行の向上に向けた取組支援を進める。 

・「しごとサポーター養成講座」を平成３１年２月末に開催予定。開催実績を踏

まえ受講者数の目標を設定し、今後ともハローワークと連携し講座を開催する

など、一般企業等における職場環境の充実障害者理解促進に向けた取組を

進める。 
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施策名 No．１５ 消防力の強化 所管局 消防局 局長名 佐藤 政美 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 延焼率 9.7 11.2 86.6％ Ｂ 

成果指標２ 救命率 14.0 8.6 61.4％ Ｃ 

業績評価指標１ 
住宅用火災警報器が設置されている住宅の

割合 
70.0 70.0 100.0％ Ａ 

業績評価指標２ 応急手当に関する普及講習会受講者数 23,000 25,240 109.7％ Ａ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①目標未達成の指標（成果指標２９「延焼率」、３０「救命率」）や総合評価

を今後どのように達成するのか、具体的な方策を記載するよう改善され

たい。 

②複合施設の建設のみならず、教育や福祉に係る部局等との連携のほ

か、自治会・ＮＰＯ・事業者といった民間活力を活用し、更なる消防力の

強化に努められたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と  

一致している 

①延焼率について、目標を達成するためには、住宅用火災警報器の設置

や放火をされない環境づくりなどの火災予防を充実させることはもとよ

り、火災が発生した場合における対応として、消防署所や消防自動車

の整備、１１９番通報や消防隊等を統制する通信設備の整備、消火に

必要な消防水利の整備、火災現場で活動する消防隊員等の育成や研

修、地域で活動する消防団や自治会、事業所などの協力、更には建物

の不燃化や防火地域等の都市計画など、総合的な取組を推進する必

要がある。 

救命率について、平成２８年度は心肺機能が停止した傷病者の搬送件

数が減少している中で、基礎体力や心肺機能の弱い高齢者の搬送件

数が増えていることが目標値に達しなかった要因の一つと考えられる。

今後も様々な要因により変化する救急需要に対応するため、救急高度
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No. 項 目 内 容 

化の計画的な推進及び応急手当に係る講習会の拡充による受講者数

の増加が必要である。 

②更なる消防力の強化については、現行の対応方策を更に強化し継続し

ていくとともに、消防団や自治会、事業所等との連携を強化していく必

要がある。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①次の取組を年間を通して実施する。 

【延焼率の目標達成に向けての対応方針】 

○住宅防火対策 

・住宅用火災警報器の設置率向上及び適切な維持管理の普及啓発 

・家庭用消火器の設置促進 

○放火防止対策 

・各家庭や地域ぐるみの対策 

・消防車による巡回警戒 

・相模原市ホームページや広報さがみはらの広報媒体を活用した広報 

【救命率の目標達成に向けての対応方針】 

○メディカルコントロール（ＭＣ）体制の充実強化 

○高度な救急救命処置のできる救急救命士の計画的な養成 

○指導救命士による教育体制の強化 

○応急手当に係る講習会の拡充等による受講者数の増加 

②次の取組を年間を通して実施する。 

○庁内関係部局との連携 

福祉部局と連携し、社会福祉施設や高齢者への火災予防対策、救急

医療体制の確保、予防救急等を推進する。 

○民間活力の活用 

公益社団法人相模原市防災協会と連携し、高齢者家庭等の防火啓発

や応急手当の普及啓発等を推進する。 

○県北・県央地区ＭＣ協議会との連携 

救急救命士や救急隊員が行う応急処置などに対して、医学的な観点

から、その質を保証する体制整備を図る。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①及び② 

○火災を減少させることができるとともに、火災による被害を軽減すること

ができる。 

○救急件数の増加を抑制させることができるとともに、心肺機能が停止し

た傷病者の生存率を増加させることができる。 
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No. 項 目 内 容 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

火災予防事業費（6,103 千円） 

救急高度化推進事業【救急車両購入費を含む】（24,469 千円） 

応急手当普及啓発費（7,714 千円） 

平成２９年度

当初予算 
５１，６４６千円 

平成３０年度

当初予算 
３８，２８６千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

・広報さがみはら

等の広報媒体を

活用した、住宅

用火災警報器の

適切な維持管理

の普及啓発 

 

 

 

 

 

 

 

・高度な救急救

命処置のできる

救急救命士の養

成計画策定及び

指導救命士によ

る教育体制の強

化 

・応急手当普及

啓発の計画策定 

・桜まつり等のイ

ベントなどにおい

て、住宅用火災

警報器の設置率

の向上及び家庭

用消火器の設置

促進に向けた広

報 

・希望制による一

般家庭における

住宅防火診断実

施の検討 

 

・養成計画等に

基づいた研修の

実施 

 

 

 

 

・応急手当普及

啓発の実施 

・ホームページ等

による広報媒体

を活用した、放火

防止対策に係る

広報 

 

 

 

 

 

・住宅防火診断

の実施 

 

 

 

・火災予防運動

に合わせたイベ

ント等において、

各家庭や地域ぐ

るみの放火防止

対策を推進 

・消防車による巡

回警戒 

② 

・既存連携事業

の実施 

・連携事業の拡

充や新たな連携

先の検討 

 

 

 

 

 

 

 

・検討結果に基

づく事業の実施

に向けた調整 

 

 

・検討結果に基

づく事業の実施 
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No. 項 目 内 容 

 

 

 

・応急手当普及

啓発事業委託

（民間活力の活

用） 

・建築部局との連

携強化 

 

・地区 MC 協議

会開催（県北・県

央地区 MC 協議

会との連携） 

・事業所等の民

間活力の活用 

 

・高齢者福祉施

設等救急講習会

開催（福祉部との

連携） 

・高齢者支援セ

ンターとの連携

強化 

・さがみはら健康

フェスタへの参画

（保健所との連

携） 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

①-1 広報さがみはら３月１日号において、住宅用火災警報器の適正な維持

管理を主とした火災予防の特集記事を掲載し、市民に対する火災予防思

想の啓発を図った。また、市民さくらまつりにおいて住宅用火災警報器の

アンケート調査及び設置広報を行った。 

①-2 住宅火災を防ぐとともに、高齢者家庭における住宅用火災警報器の適

正な維持管理を普及させるため、新たな住宅防火診断を検討した。 

①－３ 高度な救急救命処置のできる救急救命士の養成計画、指導救命士に 

よる同乗検証計画及び応急手当普及啓発の計画を策定し、それぞれ 

の計画に基づき事業を進めている。 

②－１ 警察・保健所・建築部局との会議及び福祉・建築部局との会議を行

い、連携体制を確認した。また小中学校に防火管理の推進について説

明を行った。 

②－２ 応急手当普及啓発事業委託に向けて事務を進めており、４月１１日に 

県北・県央地区ＭＣ協議会を開催したため、工程どおり事業が進められ 

ている。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

①－１ 市民へのアンケート調査等により取組の効果を確認したところ、広報さ

がみはらの掲載記事を見たなど取組への反応が得られた。 

①-2 福祉部局及び防災協会と連携し、新たな住宅防火診断を実施すること

により、高齢者における火災による被害を軽減させることができる。 

①－3 気管挿管資格者７名及び拡大２行為登録救急救命士２４名を新たに 

養成し、指導救命士による救急隊員の教育体制を強化するとともに応 

急手当のできる市民が増加することで、重篤な傷病者の生存率向上 

に資する。 

②－１ 教育、福祉部局等と連携することにより、火災予防対策を強化すること

ができる。 

②－２ 庁内関係部局及びＭＣ協議会等と連携し、予防救急と応急手当の普 

及啓発推進及びＭＣ体制の充実強化等が図られる。 

     また、平成２９年度の救命率は１５．３％であり、目標値を達成してい 

る。 
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No. 項 目 内 容 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・成果指標の「延焼率」、業績評価指標の「住宅用火災警報器が設置されてい

る住宅の割合」が、いずれも目標未達成であり、具体的な達成方策を実施され

たい。 

・放火や災害防止の環境づくりのため、自治会や消防団等との連携を図る上

で重要となる地域コミュニティの形成に積極的に取り組まれたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

○平成２９年中における住宅火災のうち、住宅用火災警報器が未設置の住宅

もあることから、延焼率の低下にも有効である効果的な住宅用火災警報器の

設置促進に向け、本年度、次のような取組を実施している。 

・民生委員と連携し、高齢者等の住宅を訪問し、住宅用火災警報器の設置・

点検・交換を促進 

・市自治会連合会防災安全部会と意見交換し、住宅用火災警報器の設置・

点検・交換リーフレット 30,000 枚を作成し、自治会員等に配布 

○火災予防対策には、住民を含めた地域との連携が重要であることから、今

後も民生委員や自治会などと連携し、上記のような火災予防に係る取組を推

進していくとともに、より効果的かつ効率的な連携のあり方については、引き続

き検討を進める。 
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基本目標Ⅱ 学びあい 人と地域をはぐくむ教育・文化都市           

 

施策名 No．１８ 生涯学習の振興 所管局 教育局 局長名 笹野 章央 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 学習機会を得ていると思う市民の割合 31.2 31.5 101.0％ Ａ 

成果指標２ 
学習成果を他の人に還元している市民の割

合 
25.4 16.6 65.4％ Ｃ 

業績評価指標１ 
市民大学を受講し、満足と感じている人の割

合 
76.2 75.3 98.8％ Ｂ 

業績評価指標２ 市民講師養成講座の修了者数の累計 79 77 97.5％ Ｂ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①目標未達成の指標（成果指標３８「学習成果を他の人に還元している市

民の割合」、業績評価指標１８－１「市民大学を受講し、満足と感じてい

る人の割合」、１８－２「市民講師養成講座の終了者数の累計」）や総合

評価を今後どのように達成するのか、具体的な方策を記載するよう改

善されたい。 

②公民館における市民の「学びたい」という意識をサポートする職員体制

の充実に努められたい。 

③市民大学とあじさい大学については、講座科目や受講者の年齢層に同

一性が認められる。応募率が低い市民講座も含めたこれらの事業の統

合や大学の講義、図書館の地域開放など民間施設の公共利用につい

て検討を進められたい。 

④図書館のＰＦＩ導入の検討に当たっては、図書館の質の低下につながら

ないよう慎重に検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①自分が学んだ成果を還元したいが、その方法が分からない人に向け、

公民館自主企画提案事業の周知が必要である。 

市民大学は、長年継続して行ってきた事業であり、リピーターも多いこ

とから、多少のマンネリ化があると考えられる。また、受講者の要望や
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期待値が上がっている側面もある。 

市民講師養成講座は、講座計画の精査、講師要件の緩和やＰＲ方法

の検討が必要である。 

これらを踏まえた上で、具体的な改善方策の検討・記載が必要である。 

②公民館の職員体制については、現在、非常勤特別職員から任期付の

正規職員（主事）に切り替えるための移行期間中であるが、円滑に移行

を行うとともに、研修を充実させるなど、職員の質の維持と専門性の向

上に配慮する必要がある。 

③高齢化が進んだことにより、生涯学習事業等の受講者の年齢層にも同

様の傾向が見られるようになったと考えられ、各事業のあり方について

整理が必要である。 

市民講座については、緑区や南区での実施を増やすなど、開催場所の

工夫が必要である。 

④指定管理者制度を導入した図書館において、書籍の分類や選書などに

ついての問題点が報道される事例があったため、施設の建設や事業運

営に係る民間活力の導入に当たっては、慎重な検討が求められる。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①目標達成に向けて、各事業の実施結果等を踏まえた具体的な改善方

策を検討し、記載する。 

公民館では、市民が学習成果を地域に還元することを目的に、市民・

サークルが自ら講座を企画・運営する自主企画提案事業を推進してお

り、学習成果を他の人に還元している市民の割合を増やすために、事

業の更なる充実を図っていく。 

市民大学については、受講者アンケートの結果を各参加校に周知する

とともに、内容等を工夫してもらうなどの協力を求める。 

市民講師養成講座は、市民講師としてより活動しやすい環境づくりをし

ていく。 

②市民の多様化する学習ニーズに対応するため、職員の資質向上に向

け、庁内で行う研修の充実化を図るほか、国や県の研修機関などが実

施する専門的な研修への積極的な参加により、職員の専門性を高め

る。 

③市民大学とあじさい大学については、他の生涯学習事業も含めて、平

成２９年１１月より関係課との検討会を開始した。今後、事業の整理、見

直し等については、関係課及び関係機関と継続して検討・調整を進め

る。 

市民講座は、市民講師による市民講座であり、多様な学習形態が要求

される生涯学習社会にあって必要不可欠なものと考えており、引き続き

講座の充実を図るための取組を行う。 

④現在策定を進めている、公共施設の再整備に関する基本計画（市立図
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書館の再整備を含む）において、ＰＦＩ手法の導入について検討を行って

いるが、公共図書館としての使命や役割を踏まえ、計画の進捗に合わ

せ、慎重に検討を進める。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①市民が公民館を通じて学習の成果を地域に還元する機会が増え、生涯

学習活動を通じた市民同士の交流が盛んになる。 

市民大学の講座内容が向上し、新規受講者が増加するとともに、マン

ネリ化の防止になる。 

市民講師養成講座の修了者数が増加することにより、様々な市民の学

習要求に対応できる講座の開催が可能となる。 

②各公民館において市民の学習ニーズに対応し、地域課題に即した事業

を実施することができる。 

③関係各課と行っている検討会で、事業の整理、見直しを行い、より市民

ニーズにあった生涯学習事業が提供できる。 

市民講座は、緑区や南区で開催することにより受講者数が増加する。 

④図書館サービスの質を確保するとともに、事業者間の競争による図書

館サービスのより一層の質の向上やコストの削減を図ることができる。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

・公民館自主企画提案事業を推進する。 

平成２９年度

当初予算 
３６５千円 

平成３０年度

当初予算 
６５０千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

・公民館自主企

画提案事業の実

施状況の確認 

 

 

・市民大学連絡

会議での受講者

アンケートの調

査結果の報告 

 

 

 

・公民館自主企

画提案事業の周

知 

・企画内容の確

認 

・市民大学事業

の開催準備 

 

 

 

 

 

・公民館自主企

画提案事業の実

施 

 

 

・市民大学事業

の実施。 
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・平成２９年度か

ら開始した市民

大学の新しい形

式の講座の充実 

・市民講師養成

講座の研修計画

等の検討 

 

 

 

 

・市民講師養成

講座の広報 

 

・施策進行管理

シートの作成 

 

 

 

 

・市民講師養成

講座の実施 

 

 

 

 

・市民講師養成

講座の評価 

② 

・公民館職員研

修の企画 

・地域課題に即し

た模範的な事業

の情報を公民館

職員へ提供 

 

・国や県の研修

機関などが実施

する専門的な研

修の情報収集 

・公民館職員研

修の実施 

・公民館職員の

インターネット等

の利用による情

報収集 

 

・国や県の研修

機関などが実施

する専門的な研

修に係る情報の

公民館への案内

と職員の参加 

 

 

・公民館職員が

収集し、提供を

受けた情報を活

用した事業の実

施 

・国や県の研修

機関などが実施

する専門的な研

修への公民館職

員の参加 

 

 

 

 

③ 

・関係各課及び

関係機関との検

討・調整 

・市民講座夏講

座の企画 

 

 

・市民講座夏講

座の広報 

・受講受付の開

始 

・講座の開始 

 

 

 

・市民講座秋講

座の企画・広報 

・受講受付の開

始 

 

 

 

・市民講座秋講

座の開始 

・市民講座冬講

座の企画・広報 

・受講受付の開

始 

・講座の開始 

④ 

公共施設再整

備に関する基本

計画策定 

・公共施設再整

備に関する事業

手法の検討・決

定 
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・事業者の選定

準備 

・図書館運営方

法等の検討 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 公民館自主企画提案事業について、昨年度の実施状況を確認した結果、

実施事業数が増加し、成果指標の数値も改善した。今年度も企画内容を

確認の上、既に事業を実施している公民館があり、地域住民にとって、自

分が学んだ成果を地域に還元する貴重な機会となっている。 

市民大学については、昨年度、市民ニーズに合ったカリキュラムの作成

や新たな形式の講座を実施したことにより、受講者の満足度が上昇して

目標値を上回った。また、受講者アンケートの結果を各参加校に周知し、

今年度も市民ニーズに合ったカリキュラムの作成を依頼した。７月から講

座を開始予定。 

市民講師養成講座については、昨年度、修了者数が３名で、累計修了者

数が目標値を下回った。今年度は受講者の負担を軽減するため、実施回

数の見直しをして講座を実施している。 

② 各公民館の職員が参加した公民館のつどいにおいて、地域課題に即した

モデル的な事業を実施している公民館の事例発表を行った。 

各公民館の館長、館長代理、その他職員をそれぞれ対象とする研修を実

施した。また、国や県主催の専門的な研修の情報収集と各公民館への情

報提供を行い、公民館職員の研修参加につながった。 

③ 市民大学とあじさい大学担当課等との検討会議を開始。市民講座につい

ては、開催場所の見直しを行った中で、夏講座の参加募集を行い、６月か

ら講座を開始した。 

④ 市立図書館の中央図書館としての再整備を含む「淵野辺駅南口周辺公
共施設再整備・地域活性化基本計画（案）」についてパブリックコメントを

実施するとともに、市民参加により、複合施設のあり方等について検討す

るワークショップや、計画（案）の市民への周知や理解を進めるための市

民説明会を開催するなど、当初のスケジュールとは異なるが、様々な意

見を伺いながら取組を進めている。また、パブリックコメントでいただいた

意見について、５月に市の考え方を整理し公表した。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 公民館自主企画提案事業を通じて学習・サークル活動の成果を地域に還

元した人の増加が見込まれ、市民の学習活動を支援する人材育成へとつ

ながる。 

市民大学については、今年度も市民ニーズに合った講座を開催すること

で、講座内容の向上やマンネリ化の防止につながることが期待できる。 
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市民講師養成講座修了者が市民による市民講座運営組織へ参加するこ

とで市民講座のメニューが増加し、充実が図られる。 

② 各公民館において職員の意識の改革と専門的な知識の蓄積により、企画

する事業の充実化が見込まれる。 

③  関係課との検討により、より市民ニーズにあった生涯学習事業の提供に

つながる。市民講座は、緑区、南区等での開催が増加することにより、身

近な場所での受講が可能となり、参加者の増加が期待できる。 

④ パブリックコメントや市民説明会の実施等により、図書館の再整備に対す
る多くの市民意見を聴取することができた。今後、市民や施設利用者、学

識経験者などの意見を伺いながら検討を進めることで、中央図書館として

のあるべき姿や機能の構築につなげることができる。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・成果指標「学習成果を他の人に還元している市民の割合」、業績評価指標

「市民講師養成講座の修了者数の累計」が、いずれも目標未達成であり、具体

的な達成方策を実施されたい。 

・成果指標「学習機会を得ていると思う市民の割合」、「学習成果を他の人に還

元している市民の割合」の目標値、実績値の算出方法が不明確であり、次期

総合計画では目標値の仮説の再検討とともに、明確な算出方法による目標値

の設定と実績値の把握に努められたい。 

・成果指標「学習成果を他の人に還元している市民の割合」とは、市民大学で

学んだ人が他の人に教えることに限定されるわけでなく、学んだ成果を広くま

ちづくりに生かすことも含まれており、目標値の設定を見直されたい。 

・公民館で蓄積されてきた社会教育の実践を踏まえ、市民、職員共に必要な知

識を身に付ける適切な人材育成を図る独自の研修体制を実施されたい。 

・公民館への使用料導入により、その後の利用する市民サークル数の増減、

空き室の状況、市民の関わり姿勢の変化、免除団体と有料団体の状況等に関

して十分に検証し、これまでの公民館の蓄積に変質が起こらないように配慮し

た対策を実施されたい。 

・市民大学、あじさい大学、地域づくり大学と３つの大学が開講しており、市民

にとって学習の場がたくさんあることは良いことだが、同時に講義内容等の重

複を避けた効率的な運営やそれらの統合、連携も視野に入れた方策を進めら

れたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・成果指標「学習成果を他の人に還元している市民の割合」の目標を達成する

ため、市民が学習成果を地域に還元することを目的とする自主企画提案事業

の趣旨を、より公民館職員に理解してもらい、地域で活動している人に伝える

ことで、さらに事業を活用できる人が増えるよう事業の推進をしていく。また、業

績評価指標「市民講師養成講座の修了者数の累計」の目標を達成するため、

今年度は、市民講師養成講座の計画の精査、講師要件の緩和やＰＲ方法の

検討などを行った。次年度も、同講座について、引き続き同様の方策を進める
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とともに、受講者が修了後に市民講座運営組織に加入し、市民講師や講座の

運営者としてより円滑に活動できるよう内容の充実を図る。 

・現在、次期総合計画の策定作業が進められており、成果指標の目標値や実

績値については、見直しを含めた再検討を行ったうえで適切な設定をしたい。 

・学習の成果を他の人に還元する方法は、学んだことを他の人に教えるだけで

はなく、サークル活動や趣味的な活動を通じて、地域の活動団体での活動や

話し合いを通じて、あるいは、情報発信を通じてなどの様々な形があると考え

ており、この点を意識しながら、適切な成果指標や目標値について検討した

い。 

・公民館職員への階層別研修を充実させるとともに、国や県の実施する各種

研修への積極的な参加を促し、公民館運営について改めて考える機会を設け

る。また、他公民館の事例を知り、公民館同士の横の繋がりを強化するため、

公民館職員間の情報交換会を実施していくほか、公民館のつどいにおいて、

社会教育の実践者である公民館職員や専門部部員等が一堂に会する場を充

実させ、市内各公民館に蓄積されてきた社会教育の実践を広く身に付ける機

会を提供する。 

・公民館使用料導入後の利用状況等について把握・分析し、公民館における

活動が引き続き活発になされるよう、状況を注視し、適切な対応を行う。 

・現在、市民大学についての全体的な見直しを行っており、その中で、効率的

な運営や連携も視野に入れた、あじさい大学やその他生涯学習事業との比較

検討を行ってきた。具体的には、事業ごとの目的や課題、特徴、運営方法、類

似性などを検証したが、それぞれの事業の目的の違いが明確になっている状

況である。今後は市民大学の受講者に対するアンケート調査結果に基づき、

受講者のニーズなどを踏まえた上で、市民大学の今後の方向性について決定

したい。 
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施策名 No．２１ 国際化の推進 所管局 総務局 局長名 隠田 展一 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
日常生活のなかで市民と外国人市民が交

流している割合 
14.9 12.0 80.5％ Ｂ 

業績評価指標１ 国際交流ラウンジ登録団体の活動回数 117.0 93.6 80.0％ Ｂ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①成果指標４１「日常生活のなかで市民と外国人市民が交流している割

合」、業績評価指標２１－１「国際交流ラウンジ登録団体の活動回数」の

いずれも目標未達成であり、施策の総合評価も同様である。これらを今

後どのように達成するのか、具体的な方策を記載するよう改善された

い。 

②国際交流に係る取組の成果を市民に公表し、支持を得て、ボランティア

の輪が広がるということが望ましい姿である。国際交流ラウンジの運営

団体と施策の目指す最終目標を共有した上で、目標達成に向けた事業

の推進に努められたい。 

③外国人とともに暮らす地域社会の実現に当たっては、国際交流ラウンジ

における取組に終始することなく、主に子ども同士のつながりをきっか

けとした地域社会における外国人市民との交流推進に努められたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①本市の国際化施策推進の拠点である国際交流ラウンジにおいては、活

動するボランティアの固定化や高齢化が進んでいる。また、事業内容や

実施場所についても固定化されつつあり、大学や自治会等他団体との

連携も進みづらい状況にあることが目標値に達しない一因になってい

る。 

②国際交流ラウンジの活動については、広報紙やホームページ等を活用

した中で周知してきたが、市民における国際交流ラウンジに対する認知

度が上がらず、国際交流ラウンジの運営団体との間でも課題として共有

している。 

③外国人とともに暮らす地域社会の実現に当たっては、国際交流ラウンジ

が持つ機能を地域レベルで広げる必要があると認識している。現状、国

際交流ラウンジにおいては、緑区のソレイユさがみや南区のユニコムプ
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No. 項 目 内 容 

ラザさがみはらでも事業を実施し、国際交流や国際理解の機会を幅広い

地域で創出する取組は進めてきているが、現状ではそのレベルでの取

組にとどまっており、自治会との連携等、地域社会に向けてのきめの細

かい取組はできていない。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①指標の達成に向けては、自治会等市内各種団体や大学等と連携した

国際交流ラウンジの取組を進めることにより、市民と外国人市民の交流

の機会を増やすとともに、その成果を通して、市内における国際化推進

の必要性を幅広く市民に周知し、様々な主体による活動を促していく。 

②現在ホームページ等により取組成果を公表しているが、ボランティアの

輪を広げるためには、更なる認知度向上に向けた取組が必要であるこ

とから、今年度から市内への全転入者に対して国際交流ラウンジに係

る案内の配布等を行っている。さらに運営団体と、新たな周知媒体や手

法の検討、情報の精査を行い、新たな人材の掘り起こしを図っていく。 

③国際交流ラウンジが持つ機能を地域に広げるという視点で取組を進め

る。また、自治会や小中学校等と国際交流ラウンジの連携を促し、地域

の現状やニーズを踏まえた上で国際交流事業を実施し、地域社会にお

ける日本人と外国人の相互理解を深める。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①様々な主体が国際化の推進に向けた取組に参画することで、国際交流

ラウンジの活性化と、市民の国際化に対する意識を高めることができ

る。 

②市民にとって関心が高いテーマの事業展開や、新たな媒体や手法によ

る情報発信を行うことで、国際交流ラウンジの認知度を上げ、市民等の

活動への参画を進めることができる。 

③地域レベルで地域課題にあった事業を実施することで、地域住民に国

際交流及び国際理解の機会をもたらすことができ、地域住民間の相互

理解を促すことができる。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

国際交流ラウンジ内の機能強化のため、ボランティアの活動支援や、

窓口対応等を行うスタッフの質の向上を図ることを目的に、スタッフ配置体

制の変更に係る経費を予算に反映した。 

平成２９年度

当初予算 
４４，１２７千円 

平成３０年度

当初予算 
４９，３３９千円 
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■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

地域との連携に

よる具体的な事

業実施に向けた

調整（企画や体

制等の検討） 

 

 

 

自治会等との調

整、事業実施 

 

 

 

 

② 

認知度向上に向

けた課題や新た

な手法等の検討 

 

情報発信、ボラ

ンティアの受入

れ 

 

③ 

地域との連携に

よる具体的な事

業実施に向けた

調整（企画や体

制等の検討） 

 

自治会等との調

整、事業実施 

 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 指標の達成に向けた取組として、自治会と連携した防災訓練の実施につ

いて調整を開始した。防災訓練を通じて、市民と外国人市民の交流を図

る新たな取組であり、国際化推進の必要性について市民の認識を高める

機会にもなるものと考える。今後、実施に向けた課題を抽出し、対応を図

っていく。 

② ボランティアの輪を広げるための取組としては、新たな手法として、これま

で年間を通じて実施してきた日本語ボランティア養成講座に加えて、外国

人市民に対する相談対応や教育支援、防災知識の普及に携わるボラン

ティアの養成講座の実施に向けて調整を開始した。新たなボランティア養

成講座の周知や新たな人材の掘り起こしを通じて、国際交流ラウンジの

認知度向上にも繋がるものと考える。今後、実施に向けた課題を抽出し、

対応を図っていく。 

③ 国際交流ラウンジが持つ機能を地域に広げるための取組としては、国際

交流ラウンジとして大野北地区まちづくり会議に参加し、地域との連携を

模索するなかで、自治会と連携した防災訓練の実施について調整を開始

した。防災訓練に参加する外国人市民に、それぞれの居住地域の防災訓

練への参加を促すことにより、地域住民に国際交流の機会をもたらすきっ

かけにもなるものと考える。 
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取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 自治会と防災訓練に関する調整を進めるなかで外国人市民との交流の

必要性や課題認識につながった。 

今後、防災訓練を実施することで多くの市民と外国人市民の交流の機会

となり、外国人市民と交流する市民の増加が見込まれる。 

② 新たなボランティア養成講座の実施調整のなかで、国際交流ラウンジの

認知度向上についての必要性や課題認識につながった。 

今後、講座の周知と実施を通じて、認知度が高まり、新たなボランティア

が参加することで、ボランティアの輪が広がることが見込まれる。 

③ 国際交流ラウンジとして大野北地区まちづくり会議に参加したことにより、

国際交流ラウンジが持つ外国人市民の日常生活支援等の機能について

の認識が地域に広まったと考える。 

今後、防災訓練を実施し、地域において市民と外国人市民が実際に交流

することにより、地域社会における相互理解が深まることが見込まれる。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・市民と達成を約束した成果指標「日常生活のなかで市民と外国人市民が交

流している割合」、業績評価指標「国際交流ラウンジ登録団体の活動回数」

が、引き続き目標未達成であり、具体的な達成方策を実施されたい。 

・国際交流ラウンジの運営については、成果目標とそれを測定できる成果指標

を設定し、定期的なモニタリングを通じて成果を向上させる方策を実施された

い。 

・自治会と連携した防災訓練への外国人市民の参加は、地域での交流する場

づくりや災害時の備えとなることから、今後も積極的に推進されたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・成果指標の達成に向けては、国際交流ラウンジと自治会やまちづくり会議等

が連携し、地域住民に対する国際交流ラウンジ事業の周知や相互の連携事

業を通じて、市民と外国人市民との交流機会をより一層確保していく。また、業

績評価指標の達成に向けては、登録団体の活動支援を行うとともに、活動の

担い手となるボランティアの確保に向け、ボランティア養成講座を新たに実施

し、登録団体における活動回数の増加を図る。 

・現在、本市の国際化施策の基本指針である「さがみはら国際プラン」の改定

作業を行っており、国際交流ラウンジの運営に係る成果目標やその成果指標

については、この改定内容も踏まえながら検討する。 

・大野北地区連合自主防災隊が実施した防災訓練に、国際交流ラウンジで活

動するボランティアや外国人市民が参加した。地域住民との交流を図りなが

ら、災害時における外国人市民への対応に係る意識啓発等も行ったところで

あり、今後もこうした取組を継続的に進めていく。 
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基本目標Ⅲ やすらぎと潤いがあふれる環境共生都市         

 

施策名 No．２５ 環境を守る担い手の育成 所管局 環境経済局 局長名 大貫 雅巳 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
日常生活において環境に配慮している市民

の割合 
64.0 60.1 93.9％ Ｂ 

業績評価指標１ 環境講座への参加者数 1,660 3,588 216.1％ Ａ 

業績評価指標２ 主要な環境啓発イベントにおける来場者数 5,400 3,622 67.1％ Ｃ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①イベントへの参加者を増やすことが、環境を守る担い手の育成に大きな

影響を及ぼすとは考えにくいため、適切なデータを基にした指標の設

定、育成方策について検討されたい。 

②環境を守る担い手の育成に当たっては、節約志向を起因として環境に

配慮した行動を始める市民が多いという統計結果を踏まえた上で、より

効果的な対応方策について検討されたい。 

③主要な環境啓発イベントの情報が容易に得られるよう、ホームページへ

のアクセス手法を検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①イベントに多くの方が参加することにより、環境に対する市民の意識向

上に影響していくという考えはあるが、効率よく市民の行動を変えること

につながるのかについては、課題がある。 

②節約志向を起因として環境に配慮した行動を始める市民が多いという

統計結果を踏まえ、効果的な対応方策を検討する必要がある。 

③環境啓発イベントの情報が容易に得られないことで、市民にもイベント

等の情報が浸透していない可能性がある。 
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No. 項 目 内 容 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①効率的、かつ効果的に市民の行動改善状況を表す指標のあり方につ

いては、次期環境基本計画策定作業の過程で検討を行う。あわせて、

既存の事業の充実を図り、担い手の育成を推進する 。 

②引き続き、環境情報センターの活動の推進やさがみはら地球温暖化対

策協議会の活動の支援を行うとともに、市民の主体的な省エネ・節約行

動を促す地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE（＝賢い

選択）」の推進を通じて、コスト面でのインセンティブも意識した、効果的

な啓発を行う。 

③環境啓発イベントの情報を容易に得られるよう、市ＨＰやＳＮＳなどから

掲載ＨＰへの効果的なアクセス方法について検討を行っていく。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①新たな指標の検討が、環境を守る担い手の育成に向けた、より効果的

な方策の実施につながる。 

②多くの市民に省エネルギー対策など環境について関心を持ってもらえる

ようになる。 

③環境啓発イベントの情報が、市民に広く周知できるようになる。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

環境保全啓発事業 

地球温暖化対策推進事業 

平成２９年度

当初予算 
３０，６２３千円 

平成３０年度

当初予算 
３７，７７４千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

次期環境基本計

画策定作業の中

で業績評価指標

の変更を検討 

 
新たな指標の検

討結果に基づく、

効果的な事業実

施手法の検討 

検討結果に基づ

く事業実施 

② 

・活動支援団体

と既存イベント等

における更なる

普及啓発への調

整 

 

 

 

・活動支援団体と

既存イベント等に

おける普及啓発

事業の充実・強

化 
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No. 項 目 内 容 

・更なる「COOL 

CHOICE」推進の

ための普及啓発

事業の検討 

・「COOL CHOICE」

普及啓発事業実

施に係る関係団

体との調整 

・「COOL CHOICE」

普及啓発事業の

実施 

③ 
より効果的なアク

セス方法の検討 

 
検討結果に基づ

くアクセス手法の

実施 

 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

①次期環境基本計画の策定作業の中で、現環境基本計画の指標等の検証・

評価を行い、現状分析・課題抽出を行った。 

また、既存の環境啓発事業について、新たに市内大学と連携し、次代を担

う若い世代と啓発を行った。 

②コスト面でのインセンティブにも意識をして「さがみはら地球温暖化対策協議

会」の平成３０年度事業計画を立案した。実際に平成３０年４月に開催した

「かんきょうフェア」において、家電買い替えによる効果の比較サイト「しんき

ゅうさん」をスクリーンで投影し、市民に対し古い家電の買い替え効果（環境

面及び経済面）を説明し、環境配慮への意識向上につながった。 

また、「COOL CHOICE」啓発事業については、市として「COOL CHOICE」推

進に取り組むことを賛同宣言として平成３０年１月に公表したほか、啓発事

業の拡充を図るため、環境省補助金活用を踏まえた啓発事業計画につい

て検討した。 

③さがみはら環境まつりの実施に当たり、市が運営するＳＮＳの活用など多様

な媒体での周知方法を検討するとともに、ポスターへＱＲコードを掲載し、容

易に詳細な情報を得られるように工夫した。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

①指標等の検証・評価から、一部に設定上の課題があると分析した。 

平成３０年度は、次期計画の策定検討業務を民間事業者へ業務委託し、環

境を守る担い手の育成に関する新たな指標の検討を行う。 

なお、新たに市内大学と連携した既存の環境啓発事業においては、例年よ

り多くの小中学生が参加し、次代の担い手育成に効果的に啓発できた。 

②省エネ機器の買い換え促進、エコドライブの推進、照明機器の効果的な利

用促進、低炭素物流の普及促進など、地球温暖化対策につながる国民運

動「COOL CHOICE」の取組の普及啓発などを通じて、市民一人ひとりの環

境配慮行動への意識や認知度を高め、更なる国民運動への行動と賛同を

呼び起こす。（本年度目標値：「COOL CHOICE」への賛同数 600 人以上」） 
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No. 項 目 内 容 

③多様な媒体での掲載を行うことで、広く周知ができ、各種イベントを掲載して

いる環境情報センターＨＰへのアクセスも容易となった。 

なお、環境啓発イベントの情報が容易に得られるよう、市ＨＰの内容を検討

していく。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・市民と達成を約束した成果指標「日常生活において環境に配慮している市民

の割合」、業績評価指標「環境啓発イベントにおける来場者数」が、引き続き目

標未達成であり、具体的な達成方策を実施されたい。 

・業績評価指標「環境講座への参加者数」の実績値が最終年度の平成３１年

度目標値を上回っており、市民からすると次年度以降も実績値より低い目標

値が設定されていることは疑問であり、次期総合計画では適切な目標値を設

定されたい。 

・市民が自然等に直接に接し、市民が環境の大切さについて実感できるような

実践的な環境教育方策を実施されたい。 

・対象者の意識の変化を表す行動モデルを前提とした厚生労働省のメタボリッ

クシンドローム対策のように、市民の環境配慮意識の程度に応じた働きかけを

行うなど、意識の向上に向けた取組を進められたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・「日常生活において環境に配慮している市民の割合」については、「環境をテ

ーマにしたイベントへの参加」などの実践割合の低い行動に関する推進が課

題と捉え、イベント内容の充実や周知方法等を見直し、目標達成を目指してい

く 。 

 また、「環境啓発イベントにおける来場者数」については、新たな啓発事業の

実施により来場者が増加していることから、今後も企業や環境団体と更なる連

携を検討し、啓発を継続して実施していく。 

・「環境講座への参加者数」については、次期総合計画において、指標自体の

見直しも含め、適切な目標値を検討していく。 

・啓発やイベント等において、参加者が自然環境に直接触れられる実践型の

内容を取り入れ、市民が環境の大切さについて直接実感できるよう環境教育

を実施していく。 

・関心度の低い層をターゲットに見据えた情報発信を行っていくとともに、多様

なライフスタイルを持つ市民一人ひとりに直接対話の機会を設けるなど、行動

の変容を促進していく。 
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施策名 No．３１ 快適な都市空間の創造 所管局 環境経済局 局長名 大貫 雅巳 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 市街地、公共施設等における緑化満足度 82.5 87.5 106.1％ Ａ 

成果指標２ 緑化活動に取り組む市民の割合 12.5 7.1 56.8％ Ｄ 

成果指標３ 公園の満足度 82.1 81.9 99.8％ Ｂ 

業績評価指標１ 
屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑化の設置面

積 
2015.0 1823.1 90.5％ Ｂ 

業績評価指標２ 市民緑化事業の花苗などの配布団体数 290 275 94.8％ Ｂ 

業績評価指標３ 都市公園の供用開始数 1 5 500.0％ Ａ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市内の自然環境は居住地によって異なり多様である。緑が少ない市街

地における緑化推進状況の把握に当たっては、居住地ごとの緑化の進

捗度を把握すべきであるため、市民アンケートの設問の修正について

検討されたい。 

②公園面積の拡大以外に公園に対する満足度の向上につながると思わ

れる要素について十分な検証を行った上で、事業の推進を図られた

い。 

③花苗の配布団体の増減は、緑化活動に取り組む市民の割合にも影響

を及ぼす。既存の配布団体へのヒアリングを行い課題抽出、ＰＴＡや企

業との連携について検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と  

一致している 

①例えば、市街地が多くを占める地区と山林が多く占める地区では、居住

地区ごとの市街地におけるみどりの量の満足度が異なることが想定さ

れる。これを把握し今後の施策への反映を検討する必要がある。 

②面積拡大以外の要因について、満足度の向上に向けた取組が必要と



108 

No. 項 目 内 容 

認識している。 

③配布団体を維持するために、既存の配布団体から聴取した課題を改善

する必要がある。また、他の団体と連携して事業を進めていくことで、配

布団体数の増加に繋がると考えられる。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と 

一致している 

①市民アンケートにおいて、クロス分析を用いて居住地区ごとの市街地に

おけるみどりの量の満足度を把握し、次期相模原市水とみどりの基本

計画の策定に向けた検討と併せ、今後の施策への反映についても検討

する。 

②日々市民等から寄せられている公園への要望などの受付・処理につい

て、今後、集計・分析を行うことにより、公園の維持管理に係る課題など

を把握し、結果を踏まえた効果的・効率的な対応につなげ満足度の向

上を図る。 

③事業を実施している（公財）相模原市まち・みどり公社では、団体からの

意見聴取により抽出した課題について改善に努めており、引き続き課

題の抽出・改善を促していく。 

また、市内の緑化イベントのほか、市内の小中学校への事業の紹介や

チラシの配布、企業への働きかけにより、ＰＴＡや企業などに対して制

度の更なる活用を促す。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①居住地区ごとの満足度を把握することで、例えば他の地区と比べ緑化

を重点的に推進していく地区を設けるなど、今後の施策検討の一助とな

る。 

②公園への要望等に対し適切な対応を行うことにより、面積拡大以外の

満足度の向上に向けた効果が期待できる。 

③配布団体から抽出した課題を改善することで、花苗配布団体数の維持

が、制度活用の促進を図ることで、新規配布団体の増加が見込まれ

る。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

都市緑化啓発事業 

パークマネジメントプラン推進事業 ほか 

（公財）相模原市まち・みどり公社補助金（緑化推進分） 

平成２９年度

当初予算 
１８０，７０６千円 

平成３０年度

当初予算 
６４７，００３千円 
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■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

これまで実施し

た市民アンケート

の結果の収集 

平成30年度市民

アンケートの実

施 

アンケートのクロ

ス分析結果の検

証 

今後の施策への

反映の検討 

② 

要望等の受付・

処理状況につい

ての分析の実施 

 

 

 

分析結果を踏ま

えた対応の実施 

 対 応状況の確

認・課題抽出 

③ 

 

 

 

・市内小学校に

制度周知のチラ

シ配布 

・団体の意見の

聴取 

・関係企業への

制度の周知 

 

 

 

・緑化に係るイベ

ントで制度周知

のチラシ配布 

 

 

 

 

 

 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 平成 29 年度以前の市民アンケート結果をクロス集計することで、居住地

区ごとの市街地におけるみどりの量の満足度を把握することができ、今後

の検証のための基礎資料とすることができた。 

② 日々の要望等について、内容及び対応、進捗の状況などを集計・分析を

行うことで、課内で情報の共有が図られるなど、より効果的な対応につな

げることが可能となる。 

③ ・市内小学校への制度周知のチラシ配布については、花のまちづくり・み

どりいっぱい運動（花苗配布登録団体）に未登録の小学校48校へ事業案

内資料を送付した。 

・団体の意見の聴取については、花苗配布団体の完了報告届出時や花

苗配布登録団体を対象とした花壇づくり講習会においてアンケートを実

施し、団体の意見の聴取を行った。 

・関係企業への制度の周知については、関係企業に花のまちづくり・みど

りいっぱい運動の事業説明を行った。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

（公財）相模原市まち・みどり公社と調整して実施する。 
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No. 項 目 内 容 

① 平成 29 年度のクロス集計では、緑化満足度が最も高い地区が星が丘地

区で 100.0％、最も低い地区が清新地区で 72.4％という結果であった。平

成 30 年度も同様のアンケートを実施予定であるため、結果を集計、分析

した上で、施策等への反映を検討する。 

② 分析により課題の把握が可能となり、要望等に対し適切な対応を実施す

ることで、利用者等の満足度の向上に向けた取組が図られる。 

③ ・新たに 3 校が登録団体となり、1 校が検討中である。 
・配布団体から抽出した課題を改善することで、花苗配布団体数を維持

し、制度活用の促進を図ることで、新規配布団体の増加が見込まれる。 

・現在 2 社が植栽場所等の検討中である。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・市民と達成を約束した成果指標「緑化活動に取り組む市民の割合」及び「公

園の満足度」、業績評価指標「屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑化の設置面積」

及び「市民緑化事業の花苗などの配付団体数」が、引き続き目標未達成であ

り、具体的な達成方策を実施されたい。 

・公園の満足度の向上に向けて、例えば落書き、空き缶、芝生の状態、ゴミ、

歩道、遊具、樹木、ベンチ等の調査項目を設定し、市民ボランティアにより定期

的に測定し、きれいな公園を維持する評価方策を開発されたい。 

・居住地ごとの緑化満足度の経年比較を引き続き実施し、そうしたデータを踏

まえて地域の個性ある緑化推進に取り組まれたい。 

・花苗団体の増加とともに、市民が身近で緑化活動に親しめる方策を実践され

たい。 

・平成３２年４月の緑化に関する条例や次期水とみどりの基本計画等で緑化重

点地域や地域別の緑化推進等に取り組むということであるが、それを待つので

はなくスピード感をもって緑化推進を進められたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・「緑化活動に取り組む市民の割合」や「屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑化の

設置面積」といった指標のほか、「花苗団体の増加」については、（公財）相模

原市まち・みどり公社と連携しながら、市内小学校以外にも、中学校や他の公

的機関などにも配布するなど、普及啓発を図ることで指標や団体数の達成に

努めていく。 

・「公園の満足度」の向上に向け、新たに街美化アダプト制度の活動団体に対

し、課題認識や改善要望事項等について聞き取り、実施に向けた検討を行う。

またこれに基づく新たな評価方策の設定について検討する。 

・緑化推進の全体的な取組は、可能な事項から順次進めていくが、緑化重点

地区の設定については、指定後の緑化政策を考慮した区域設定が必要となる

ことから、平成３２年度からの新条例、新計画の策定と一体的に検討し、より高

い効果が得られるよう努めていく。 
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施策名 No．３５ 商業・サービス業の振興 所管局 環境経済局 局長名 大貫 雅巳 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 小売業年間販売額（商品販売額） 555,811 － －％ － 

業績評価指標１ 
橋本駅周辺地区、相模原駅周辺地区及び

相模大野駅周辺地区の通行量 
449,700 453,538 100.9％ Ａ 

業績評価指標２ 商店会が実施した活性化に係る事業数 62.0 68.0 109.7％ Ａ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①目標未達成の総合評価を今後どのように達成するのか、具体的な方策

を記載するよう改善されたい。 

②商業のみならず業務機能の集積についても、データの収集・分析の上、

他部局と連携した事業推進に努められたい。 

③中心市街地や商店街の振興を図るためには、若者にいかに来訪しても

らうかが大事である。教育機関や他の部局とも連携し、大学生や高校

生の実習の場としてチャレンジショップ事業を実施する等、若者が自ら

考え発信することができる取組について検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①既存商業が停滞傾向にあることを踏まえ、本市の強みを生かした具体

的な方策の記載が必要である。 

②本市の業務系ビル市場は未成熟であり、詳細なデータが不足してい

る。 

③これまでの商業振興では教育機関等との連携実績は少なく、戦略的に

機能する産学連携の対象が不足している。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①広域交流拠点の開発や、オリンピックの事前キャンプ、中山間地の地域

資源等、本市の持つ様々な強みを活用した新たな方策を検討し分かり

やすく記載する。 

②平成２８年実施の業務系企業誘致調査・研究業務の結果を踏まえ、広

域交流拠点のまちづくりと連動しながら、業務機能の誘致対象企業の

範囲を含めた集積に向けて制度の検討を進める。 

③中心市街地の商店街や大型商業施設と大学の産学連携をコーディネ
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No. 項 目 内 容 

ートするなど学生が地域で学び、活躍する場の創出について検討を進

める。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①具体的な方策の記載により他の商業地との差別化に向けた方向性が

明確となり、より一層の消費者の来訪促進が期待される。 

②本市の新たなまちづくりにおける業務系オフィス市場の形成が期待でき

る。 

③若者の気付きや考えが既存の商業地に付加価値をもたらすほか、本市

への帰属意識の醸成に繋げ、卒業後の本市での就職や起業を促進し、

本市経済活性化、後継者問題の対策としても期待できる。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

アドバイザー派遣事業、チャレンジショップ支援事業、商店街にぎわいづく

り支援事業、中心商業地活性化推進事業、業務系企業誘致事業 

平成２９年度

当初予算 
２１，３１５千円 

平成３０年度

当初予算 
１５，５７４千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

新規活性化事業

の企画、検討 

新規活性化事業

実施に向けた支

援 

総合計画施策進

行管理シート作

成 

  

② 
業務系企業誘致

制度等の検討  

   

③  

市内教育機関や

商業者と連携に

向けた調整、事

業企画 

学生、商業者ワ

ーキング 

市内商業施設等

における事業実

施 
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２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① ４月に中山間地の特産品として工芸品等の展示即売会を開催、５月に市

域の商業者が出店する販売会を中心市街地の大型店で開催、併せて本

市土産品のコンテスト入賞商品の菓子販売も実施。このことから、本市の

商業、観光等の地域資源を情報発信・ＰＲすることで、消費者の市内来訪

を促した。 

② 平成３０年３月に新たな企業誘致戦略について、基本的な考え方をまとめ

る庁内横断的なワーキングを立ち上げた。 

③ 大型店と大学の協働をコーディネートし、菓子製造販売会社と学生が共

同開発したケーキを中心市街地にある一部の大型店で販売開始された。

この産学官の連携から学生が地域で学び、活躍する場が創出され、若者

の考えが発信される取組が促された。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 様々な地域資源を同時期に中心市街地で展示販売することで、相乗効果

による集客や販売効果が可能であり中心市街地の活性化に繋がる。次

回１０月ごろの開催を関係者と検討中である。 

② 庁内ワーキングを中心に企業誘致戦略の検討を進めることで、新たな制

度の構築に繋がっていく 

③ 産官学連携による商品の販売は順調であり増産を検討している。また、

市内菓子店、大学と連携して市の土産となる新商品を企画しており、ケー

キと同様に大型店での販売を計画している。このことから学生が地域で学

び、活躍する場が広がりつつあり、本市経済活性化への寄与が期待され

る。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・総合計画の進行管理は毎年度の目標値達成により当該課の成績評価をす

るものであり、毎年度実績値を得られない成果指標「小売業年間販売額」は業

績評価指標に位置付け、次期総合計画では毎年度評価できる成果・業績指標

を設定されたい。 

・地域包括連携協定による民間企業との連携は、経済面だけでなく市民の安

全・安心な暮らしの維持やまちづくりへの参加など大きな効果が期待されるの

で、民間企業のもつヒト、モノ、カネ、情報の有効な公共的利用に向けてその

拡充方策を図られたい。 

・人口減少、高齢化が進む中で、商店会の活力を維持するために若者や女性

の起業の促進とともに、地域特産品のブランド化の方策を実施されたい。 

・産官学連携は、高校生や大学生に対して空き店舗の活用や景観形成などま

ちづくりへの参加の機会と実習の場を提供し、人材育成、若者の定着、地域産

業の振興につながる効果をもち、今後も積極的に推進されたい。 

・大学との連携によるケーキ開発は評判が良く、帰省時等の手土産になるよう

な新商品の開発を支援されたい。 
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４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・商業統計調査が平成３１年度以降毎年実施されることから、次期総合計画の

成果・業績指標への検討を行う。 

・地域包括連携協定では商業・サービス業の振興に限らず、地域活動として、

市のＰＲ活動の応援や児童工作の展示、買い物不便地域向けのネットスーパ

ー講習会や移動販売等の支援を受けている。今後も公共性の高い連携を民

間企業と拡充していきたい。 

・商店会の活力維持に向けて、若者や女性の創業支援セミナーの開催等、創

業促進を継続して行う。また、市内販売の菓子等を対象に、観光事業と連携し

て消費者投票から土産品の掘り起こし、ＰＲを行い、市内経済の活性化を図

る。 

・市が支援している商店会の事業で、イベント等スタッフボランティアに学生が

参加することや、学生が作成した商店のＰＲ動画やフリーペーパーによる広報

など、学生との連携が地域振興に寄与しており、今後もこのような事業を支援・

推進していきたい。 

・大学との連携により開発されたケーキは大型店以外にも、食育フェア等のブ

ースで販売するなど活動を広めている。また市内菓子店、大学との連携による

新たな商品開発についても継続して支援していきたい。 
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基本目標Ⅴ 市民とともに創る自立分権都市                  

  

施策名 No．４７ 分権型のまちづくりの推進 所管局 
市民局 

（緑区役所） 

局長名 

(区長名) 

齋藤 憲司 

（北村 美仁） 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 

住んでいる地域のまちづくりや課

題解決を区民主体で進めていると

感じる市民の割合 

53.3 
45.1 

（緑区  43.5） 
84.6％ Ｂ 

業績評価 

指標１ 

区民会議及びまちづくり会議の認

知率 
32.9 

31.7 

（緑区  36.1） 
96.4％ Ｂ 

業績評価 

指標２ 
地域活動への参加率 35.6 

35.6 

（緑区  37.3） 
84.0％ Ｂ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①成果指標８６「住んでいる地域のまちづくりや課題解決を区民主体で進

めていると感じる市民の割合」、業績評価指標４７－１「区民会議及びま

ちづくり会議の認知率」、４７－２「地域活動への参加率」のすべてが目

標未達成であり、施策の総合評価も同様である。これらを今後どのよう

に達成するのか、業務分析や政策分析に基づく目標達成に向けた具体

的な方策を記載するよう改善されたい。 

②他部局が持つ資源等を区行政の基盤強化にも活用し、企業やＮＰＯ等

の協力も得ながら、地域コミュニティの形成に努められたい。 

③今後既存施設の維持管理に財源を集中することが想定される中、緑区

だけではなく他の２区においても地域コミュニティの容器にふさわしい

「コンパクトシティ」の形成を意識した取組について検討されたい。 

④まちづくりに興味がある２０～３０代の人たちは多く、これらの世代の人

たちにまちの課題を解決する意識を持ってもらえるよう、スピード感を持

った区政運営に努められたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①まちづくりへの興味や意欲を高めていくために、区民会議やまちづくり

会議、地域活性化事業交付金などの取組の過程及びその成果につい

て、広く周知を図る必要がある。 

②中山間地域を含む緑区においては、人口減少が大きな課題となってお

り、交流人口の増加や移住定住の促進、地域コミュニティの維持・強化
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No. 項 目 内 容 

を図るためには地域資源の活用と各種団体や民間事業者等との連携

が必要となっている。 

③次期の総合計画や区ビジョン（区の計画）の策定に当たり、区民とコン

パクトシティに関する共通認識を図る必要がある。 

④効果的な情報提供など、若い世代がまちづくりへ参画する手法の検討

が必要である。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①引き続き、広報紙やホームページなどを通じて区民会議やまちづくり会

議、地域活性化事業交付金の取組について周知を図るとともに、新た

に緑区特設サイトや緑区インスタグラムを活用し、区民が親しみやすい

手法により効果的なＰＲを行う。 

②緑区内で進められている大規模事業の円滑な推進に向け、合同説明

会を開催し、地域代表と庁内各課との調整を行っている。 

引き続き、大規模事業等による都市基盤整備を生かしながら、民間団

体やＮＰＯ等との連携を図り地域活性化や地域コミュニティの維持・強

化に向けて取組を進めていく。 

③次期総合計画や都市計画マスタープラン、立地適正化計画の策定な

ど、市全体の将来像や都市像の検討状況を踏まえ、緑区区民会議やま

ちづくり会議で議論を深めていく。 

④これまで、緑区特設サイト「すもうよ緑区」を開設し、若い世代も含め観

光振興や移住・定住の促進に向け情報発信を行っているところである。 

今後は、緑区内の大規模事業の動向や、現在実施している「絆づくり交

流会」など特色ある子育て支援、東京オリンピック・パラリンピックの取

組について情報発信を行うとともに、若い世代が興味を持ち、まちづくり

への参画につながる方策を検討していく。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①効果的な情報発信により、区民会議やまちづくり会議、地域活動への

関心が高まるとともに、更なる区民参画に繋がり、区民主体によるまち

づくりの推進が期待できる。 

②地域資源や都市基盤整備等を活用するとともに、様々な主体と連携す

ることにより、区の魅力の向上、市外への情報発信力の強化が図られ、

地域の活性化や交流人口の増加、移住・定住の促進が期待できる。 

③コンパクトシティの形成に向けた議論を深めることにより、地域の実情に

応じた効率的かつ効果的な行政サービスの在り方について区民との共

通認識が図られる。 

④若い世代のまちづくりへの参画が促進され、多世代による地域活動の

活性化が期待できる。 
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No. 項 目 内 容 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

・次期の総合計画や区ビジョン（区の計画）の議論を深めるため、区民会

議の開催回数を増やした。 

・地域資源の活用や、各種団体、民間事業者等との連携による情報発信

を踏まえ、緑区特設サイト「すもうよ緑区」の充実を図る。 

・若い世代の地域活動への参加促進を図るため、区ビジョン推進事業に

おいて検討を行う。 

平成２９年度

当初予算 
６，０８１千円 

平成３０年度

当初予算 
７，０５１千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

緑区特設サイト

の充実 

情報発信するタ

ーゲットや効果

的な内容の検討 

 

 

 

 

 

 

② 

緑区特設サイト

の充実 

 

 

 

事業実施 

（緑区特設サイト

の充実） 

③ 
区民会議での議

論 

  

 
区民会議での議

論 

④ 

緑区絆づくり交

流会の実施及び

点検評価 

 

 

 

事業実施及び 

点検評価 

 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

①緑区特設サイトにおいて、緑区に関する動画を集約したページの新設や緑

区インスタグラムとの連携、移住体験談として区民が登場するページの充実を

図ることにより、親しみやすいサイト構成とすることができた。今後、区民会議

やまちづくり会議の情報も掲載し、区民にとって身近な話題としていきたい。 

②区民会議において、効果的な情報発信の方法や地域団体の活性化につい

て議論を行った。また、具体的な方策として、地域資源と地域団体を活用した

緑区特設サイトや緑区インスタグ

ラムを活用した情報発信 

効果的な情報発信や、民間事業者

等との連携の検討 

区民会議、まちづくり会議での

議論 

効果的な事業内容の検討 
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No. 項 目 内 容 

「津久井里山体験ツアー」の実施に向けた検討を行っており、今後、区民との

協働による取組が期待できる。 

③各地区まちづくり会議において、まちづくり提言書の振り返りや都市計画マ

スタープラン及び立地適正化計画の策定に向けた検討が行われており、コン

パクトシティに関する理解が少しずつ進んでいると考える。 

④子育て世代を対象に「絆づくり交流会」を開催した。子育て団体等の参画の

もと 223 人が参加し、地域活動やまちづくりへの参加について考える機会を提

供することができた。また、当該事業の実行委員会において、事業の点検評価

を行ったところ、地域団体の連携強化が必要であるという意見を踏まえ、今

後、地域団体の交流会を開催する予定である。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

①第１ステップとして、緑区特設サイトをリニューアルしたことにより、親しみ易

いものとなった。今後は、第２ステップとして、若い世代をターゲットとして区民

会議やまちづくり会議、地域活性化事業交付金の取組について、写真やイラス

トを他用するなど親しみ易い形でＰＲを図ることにより、認知度向上や地域活

動への関心が高まるとともに、若い世代の地域活動への参画が期待できる。 

②情報発信と併せ、地域資源を活用した「津久井里山体験ツアー」を民間団体

等と連携して実施することにより、交流人口の拡大と地域コミュニティの形成が

期待できる。 

③区の将来的な方向性やコンパクトシティの形成に向けた共通認識を図る過

程で、区民が積極的にまちづくりに参画することが期待でき、具体的な計画の

策定につながる。 

④「絆づくり交流会」を実施したことにより、参加者、地域の子育て団体、・区役

所の交流が深まり、地域活動に参画するきっかけづくりの場とすることができ

た。今後は、地域団体同士の連携や若い世代の参画を目指し、地域団体が情

報交換する場を設ける。また、東京オリンピック・パラリンピックの取組について

情報発信を行い、若い世代が区に興味を持ち、まちづくりへの参画が期待でき

る。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・成果指標「住んでいる地域のまちづくりや課題解決を区民主体で進めている

と感じる市民の割合」、業績評価指標「区民会議及びまちづくり会議の認知

度」、「地域活動への参加率」が、区全体で引き続き目標未達成であり、具体

的な達成方策を実施されたい。 

・それぞれの区は個性を持っており、次期総合計画では３区の地域特性を踏ま

えた成果・業績目標を設定し、住民自治の一層の拡充を図る方策を実施され

たい。 

・業績評価指標「地域活動への参加率」の目標設定の考え方及び実績値の把

握の仕方を明確にされたい。 

・各区に関する本庁各部局の政策立案へ参加し、各区の地域の実情を各部局
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No. 項 目 内 容 

の政策に反映するとともに、各部局と連携しながら区民の自主的なまちづくり

を支援する体制を整備されたい。 

・アンケートで市民の声に耳を傾けることは大切であるが、同時に客観的なデ

ータで区民生活の把握・分析を踏まえた事業推進が求められる。区別の人口

動態、高齢化動向、空き家・空き地動向など区民の暮らしや地域の変化につ

いて地域の基礎情報の把握・蓄積に努め、区民生活に根ざした事業推進を図

られたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・区民会議委員として新たに、区内で地域活動を実践している大学生や大学

地域交流センター等の参画を得たことから、今後、地域活動への参加促進の

具体的な方策を検討していく。また、区民会議やまちづくり会議の認知度向上

を図ることを目的に、ノベルティグッズを使ったＰＲに取り組んでいく。 

・現在検討されている次期総合計画では、地域特性を踏まえた成果・業績目標

の設定も含め検討していく。 

・業績評価指標については、区民が自主性と主体性を発揮しながら、地域のま

ちづくりや課題解決に取り組むことが魅力あるまちづくりの推進に繋がることか

ら、「地域活動への参加率」を業績評価指標とした。実績値の把握について

は、毎年実施している「相模原市総合計画の進行管理等に係る市民アンケー

ト調査」で把握している 。 

・地区の課題に対して、自主的に話合い、解決に向けた取組を行っている「ま

ちづくり会議」等の支援を引き続き行うとともに、各部局との連携については、

「区行政の総合的な推進に関する規則」の実効性を高めるため、区役所と各

局の連絡調整体制の強化に取り組んでいる。今後も、区役所機能の強化の検

討経過を踏まえ検討していく。 

・地域の人口動態や空き家等の現状の基礎情報に加えて、将来の高齢者率

等の推計情報の把握に努め、地区の状況に即したまちづくりを推進していく。 
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施策名 No．４７ 分権型のまちづくりの推進 所管局 
市民局 

(中央区役所) 

局長名 

(区長名) 

齋藤 憲司 

（小山 秋彦） 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 

住んでいる地域のまちづくりや課

題解決を区民主体で進めていると

感じる市民の割合 

53.3 
45.1 

（中央区 43.08） 
84.6％ Ｂ 

業績評価 

指標１ 

区民会議及びまちづくり会議の認

知率 
32.9 

31.7 

（中央区 29.7） 
96.4％ Ｂ 

業績評価 

指標２ 
地域活動への参加率 35.6 

35.6 

（中央区 28.1） 
84.0％ Ｂ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①成果指標８６「住んでいる地域のまちづくりや課題解決を区民主体で進

めていると感じる市民の割合」、業績評価指標４７－１「区民会議及びま

ちづくり会議の認知率」、４７－２「地域活動への参加率」のすべてが目

標未達成であり、施策の総合評価も同様である。これらを今後どのよう

に達成するのか、業務分析や政策分析に基づく目標達成に向けた具体

的な方策を記載するよう改善されたい。 

②他部局が持つ資源等を区行政の基盤強化にも活用し、企業やＮＰＯ等

の協力も得ながら、地域コミュニティの形成に努められたい。 

③今後既存施設の維持管理に財源を集中することが想定される中、緑区

だけではなく他の２区においても地域コミュニティの容器にふさわしい

「コンパクトシティ」の形成を意識した取組について検討されたい。 

④まちづくりに興味がある２０～３０代の人たちは多く、これらの世代の人

たちにまちの課題を解決する意識を持ってもらえるよう、スピード感を持

った区政運営に努められたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①地域活動の必要性・重要性が区民に十分に認識されておらず、地域活

動への関心が高まらない。事例として、小学生の登下校時に地域の人

たちが通学路で見守り活動をしているが、そうした活動を見ている子育

て世代が地域活動に参加していないなど、地域を皆で作っていこうとい

う意識が薄れているとともに、地域の人たちのつながりも希薄化してい

る。また、地域活動の必要性・重要性を認識していても、ライフスタイル

の多様化に伴い、地域活動に時間を割くより、自身の生活が優先され

る一方、活動の担い手の高齢化や負担感は増しており、参加が敬遠さ
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No. 項 目 内 容 

れる要因となっている。 

区では、広報紙やホームページ等で、地域活動を紹介しているが、結

果として、地域活動への無関心層が関心を持つような情報提供に至っ

ていない。 

②他部局が持つ資源や企業、ＮＰＯ等の地域資源については現状の把握

が不十分である。 

③人口減少、高齢化の進行、それに伴うコンパクトシティ形成の必要性な

どの様々な社会変化に対応するため、地域活動団体については、新た

な視点を持って活動のあり方や団体間のネットワークの整理、統合や

再構築を検討する必要がある。 

④若い世代に対しては、まちづくりに関する興味が地域活動の参加に結

び付くようなアプローチを行っていく必要がある。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①区版広報紙やホームページなど様々な媒体が連携して地域活動に関

する情報を効果的に発信する手法を検討・実施する。また、活動団体の

活動のあり方について、活動団体とともに検討し、担い手の負担感の軽

減を図っていく。 

②他部局が持つ地域資源の現状確認を行い、多様なまちづくりの担い手

相互の連携・協力の手法を検討する。 

③コンパクトシティの形成等将来の社会変化を見据えて、地域活動の既

存のネットワークの整理、統合や再構築について地域活動団体とともに

検討し、担い手の負担の軽減や地域活動の効率的な実施等を図ってい

く。 

④まちづくりに興味を持ち地域活動に気軽に参加できるよう、若い世代の

まちづくり活動への取組事例等（横山地区におけるボランティア活動

等）を様々な広報媒体を活用して発信したり、小さいころからの地域参

加を促進するとともに、若い世代の視点、発想を取り入れた、若い世代

が興味を持つ地域活動の実施等について検討する。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①情報の効果的な発信により、地域活動の必要性・重要性の認識が高ま

ることが期待できる。また、まちづくりの担い手の負担感の軽減が図ら

れることで、地域活動の活性化につなげることができる。 

②他部局の資源を有効に活用し、多様なまちづくりの担い手相互が協力・

連携することで、地域コミュニティの促進が図られる。 

③コンパクトシティ等将来の社会変化に対応したネットワークの実現によ

り、地域の実情に応じた効率的かつ効果的な地域活動となることが期

待できる。 

④若者世代の地域活動に対する意識を高めることで、地域の多様な世代

がまちづくりに参加し、担い手不足等の課題の解消につながることが期

待できる。 
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５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

・次期総合計画や区ビジョン（区の計画）の議論を深めるため、区民会議

の開催回数を増やした。 

・区の一体感や区民意識の醸成を図るため、多様なメディアを活用した各

種広報事業等を実施するとともに、区内の地域活動団体等との協働によ

る取組や、区民の関心や愛着を高めるための検討を区ビジョン推進事業

において行う。 

平成２９年度

当初予算 
７，１９１千円 

平成３０年度

当初予算 
９，１９１千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

現状分析及び効

果的な情報発信

手法の検討 

担い手の負担感

軽減に向け活動

のあり方検討及

び関係団体との

調整 

効果的な情報発

信手法実施及び

担い手の負担軽

減に向けた対応

方策の作成 

効果的な情報発

信手法実施及び

担い手の負担軽

減に向けた対応

方策の実施 

② 

  

 

 

関係団体との 

調整 

 

地域資源等との

連携・協力の検

討 

③ 

 

 

  

 

④ 

 

 

 

 

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

① 先進的な事例の情報を収集し、有効な情報については広報紙や HP 以外

にも地域情報誌やニュースレター、インスタグラムなどの活用を検討し、

実施した。また、媒体を増やすだけでなく、複数の媒体間での連携を図る

ことで効果的な情報発信をした。引き続き、より効果的な手法を検討して

いく。担い手の負担軽減に向けた取組については、関係団体の先進的な

事例などの情報を収集し、発信することを検討している。 

地域資源等の調査 

地域活動の既存のネットワークの

今後について検討 

地域活動の既存のネットワークの

調査 

効果的な情報発信手法の 

研究・検討 

効果的な地域活動の実施等の 

検討 
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② 他部局が持つ地域資源として各活動団体の設置状況などを確認し、連携

を進めることで、活動する対象が広がるとともに、取組の充実が図られ

た。 

③ 各活動団体の課題などの実態把握に努め、団体のネットワークを活用し

検討を進めていくための準備ができた。 

④ 横山地区や光が丘地区で活動しているような若い世代のボランティア団
体などの活動状況を確認し連携を進め、先進的な事例などの情報を収集

し、発信する準備ができた。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

① 効果的な情報発信について対応方策を定め、事業を着実に実施していく

ことで、関心を持って地域づくりに参加する人が増えることが見込まれ、担

い手の負担軽減とともに地域活動の活性化につなげることに期待できる。 

② 地域資源としての地域活動団体等の活動状況を把握し、必要に応じた連

携・協力を行うことで、活動の対象の広がりと取組の充実が図られ、地域

コミュニティの促進に期待できる。 

③ 身近な地域活動団体とのネットワークを強化することで、将来の社会変化

に対応できるネットワークへ移行していくための意識が高まることが期待

できる。 

④ 若者世代の活動団体の掘り起こしと活動を効果的に情報発信し、多様な
世代がまちづくりに参加することで、地域活動の新たな担い手となること

が期待できる。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・成果指標「住んでいる地域のまちづくりや課題解決を区民主体で進めている

と感じる市民の割合」、業績評価指標「区民会議及びまちづくり会議の認知

度」、「地域活動への参加率」が、区全体で引き続き目標未達成であり、具体

的な達成方策を実施されたい。 

・それぞれの区は個性を持っており、次期総合計画では３区の地域特性を踏ま

えた成果・業績目標を設定し、住民自治の一層の拡充を図る方策を実施され

たい。 

・業績評価指標「地域活動への参加率」の目標設定の考え方及び実績値の把

握の仕方を明確にされたい。 

・各区に関する本庁各部局の政策立案へ参加し、各区の地域の実情を各部局

の政策に反映するとともに、各部局と連携しながら区民の自主的なまちづくり

を支援する体制を整備されたい。 

・アンケートで市民の声に耳を傾けることは大切であるが、同時に客観的なデ

ータで区民生活の把握・分析を踏まえた事業推進が求められる。区別の人口

動態、高齢化動向、空き家・空き地動向など区民の暮らしや地域の変化につ

いて地域の基礎情報の把握・蓄積に努め、区民生活に根ざした事業推進を図

られたい。 
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４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・現在、中央区役所では、区民の皆様に地域への関心や参加意識を高めてい

ただくため、夏祭りなどの取組への支援や広報紙などにより地域活動の紹介

を行うほか、地域への愛着を高め、担い手を増やすことを目的として、区民参

加による「中央区みらい協働プロジェクト」を立ち上げ、取り組んでいるところで

ある。今後も引き続き、地域活動への支援、区民会議やまちづくり会議の取組

状況等についての情報発信に努めるとともに、プロジェクトの効果を検証しな

がら、指標の達成に向けて取り組んでいく。 

・次期総合計画では、区民主体のまちづくりが一層進むよう、区の特性などを

踏まえた評価指標を設定し、取り組んでいく。 

・区民が自主性と主体性を発揮しながら、地域のまちづくりや課題解決に取り

組むことが魅力あるまちづくりの推進に繋がることから、「地域活動への参加

率」を業績評価指標とした。実績値については、「相模原市総合計画の進行管

理等に係る市民アンケート調査」により把握している。 

アンケートでは、「地域活動」として、「自治会、子ども会、ＰＴＡ、自主防災隊、

消防団」と例示しているが、区民の「地域活動」も多様化しており、例示以外の

活動もあることから、アンケートの手法や指標自体の妥当性について、今後検

討する必要があると考える。 

・各局の事業に区の施策が反映されるよう、現在、区役所と局との連絡調整体

制を、より効果的で実効性のある仕組みとすることを検討している。 

・今後とも区民生活に係る各種データを踏まえ、地域課題やニーズの把握に努

め、関係部局と連携を図りながら、誰もが心豊かに暮らせるまちづくりの推進

に取り組んでいく。 
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施策名 No．４７ 分権型のまちづくりの推進 所管局 
市民局 

（南区役所） 

局長名 

(区長名) 

齋藤 憲司 

（佐藤 暁） 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 

住んでいる地域のまちづくりや課

題解決を区民主体で進めていると

感じる市民の割合 

53.3 
45.1 

（南区   47.8） 
84.6％ Ｂ 

業績評価 

指標１ 

区民会議及びまちづくり会議の認

知率 
32.9 

31.7 

（南区  31.3） 
96.4％ Ｂ 

業績評価 

指標２ 
地域活動への参加率 35.6 

35.6 

（南区  27.6） 
84.0％ Ｂ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ｂ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①成果指標８６「住んでいる地域のまちづくりや課題解決を区民主体で進

めていると感じる市民の割合」、業績評価指標４７－１「区民会議及びま

ちづくり会議の認知率」、４７－２「地域活動への参加率」のすべてが目

標未達成であり、施策の総合評価も同様である。これらを今後どのよう

に達成するのか、業務分析や政策分析に基づく目標達成に向けた具体

的な方策を記載するよう改善されたい。 

②他部局が持つ資源等を区行政の基盤強化にも活用し、企業やＮＰＯ等

の協力も得ながら、地域コミュニティの形成に努められたい。 

③今後既存施設の維持管理に財源を集中することが想定される中、緑区

だけではなく他の２区においても地域コミュニティの容器にふさわしい

「コンパクトシティ」の形成を意識した取組について検討されたい。 

④まちづくりに興味がある２０～３０代の人たちは多く、これらの世代の人

たちにまちの課題を解決する意識を持ってもらえるよう、スピード感を持

った区政運営に努められたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①区民会議や各地区まちづくり会議では、各地区共通の課題である「若い

世代のまちづくりへの参画促進」や「世代間交流促進のための仕組み

づくり」について検討や活動を熱心に行っているが、こうした活動を広く

周知するための手法に課題がある。 

②区の魅力ある資源を認識し、区内大学やＮＰＯ等と連携しながら、更な

る地域コミュ二ティの形成に努めていく必要がある。 

③南区においても、今後人口減少や既存施設の維持管理による厳しい財

政が想定される中で、コンパクトシティについて区民と議論を図り、将来
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を見据えた区の適正なあり方を検討する必要がある。 

④現在、地域活動の担い手の中心は高齢者が比較的多く、働く世代・子

育て世代や若い世代のまちづくりへの参画が少ない傾向が見られる。

このため、地域コミュニティの希薄化や伝統・文化等の継承が困難とな

っている例が多く見られる。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①引き続き、広報紙やホームページなどを活用するとともに、区内大学で

南区の魅力等のプレゼンテーションの実施や子育てサークル等へ直接

情報提供するなど、大学生や若い世代と連携を図りながら、地域活動

に参画しやすい仕組みづくりの研究を行う。 

また、区民会議やまちづくり会議の認知度向上を図ることを目的にノベ

ルティグッズを作製し、ＰＲを行っていく。 

②大野中地区のこもれびの森や新磯地区の芝ざくらなどの魅力溢れる地

域資源を生かすために、区内の特徴のある大学やＮＰＯ、商工会議所

等と産学官の連携を図りながら、持続可能な地域コミュニティの形成に

取り組む。 

また、麻溝台・新磯野地区の土地区画整理事業の実施に伴い、まちづ

くり区域の変更が検討されていることから、地域環境の変化に対応した

コミュニティの形成に取り組む。 

③都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の策定に向けて、区民会

議やまちづくり会議を通じて議論を深め、区の将来的な方向性について

共通認識を図る。 

④ 「若い世代のまちづくりへの参画促進」について、若い世代が主体とな

って企画・実施することを目的に設置された南区若者参加プロジェクト

実行委員会の活動の支援をするとともに、平成２８年に南区区民会議

から提出された「若い世代のまちづくりへの参画促進に係る提言書」に

基づき作成した「まちづくりのトリセツ」の普及に取り組む。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①効果的な情報発信により、区民会議やまちづくり会議の認知度向上や

地域活動の必要性の認識が高まることが期待できる。 

また、区内大学生や若い世代と連携して活動することで、地域活動へ

の関心が高まり参画が期待できる。 

②南区ビジョンに掲げた「持続可能な地域コミュニティの形成と絆でつなが

る賑わいのまち」の実現につながる。 

③区の将来的な方向性について共通認識を図る過程で、区民が積極的

にまちづくりに参画することが期待でき、結果としてより具体的な計画の

策定につながる。 

④世代間交流の促進や地域活動の担い手が育成され、南区ビジョンに掲

げた「持続可能な地域コミュニティの形成と絆でつながる賑わいのまち」

の実現につながる。 
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５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

・次期総合計画や区ビジョン（区計画）の議論を深めるため、区民会議の

開催回数を増やした。 

・世代間交流の促進や若い世代のまちづくりへの参画促進を図るため、区

民会議運営事業、区ビジョン推進事業において検討を行う。 

平成２９年度

当初予算 
６，３５６千円 

平成３０年度

当初予算 
７，７１３千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

・参画しやすい仕

組みづくりの研

究 

・区内大学での

プレゼンテーショ

ン等や子育てサ

ークル等への情

報提供内容の検

討 

・ＰＲ活動の検討

及びノベルティグ

ッズの作製 

 

 

 

・区内大学での

プレゼンテーショ

ン等や子育てサ

ークル等への直

接情報提供の実

施 

・広報紙、ＨＰや

ノベルティグッズ

を活用したＰＲ活

動の実施 

  

② 
・地域資源の調

査 

 

 

・区内大学、関係

団体との連携・協

力の検討 

 

 

③ 
まちづくり提言書

進捗状況確認 

まちづくり提言書

の振り返りと今後

の検討 

 

 

各地区の検討を踏まえた 

区民会議での検討 
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④ 

・南区アイディア

コンペの実施 

 

・「まちづくりのト

リセツ」の普及 

 

・地域活動団体

への学生受入調

査 

・南区若者参画

プロジェクト実行

委員会の支援 

 

 

 

 

・受入希望に伴う

地域と学生の橋

渡しと学生の地

域活動への参画

促進 

  

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

①広報紙を活用したほか、区民会議やまちづくり会議の認知度向上を目的

に、ノベルティグッズを作製した。ノベルティグッズについては、各窓口で転入

者等に対して配布を行うことで、区民会議やまちづくり会議に興味をもってもら

う要因の一つと考えられるため、継続的に実施していく必要がある。 

また、南区の魅力等のプレゼンテーションを今後区内大学で行うこととなっ

た。 

②南区若者参加プロジェクト実行委員会が主催した南区アイディアコンペでの

提案内容が、「木もれびの森案内看板の製作」として、地域ＮＰＯ、女子美術大

学、自治会、市役所の協働事業として実現化されることとなった。 

 新磯地区の芝ざくらについて、地域の芝ざくら保存会が地域の小学校やスポ

ーツクラブと除草作業を一緒に行っている。また、相模川芝ざくらまつりにおい

て、地域団体、学生、区役所が連携し、ＳＮＳ等を通じてまつりのＰＲを行ったこ

とにより、地域の魅力再発見及び地域愛着の醸成に繋がっていると考える。 

③各地区まちづくり会議において、まちづくり提言書の振り返りや都市計画マ

スタープラン及び立地適正化計画の策定に向けた検討が行われており、コン

パクトシティに関する理解が少しずつ進んでいると考える。 

④南区若者参加プロジェクト実行委員会が主催した南区アイディアコンペが開

催され、若い世代が区のまちづくりについて考える機会の創出や、区内の若者

と地域団体との交流が図られたほか、提案内容が実現化されることとなった。 

 また、学生の地域活動への参画促進については、学生と地域団体を結びつ

けることを目的としたマッチングイベントを区内大学と連携し、実施した。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

①転入者等へのノベルティグッズを使ったＰＲや大学でのプレゼンテーションを 

行うことにより、認知度向上や地域活動への関心が高まるとともに、様々な世 

代の地域活動への参画が期待できる。 

②大野中地区の木もれびの森や新磯地区の芝ざくらなどの地域資源を生か

し、区内大学やＮＰＯ、地域と連携することで、地域の魅力再発見及び地域愛
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着の醸成に繋がっており、南区区ビジョンに掲げた「持続可能な地域コミュニテ

ィの形成と絆でつながる賑わいのまち」の実現につながることが期待できる。 

③区の将来的な方向性やコンパクトシティの形成に向けた共通認識を図る過

程で、区民が積極的にまちづくりに参画することが期待でき、具体的な計画の

策定につながる。 

④マッチングイベントを実施したことにより、地域団体・大学・学生・市の連携が

深まり、地域活動に参画しやすい新たな仕組みづくりが進んだ。 

また、地域活動の参画に当たっては「まちづくりのトリセツ」の普及に努め、

南区区ビジョンに掲げた「持続可能な地域コミュニティの形成と絆でつながる賑

わいのまち」の実現につながることが期待できる。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・成果指標「住んでいる地域のまちづくりや課題解決を区民主体で進めている

と感じる市民の割合」、業績評価指標「区民会議及びまちづくり会議の認知

度」、「地域活動への参加率」が、区全体で引き続き目標未達成であり、具体

的な達成方策を実施されたい。 

・それぞれの区は個性を持っており、次期総合計画では３区の地域特性を踏ま

えた成果・業績目標を設定し、住民自治の一層の拡充を図る方策を実施され

たい。 

・業績評価指標「地域活動への参加率」の目標設定の考え方及び実績値の把

握の仕方を明確にされたい。 

・各区に関する本庁各部局の政策立案へ参加し、各区の地域の実情を各部局

の政策に反映するとともに、各部局と連携しながら区民の自主的なまちづくり

を支援する体制を整備されたい。 

・アンケートで市民の声に耳を傾けることは大切であるが、同時に客観的なデ

ータで区民生活の把握・分析を踏まえた事業推進が求められる。区別の人口

動態、高齢化動向、空き家・空き地動向など区民の暮らしや地域の変化につ

いて地域の基礎情報の把握・蓄積に努め、区民生活に根ざした事業推進を図

られたい。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・無作為抽出型区民会議等を開催し、地域活動への参画のきっかけづくりや

区民会議やまちづくり会議の認知度向上を図ることを目的に作製したノベルテ

ィグッズを使ったＰＲに引き続き取り組んでいく。 

また、地域活動に参画しやすい新たな仕組みづくりとして学生と地域活動団体

のマッチングに取り組んでいるため、今後も区内大学や地域活動団体と連携

するとともに更なる活動の周知に努めていく。 

・現在検討されている次期総合計画では、区民が主体となるまちづくりを推進

するために、地域特性を踏まえた成果・業績目標の設定についても検討する。 

・業績評価指標については、区民が自主性と主体性を発揮しながら、地域のま

ちづくりや課題解決に取り組むことが魅力あるまちづくりの推進に繋がることか

ら、「地域活動への参加率」を業績評価指標とした。実績値の把握について
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は、毎年実施している「相模原市総合計画の進行管理等に係る市民アンケー

ト調査」で把握している。 

・地区の課題に対して、自主的に話合い、解決に向けた取組を行っている「ま

ちづくり会議」等の支援を引き続き行うとともに、各部局との連携については、

「区行政の総合的な推進に関する規則」の実効性を高めるため、区役所と各

局の連絡調整体制の強化に取り組んでいる。今後も、区役所機能の強化の検

討経過を踏まえ検討する。 

・地域の人口動態や空き家等の現状の基礎情報に加えて、将来の高齢者率

等の推計情報の把握に努め、地区の状況に即したまちづくりを推進する。 
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施策名 No．５０ 
市民と行政のコミュニケーション

の充実 
所管局 総務局 局長名 隠田 展一 

 

■平成２８年度実績データ 

指標 No. 指標名 
目標値 

（ａ） 

実績値 

（ｂ） 

達成率（％） 

（b/a 又は a/b） 
評価 

成果指標１ 
市政に意見を言える機会や手段が備わって

いると思う市民の割合 
77.4 72.5 93.7％ Ｂ 

成果指標２ 
市からの情報提供の手段や内容に満足して

いる市民の割合 
94.4 92.2 97.7％ Ｂ 

業績評価指標１ 回答までに要する日数 7.0 6.1 114.8％ Ａ 

業績評価指標２ 市ホームページ閲覧者の満足度 75.8 76.0 100.3％ Ａ 

１次評価 

（所管局による自己評価） 
Ａ 

２次評価 

（総合計画審議会による外部評価） 
Ｂ 

 

■対応方針 

No. 項 目 内 容 

１ 
建議書における総合計画  

審議会からの意見 

①市民が市政に意見を述べる機会・手法の一つとして行っている「市民の

声システム」については評価する。パブリックコメントとは別に、臨時的

に政策について市民の意見聴取ができるツールの導入等、市民の声を

政策に反映させる取組について検討されたい。 

②２つの成果指標（９１「市政に意見を言える機会や手段が備わっている

と思う市民の割合」、９２「市からの情報提供の手段や内容に満足して

いる市民の割合」）のいずれも目標未達成であり、施策の総合評価も同

様である。これらを今後どのように達成するのか、具体的な方策を記載

するよう改善されたい。 

③情報発信力の向上に当たっては、技術的な研修ではなく、市の情報発

信コンテンツの満足度を上げるための方策を各部局が考えられる取組

について検討されたい。 

２ 

課題の分析 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①臨時的に政策について市民意見の聴取を行うツールとしては、「わたし

の提案」制度により、郵送・電話・窓口・Web(メール）・FAX 等により、常

時、市政に関する意見・要望等を受け付けており、これらの認知度の向

上に努めるとともに、新たなツールの検討を行う必要がある。 

②成果指標 91 については、制度・ツールの更なる周知に努めるとともに、

「市民の声」の施策への反映状況を市ホームページへ積極的に公開す

ることなどにより、「市民の声」が確実に市政に活用されていることを示

す必要がある。また、成果指標92については、広報さがみはら、市ホー
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ムページ、テレビ、ラジオなど様々な情報提供手段を活用して、幅広く

市民へ市の情報を提供しているが、市民ニーズの多様化やライフスタイ

ルの変化にも適応した新たな情報提供手段を検討する必要がある。 

③情報発信力の向上に当たっては、発信する情報そのものも充実させて

いく必要がある。 

３ 

対応方針（改善内容） 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①提案制度等の周知については、「広報さがみはら」や市ホームページ、

FM HOT839「相模原インフォメーション」、市コールセンターfacebook ペ

ージなどの活用を行っているところである。 

また、平成２９年６月からは、新たなツールとして FAQ アプリを活用した

意見聴取の機会拡大を図っている。 

聴取した意見の反映については、履歴分析システムを活用した「市民

の声傾向分析報告」や「個別フィードバックレポート」の庁内共有・活用

の更なる推進により、業務改善につなげていく。 

②成果指標 91 については、引き続き各種媒体を活用した周知に努めると

ともに、「市民の声」を生かした業務改善や施策への反映事例を市ホー

ムページに積極的に公開する。 

また、成果指標 92 については、市民ニーズの多様化やライフスタイル

の変化に対応するため、新たな広報手段を検討し、市民が必要とする

市の情報を、いつでも手軽に得ることができるスマートフォンアプリ「マ

イ広報さがみはら」の運用を平成２９年４月から開始している。 

③市の情報発信コンテンツの満足度向上に向けては、まず、世論調査に

おいて「広報」に関する市民の意識を調査し、分析することで動向を把

握するとともに、発信する情報の充実を図るために、各課が積極的な広

報紙の活用を促進するための説明会を実施し、より魅力的な広報紙と

なるよう取り組んでいく。 

４ 

改善によって見込まれる効果 

【対応方針の目的・意図】 

※記載欄内の番号は「１ 」の番号と   

一致している 

①様々な意見聴取の手法について周知徹底することで、より広く市民から

の声を聴取可能となる。 

また、市民意見の傾向等を全庁に周知徹底することで、市民の立場に

立った、市民目線の政策立案や事業の実施が推進される。 

②成果指標91については、「市民の声」を踏まえた業務改善事例等を広く

積極的に公開することで、「市民の声」がしっかりと市政に反映され、真

に「市政に意見を言える機会や手段が備わっている」と思う市民の割合

が増えることが見込まれる。成果指標 92 については、場所を選ばず、

いつでも手軽に、広報さがみはらの掲載情報を閲覧することが可能に

なるとともに、検索機能や情報をカテゴリー分けしているため、市民が

必要とする情報や興味や関心のある情報だけを閲覧することができる。 

③世論調査により、市民が知りたい情報や情報を取得する手段などにつ

いて把握・分析することで情報発信力の向上が見込めるほか、説明会
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No. 項 目 内 容 

により、各課が広報掲載の実務について改めて理解し、積極的に広報

紙を活用することで、広報紙全体のコンテンツの充実を図ることができ

る。 

５ 
平成３０年度当初予算へ反映

した内容 

 

平成２９年度

当初予算 
２４０，０６８千円 

平成３０年度

当初予算 
１９４，６４１千円 

 

■改善工程表 

No. 項 目 内 容 

１ 

スケジュール（工程） 

※記載欄内の番号は「対応 

方針１」の番号と一致している 

 
第１四半期 

【H30.1 月～3月】 

第２四半期 

【H30.4 月～6月】 

第３四半期 

【H30.7 月～9月】 

第４四半期 

【H30.10 月～12 月】 

① 

  

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

③  

 

  

２ 

対応方針及び改善工程  

スケジュールの評価 

※記載欄内の番号は「対応方針１」

の番号と一致している 

取組結果に対する分析・評価（第２四半期までの取組状況） 

①「わたしの提案」制度について、新たな取組として「広報さがみはら（１月１５

日号）」に掲載するとともに、FM HOT839「相模原インフォメーション」で随時放

送することにより、周知を行った。成果として、市民アンケートにおいて、「市政

に意見を言える機会や手段が備わっていると思う市民の割合」は、平成 28 年

度の72.5％から、平成29年度は73.2％となり、制度の認知度が向上した。引き

続き、各種広報媒体を活用し制度の認知度向上に努める。 

聴取した意見の反映については、平成２９年度分の「市民の声傾向分析報告」

の作成に着手しており、作成した報告書を庁内で共有することにより、各業務

フィードバックレポートの作成（通年・適宜） 

平成３０年度 

上半期の特集 

記事等の募集 

平成３０年度

下半期の特集

記事等の募集 

市民の声傾

向分析報告

書（前年度

分）作成 

市民の声傾向

分析報告書

（30 年度上半

期分）作成 

提案制度、市民の声システム、「マイ広報さがみはら」の運用と周知 

広報紙の積極的な

活用に向けた全庁

説明会を実施 世論調査 

市民の声を

生かした業務

改善事例や

施策への反

映事例のＨＰ

への公開（前

年度下半期

分） 

市民の声を

生かした業務

改善事例や

施策への反

映事例のＨＰ

への公開（30

年度上半期

分） 

結果の分析

と分析結果を

踏まえた改

善の検討 
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No. 項 目 内 容 

所管課の課題発見の一助とし、業務改善につなげていくこととしている。 

②成果指標91については、平成２９年度下半期分の「市民の声」を生かした業

務改善や施策への反映事例を市ホームページに公開し、「市民の声」が確実

に市政に活用されていることを示した。平成３０年度上半期の反映事例につい

ても、積極的に公開していくこととしている。 

また、成果指標 92 については、平成 29 年 4 月に運用を開始したスマートフォ

ンアプリ「マイ広報さがみはら」により、市民が必要とする市の情報を入手しや

すくなった。（平成 30 年 4 月末現在ダウンロード数：5,079） 

③市の情報発信コンテンツの満足度向上に向けては、１月に庁内向けに広報

紙の掲載記事の掘り起こしや広報紙の制作に関する実務など、広報紙を有効

活用するための説明会を開催することにより、各課が広報掲載の実務につい

て理解する機会となった。また、この説明会により、平成３０年度上半期の掲載

希望記事の数や表紙や特集を新たに希望する所属が増え、積極的に広報紙

が活用されたことで、広報紙全体のコンテンツの充実が図られた。 

取組結果により得られた具体的な成果及び第４四半期終了時点で見込まれる効果 

①様々な意見聴取の手法について「広報さがみはら」や FM HOT839「相模原

インフォメーション」など各種広報媒体により周知徹底することで、より広く市民

からの声を聴取可能となる。 

また、市民意見の傾向等を全庁に周知徹底することで、市民の立場に立った、

市民目線の政策立案や事業の実施が推進される。 

②成果指標 91 については、「市民の声」を踏まえた業務改善事例等を広く積

極的に公開することで、「市民の声」がしっかりと市政に反映され、真に「市政

に意見を言える機会や手段が備わっている」と思う市民の割合が増えることが

見込まれる。 

また、成果指標 92 については、「マイ広報さがみはら」のダウンロード数が順

調に伸びており、いつでも手軽に、市民が必要とする情報や興味・関心のある

情報を閲覧することができるため、市からの情報提供の手段や内容に満足し

ている市民の割合は増えることが見込まれる。 

③市の情報発信コンテンツの満足度向上に向けて、研修会の実施などによ

り、職員への広報紙の有効活用に対する意識啓発を継続的に行っていく。こ

れにより、平成30年度下半期における掲載希望記事がより多く集まり、魅力的

な表紙や特集、市民それぞれのニーズに合った市政情報を提供する広報紙を

制作することで、さらなる情報発信力の向上が見込まれる。 

３ 
（ ２ に対する ）総合計画  

審議会のモニタリング評価 

・市民と達成を約束した成果指標「市政に意見を言える機会や手段が備わって

いると思う市民の割合」及び「市からの情報提供の手段や内容に満足している

市民の割合」が、引き続き目標未達成であり、具体的な達成方策を実施された

い。 

・市民が市政に意見を言う機会や市政情報を得る機会を提供するため、アプリ
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No. 項 目 内 容 

のダウンロード数やホームページへのアクセス数を注視し、具体的な目標達成

方策を実施されたい。 

・シティセールス推進事業は国内に力点を置いているが、グローバル化の時代

は東アジア諸国等も視野に入れたシティセールスを推進されたい。 

・広報紙の部数や配架場所について費用対効果意識をもって取り組まれた

い。 

４ 
３（総合計画審議会からの

評価）を受けての改善策 

・「わたしの提案」制度を周知する新たな取組として、広報さがみはらへの掲載

及び FM HOT839「相模原インフォメーション」における放送を実施したところ、

市民アンケートの「市政に意見を言える機会や手段が備わっていると思う市民

の割合」が、平成28年度の72.5％から平成29年度には73.2％に向上したこと

から、取組を継続するとともに、「市民の声」を生かした業務改善や施策への反

映事例を市ホームページに公開し、「市民の声」が確実に市政に活用されてい

ることを示すことにより、目標達成に努める。 

また、市からの情報提供として、市民が日常利用する公共施設や駅、コンビ

ニ、病院などに広報紙を配架して手に入れやすい環境を整えるとともに、情報

収集の利便性を高めるため、市ホームページに加えて、スマートフォンアプリ

「マイ広報さがみはら」でいつでも手軽に必要とする情報を閲覧できるように工

夫している。 

・「マイ広報さがみはら」のダウンロード数は、平成29年4月の開始以来、5,000

件を超えており、また、市ホームページも月平均 200 万を超えるアクセスがあ

り、効果的な市政情報の提供を行っている。市ホームページは、広報紙の紙

面で伝えきれなかった情報も掲載しており、広報紙から誘導することで、アクセ

スを増やす工夫をしている。また、「マイ広報さがみはら」については、広報紙

での周知をはじめ、様々なイベント参加者へのチラシの配布など、多くの人に

利用してもらうような取組を行っており、今後も引き続き進めていく。 

・国外に向けたシティプロモーションについては、目的やターゲットとすべき国・

地域を明確にした上で取り組んでいく必要があるため、現在改訂中の「さがみ

はら国際プラン」において、庁内の関係部署と連携し検討を進める。 

・広報紙の配架については、人が多く集まる場所としており、広報紙ラックを設

置している駅構内では、発行日以降に部数を補充するなど、多くの市民に広報

紙を手に取ってもらう工夫をしている。今後も、配架場所に応じて適正な部数

に調整するなど、より効果的な取組を進めていく。 
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（４） 地方創生推進交付金活用事業を含む施策に係る意見に対する対応方針 
 

施策番号 ３４ 施策名 新産業の創出と中小企業の育成・支援 

施策所管局 環境経済局 局・区長名 岡 正彦 

 

Ｎｏ． 意見（check） 対応方針（act） 

１ 

 総合計画の進行管理は毎年度の目標

値達成により当該課の成績評価をする

ものであり、毎年度実績値をえられない

成果指標「経営安定の中小企業数」は業

績評価指標に移し、次期総合計画では毎

年度評価できる成果指標を設定された

い。 

次期総合計画における基本政策や施策

を考慮しながら、適切な成果指標を検討す

る。 

２ 

 成果指標「新規の開設事業所数」の実

績値が最終年度の平成３１年度目標値

を大きく上回り推移しており、市民から

すると次年度以降も実績値より低い目

標値が設定されていることは疑問であ

り、次期総合計画では適切な目標値を設

定されたい。 

次期総合計画における基本政策や施策

を考慮し、指標の見直しを図るとともに、

適切な目標値が設定されるよう検討する。 

３ 

 国際的なロボットビジネス拠点の形

成促進とともに、東京４０キロ圏という

相模原市の立地条件を考えると、中心市

街地における健康医療、デザイン、文

化・アート、情報通信、エンターテイメ

ント産業等の多様性のある産業集積を

図る方策を実施されたい。 

高い技術力を持つ製造業の集積や全国

に先駆けたロボット関連施策など、本市の

強みを踏まえながら、都市力の向上に寄与

する金融業などの業務系企業を含めた多

様な産業の集積が図れるよう検討する。 
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２ 総括評価等に対する対応方針 
 
（１） 成果指標に係る主要な意見 
 
■ 成果指標及び業績評価指標については、達成した程度ではなく結果を重視し、

施策等の生み出す成果について市民への説明責任を果たすべきであり、その意

識の強化につながる取組について検討することを指摘されました。そのための

主な意見は４点であり、その意見の内容と本市の対応方針は次のとおりです。 
  
No. 評価に係る意見 対応方針 

１ 

 毎年の実績を測れない成果指標について

は、成果指標を補完する業績評価指標に位

置付け、市民に分かりやすく説明できる新

たな成果指標を設定するなど、次期総合計

画で検討されたい。 

 次期総合計画の策定作業の中で、各施

策の毎年度の進捗状況を明確に示すこと

ができる指標の検討を進める。 
 また、現計画においても新たな業績評

価指標の設定や主な事業の取組結果の明

確化など、各施策の実績の可視化に向け

た検討を行う。 

２ 

 各指標の最終目標値を既に達成している

指標が見受けられるが、市民からすると次

年度以降も実績値より低い目標値を設定し

ていることは疑問に感じるはずである。次

期総合計画では適切な水準の目標値を設定

されたい。 

 既に最終目標値を達成している指標を

中心に、目標設定に当たっての考え方や

設定した値が適切であるか再検証し、現

指標の修正や次期総合計画における指標

の設定に向けた協議を行う。 

３ 

 各指標の目標設定の考え方が適切でない

ものが散見される。次期総合計画において

は、市民にとって取組の成果がより分かり

やすい適切な指標を設定されたい。 

 次期総合計画の策定に当たっては、事

業と成果の因果関係が適切に分析できる

指標の設定について、市民の分かりやす

さも考慮した上で検討する。 

４ 

 設定した指標数が多い施策が見受けられ

るが、市民の印象が拡散し、まとまりのあ

る成果を捉え難くなるため、次期総合計画

においては、成果指標と業績評価指標合わ

せて最大５指標に集約されたい。 

 次期総合計画の策定に当たっては、各

施策の進捗状況が市民に対して明確に示

すことができる適切な指標について、庁

内で十分に議論した上で、最大５指標に

集約する。 
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（２） 施策の総合評価の結果 
 
■ 施策の総合評価に係る主要な意見は５点あり、その意見の内容と本市の対応方

針は次のとおりです。 
 

No. 評価に係る意見 対応方針 

１ 

 職員全てが、前例踏襲によることなく結

果や客観的データの分析などを通じて、目

標達成に向けて何をすべきかを常に意識し

ながら事業の改善を図る「成果重視」の都

市経営を展開されたい。 

 各施策の体系を意識した上で、日常業

務や各種調査により得られるデータの収

集・分析を行いながら、日々事業改善の

必要性について検討するとともに、目標

達成意識を高めるための取組について、

庁内で議論を進める。 

２ 

 地域の実情を熟知し、その特性や客観的

なデータの把握・分析に基づき、時代の変

化にも対応した的確な政策を立案し、その

推進に努められたい。 

 各区の特性や地域の資源を生かした、

市民ニーズに的確にこたえる施策につい

て、次期総合計画の策定作業の中で検討

するとともに、現計画についても見直し

を図り、改善を進める。 

３ 

 部局横断的な連携や多様な民間活力の活

用については、これまでの指摘を踏まえた

改善が徐々に進んできているように感じら

れる。今後も引き続き多様な資源等を互い

に生かし合いながら、施策の「めざす姿」

の実現に向けて事業を推進されたい。 

 引き続き、施策進行管理シートへの庁

内横断的な取組や民間活力を活用した取

組の記載などを通じて、庁内の意識付け

を進めながら、更なる連携・協働を図っ

ていく。 

４ 

 急激な高齢化を伴う人口減少の下、市財

政は一層厳しくなることが想定される中、

施設の統廃合や事業の一本化など、縦割り

の無駄や非効率を排除し、市民の支払った

税金に見合った価値あるサービスを提供さ

れたい。 

 目的が類似する施設や事業について、

局内にとどまらず局を超えて統廃合や一

本化について検討し、効率的な行政サー

ビスの提供を図る。 
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No. 評価に係る意見 対応方針 

５ 

本年度は、５０施策のうち３３施策は３

次評価を実施せず、当審議会からの意見を

付していないが、改善は絶えず必要とされ

ることから、施策所管局が本年度の１次評

価において記載した改善策を着実に実施さ

れたい。 

 また、本年度の建議において指摘した総

括的な改善を要する事項については、全庁

において十分に配慮し事業に取り組まれた

い。 

 本年度の建議における総括評価につい

て、対応方針を作成するに当たり全庁に

周知しているところであるが、来年度の

評価に当たっても再度周知し、意識付け

の徹底を図るとともに、本年度３次評価

を実施しなかった施策を含む全５０施策

の改善策の実施状況についても検証して

いく。 

 
（３） 総合戦略の評価の結果 
 
■ 施策の総合評価のうち、総合戦略に係る主要な意見は次の３点であり、総合計

画の施策の総合評価等で指摘された意見とほぼ共通したものとなりました。そ

の意見の内容と本市の対応方針は次のとおりです。 
 

No. 評価に係る意見 対応方針 

１ 

 部局横断的な連携や多様な民間活力の活

用については、これまでの指摘を踏まえた

改善が徐々に進んできているように感じら

れる。今後も引き続き多様な資源等を互い

に生かし合いながら、施策の「めざす姿」

の実現に向けて事業を推進されたい。（再

掲） 

（２）３ 再掲 
 
 引き続き、施策進行管理シートへの庁

内横断的な取組や民間活力を活用した取

組の記載などを通じて、庁内の意識付け

を進めながら、更なる連携・協働を図っ

ていく。 

２ 

 急激な高齢化を伴う人口減少の下、市財

政は一層厳しくなることが想定される中、

施設の統廃合や事業の一本化など、縦割り

の無駄や非効率を排除し、市民の支払った

税金に見合った価値あるサービスを提供さ

れたい。（再掲） 

（２）４ 再掲 
 
 目的が類似する施設や事業について、

局内にとどまらず局を超えて統廃合や一

本化について検討し、効率的な行政サー

ビスの提供を図る。 

３ 

 総合戦略に基づく地方創生推進交付金を

活用した事業は、ＫＰＩ（重要業績評価指

標）を概ね達成しており、まずは評価でき

る。今後も引き続き目標達成に向けて事業

を進めるとともに、各事業の評価・検証を

十分に行った上で、交付終了後の事業のあ

り方について検討されたい。 

 地方創生関連交付金を活用した事業に

ついては、引き続きその着実な推進を図

るとともに、設定したＫＰＩの達成状況

などを十分に分析した上で、交付金支給

期間後における事業のあり方について、

検討していく。 
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（４） 改善工程表モニタリングの結果及び評価 
 
■ 改善工程表に関する主要な意見は次の３点であり、その意見の内容と本市の対

応方針は次のとおりです。 

 

No. 評価に係る意見 対応方針 

１ 

 指標及び総合評価のいずれにおいても昨

年度より評価が向上しているものもある

が、いまだ十分な改善がなされているとは

言い難い状況である。引き続き原因分析を

進め、具体的な達成方策を実施されたい。 

 引き続き改善を要する施策・事業につ

いては、目標達成に向けて再度課題の分

析と改善方策の検討を進め、また、既に

一定の改善効果を得ている施策・事業に

ついても、より良い効果が得られるよう、

事業改善に取り組んでいく。 

２ 

 改善に当たっては、部局を超えた横断的

な取組や民間活力の活用など、多様な主体

との連携も意識しながら、創意工夫した取

組を進められたい。 

 目標達成に向けては、既成概念にとら

われることなく、他部局や民間との連携

による事業実施など、柔軟な発想により

改善方策を検討し、その実現に向けて取

り組んでいく。 

３ 

 今回の改善工程表のモニタリング評価に

おいて指摘のあった事項については、早急

にその具体的な対応策を検討し、改善プロ

セスを重ねられたい。 

 指摘事項のうち、直ちに取り組むこと

が可能な項目については、早急に対応を

図り、改善まで時間を要する項目につい

ては、審議会からの指摘に十分に留意し

ながら継続的に改善に取り組む。 
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相模原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理について 
 

１ 相模原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理について 
平成２７年度に策定した相模原市まち・ひと・しごと創生総合戦略は、総合計画

の進行管理において、一体的に進行管理を実施しています。本市総合戦略において

は、３つの重点プロジェクトを設定しており、この重点プロジェクトについて、平

成３０年度の取組を「新・相模原市総合計画 施策の実施状況に関する建議書」を

踏まえ、進行管理を取りまとめました。 

 

 
２ 各重点プロジェクトの進行管理について 
 

（１） 少子化対策プロジェクト 
 

検討部会名 子どもを生み育てやすい環境の充実検討部会 

施策所管局 こども・若者未来局 局・区長名 鈴木 英之 

 

○基本的視点 

・安心と喜びを感じながら、子どもを生み育てることができる社会の実現に向け、  

出産・子育てに関する様々な支援等に取り組みます。 

・結婚・出産・子育ての希望をかなえる社会の実現に向け、安定した雇用の確保や、

仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)等に取り組みます。 

 

○進捗度と主な取組事項 

進捗度 順調に進行 

本年度取り組んだ主な事項  

局設置時の目標である安心して子どもを生み育てることができる社会の実現に向け、妊娠

期から出産・子育て期にわたる切れ目ない支援を行った。 

特に本年度は子ども・若者を取り巻く健全な環境づくりを進めるため、ひとり親家庭等へ

の支援として、学習支援事業や訪問相談事業を新たに開始した。また、無料学習支援や子ど

も食堂など、子どもの居場所づくりにつながる取組が地域住民によって推進されてきている

ことから、こうした地域の取組を支援し、地域主体の子どもの居場所づくりを推進するため、

活動を始める際に必要な情報や、活動の周知、運営に関する相談など団体が活動しやすい環

境づくりを行った。 
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○主な実施事業と取組結果 

Ｎｏ． 事業名 連携に取り組んだ結果 結果の評価と分析 

１ 待機児童対策事業 

認可保育所等の新規整

備、認定保育室の認可化で

合計４９４名分の受入枠

の拡大を図った。 

保育需要の増加傾向は、

当分の間、続くものと考え

られることから、引き続き

受入枠の拡大を行ってい

く。 

２ 
子どもの居場所創設サ

ポート事業 

無料学習支援や子ども

食堂などの子どもの居場

所づくりの取組を支援す

る事業と、市社会福祉協議

会の自主事業「子ども健や

か支援事業」が同様の対

象・目的で実施しているた

め、相乗効果があり、より

効率的、効果的な事業実施

ができた。 

無料学習支援や子ども

食堂などを行っている団

体と情報交換の場を設け、

意見聴取や課題の共有を

行うことによって、より実

効性のある施策を実施す

ることができた。 

３ 
ひとり親家庭等学習支

援事業 

基本的な生活習慣の習

得、学習習慣の定着、苦手

科目の克服及び受験対策

を目的に、家庭教師を派遣

する。 

ひとり親家庭等で、学び

たいという気持ちがあっ

ても経済的な理由から勉

強する機会が得られない

子どもに、学びの機会を提

供し、学力向上のみでなく

生活習慣の改善も図った。 

４ 子ども・若者未来基金 

子どもの貧困対策や、学

力保障などの取組を長期

的・安定的に進めていくた

め、平成２９年１２月に基

金を設置し、今年度より教

育委員会で実施している

給付型奨学金等に活用し

ている。 

多くの市民や企業から

基金の趣旨に賛同いただ

き、当初の見込みを上回る

寄附をいただいた。今後も

効果的な周知を行い、寄附

を募っていく。 

 

○重点プロジェクトの今後の課題等 

子どもの貧困やひきこもりによる子育ての不安を抱える保護者など、子育てを取り巻く環

境が変化・多様化する中で、安心して出産・子育てができるよう、引き続き切れ目ない支援

を行うとともに、青少年の健全育成や若年層の自立を支える環境整備を行うなど、子ども・

若者を支援する事業を推進していく。 
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○次年度以降の連携推進の検討（考え方） 

Ｎｏ． 事業名 事業概要 期待する効果（改善内容） 

１ 待機児童対策事業 

引き続き認可保育所等

の新規整備、認定保育室の

認可化等を進める。 

共働き世帯の増加等に伴

う保育需要の充足・受け皿の

確保を行う。 

２ 
子どもの居場所創設サ

ポート事業 

経済的に厳しい状況に

おかれた家庭の児童や保

護者に対して、無料学習塾

や子ども食堂など、学習す

る機会や社会とのつなが

りの場を提供する事業を

行っているNPO法人等の支

援を行う。 

子どもの将来がその生ま

れ育った環境によって左右

されることがないよう、経済

的に困難がある家庭の子ど

もたちに学ぶ機会や居場所

を提供する。 

３ 
ブックスタート事業・

セカンドブック事業 

４か月児健康診査後に

絵本の読み聞かせと配布

を行う。さらに、２歳６か

月児歯科健康診査の受診

券送付時に絵本引換券を

同封し、図書館等で引換え

を行う。 

絵本の読み聞かせを通じ、

親子の愛着形成や子どもの

健やかな成長を促進する。 
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（２） 雇用促進プロジェクト 

 

検討部会名 雇用促進プロジェクト 

施策所管局 環境経済局（経済部） 局・区長名 岡 正彦 

 

○基本的視点 

・企業立地の促進による雇用の創出や就労支援などにより、安定した雇用の確保を 

図り、就職・住宅購入世代の地域定着を促進します。 

 

○進捗度と主な取組事項 

進捗度 順調に進行 

本年度取り組んだ主な事項  

 雇用の創出のためには、地域経済を支える産業基盤の確立が必要である。そのため、重点

的に立地の促進を強化する産業として位置づけたロボット関連企業に対する誘致など、戦略

的な企業誘致を推進した。また、国や業界団体、産業支援機関等と連携を図りながら、産業

用ロボット導入や国内外の販路開拓などを支援し、市内ものづくり企業の更なる競争力強化

に取り組んだ。 

あわせて、若年世代の地域定着を促進させるため、地元企業へ就職を希望する学生等の就

労支援を行うとともに市内企業への就業促進を図った。 

 

○主な実施事業と取組結果 

Ｎｏ． 事業名 連携に取り組んだ結果 結果の評価と分析 

１ 就労支援事業 

採用活動を行う市内企

業と市内で働きたい学生

等をマッチングすること

ができた。 

市内企業と連携したこ

とで、若年世代の地域定着

の促進に寄与した。 

２ 
産業用ロボット導入支

援事業 

企業の生産性向上のた

めの支援について、実施体

制の拡充を図ることがで

きた。 

国や業界団体等とも連

動した取組となっており、

市内ものづくり基盤のよ

り一層の強化につながっ

た。 

３ 販路開拓支援事業 

現地産業支援機関や大

学等との連携により、海外

での販路開拓や外国人材

の確保に関する支援体制

を構築することができた。 

特に外国人材の確保に

ついては、今後の事業のベ

ースとなることが期待さ

れる。 
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○重点プロジェクトの今後の課題等 

 安定した雇用の確保を図るためには、より強固な産業集積基盤が必要不可欠であり、その

基盤を構成する企業等の確保及び操業体力の維持・強化は、継続的な課題である。成長分野

の製造業や業務系企業等の立地促進のほか、企業の競争力強化のためのロボット導入や国内

外への販路開拓等に関する支援は、引き続き重要な取組となっている。 

また、生産年齢人口の減少も社会問題となっている中、地元企業の採用活動支援とともに、

学生等の若年者や就労意欲を持ちつつも就職に困難を抱える方に対する就労支援に取り組む

必要がある。 

 

○次年度以降の連携推進の検討（考え方） 

Ｎｏ． 事業名 事業概要 期待する効果（改善内容） 

１ 就労支援事業 

・魅力ある市内企業の求人

情報の発信や、就職活動中

の学生とのマッチングを

行う。 

・総合就職支援センターに

おいて、就労支援を行う。 

・地元企業、大学等との連携

により、市内での雇用機会を

確保することができる。 

・ハローワークや市の就労支

援機関等が連携することに

より、きめ細かな就労支援を

行うことができる。 

２ 
産業用ロボット導入支

援事業 

産学金官の連携を強め、

実効性の高い支援手法を

検討しながら、さがみはら

ロボット導入支援センタ

ーにおける相談対応等を

行う。 

連携密度を高めることで、

地域ものづくり企業の生産

性向上と競争力の更なる強

化につながる。 

３ グローバル展開事業 

これまで培ったネット

ワークを活用し、現地での

商談会やマッチング等に

より、海外販路開拓や外国

人材確保等の支援を行う。 

現地の支援機関や大学等

との連携により、確度の高い

海外販路開拓と外国人材の

確保等が可能となる。 
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（３） 中山間地域対策プロジェクト 
 

検討部会名 津久井地域の高齢化・過疎対策に資する施策検討部会 

施策所管局 
緑区役所 

都市建設局 
局・区長名 

中島 伸幸 

田雜 隆昌 

 

○基本的視点 

・首都圏内の中山間地域を含む津久井地域の特性や多様な地域資源等を活用し、地域

の維持・活性化を図るため、生活・福祉サービス機能(医療・介護、福祉、教育、買

物、公共交通等)を一定のエリア内に集め、各地域を交通ネットワーク等で有機的に

結ぶ「小さな拠点(コンパクトビレッジ)」(新規)の形成について検討します。 

・津久井地域において、地域コミュニティの維持のため、地域の実情に応じた土地利

用の誘導について検討します。 

・高齢化などにより地域活動や地域団体の担い手が不足している状況がある中、若い

世代などの担い手の育成・確保に取り組むとともに、人と人の「つながり」を生かし

た支え合いなど、地域住民による創意工夫を生かした協働による地域づくりを目指し

ます。 

 

○進捗度と主な取組事項 

進捗度 順調に進行 

本年度取り組んだ主な事項  

〇津久井地域における生活交通バス路線の維持確保や乗合タクシーの運行 

津久井地域において生活交通バス路線の維持確保や乗合タクシーの運行を行うことによ

り、各集落と生活の拠点との交通ネットワーク形成に取り組んでいる。 

〇人口減少下における新たな都市計画制度の検討 

今後の人口減少や少子高齢化を踏まえた、集約連携型のまちづくりに向け、都市計画マス

タープラン等の全面改定に向けた取組を進めている。具体的には、都市計画審議会からの提

言である「都市構造分析に基づく将来都市象」を踏まえ、次期都市計画マスタープラン及び

立地適正化計画策定の前提となる「将来都市構造」の骨子や立地適正化計画の基本方針案に

ついてまとめた。 

○地域活動の促進を目指した効果的な情報発信の検討 

区民会議において、区内の地域団体の情報発信に関する検討を進めるに当たり、現在の団

体の情報発信の状況や課題を把握するため、アンケート調査を実施するとともに、地域活性

化に向けた提案を行った。提案は、関係各課・機関へ送付するとともに、市ホームページへ

掲載し、周知を図った。 
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○地域活性化事業交付金の実施 

市民参加と協働による地域づくりを図るため、地域活性化事業交付金を交付している。ま

た、地域活性化に取り組んでいる活動を知ってもらうため、地域活性化事業交付金事例集を

作成し、市ホームページへ掲載するなどして周知を図った。 

○民間活動の支援 

 津久井地域既存住宅リフォーム改築推進協議会における中古住宅の活用に向けた取組の支

援を行っている。 

○緑区特設サイトの充実 

 津久井地域を含む緑区の魅力を市内外へ発信するため、区の資源等の情報発信を行う緑区

特設サイトを開設し、情報発信力の強化に取り組んでいく。 

○広報活動 

地域活動を広く知ってもらうため、広報さがみはら緑区版において、地域活動の特集を行

った。また、若い世代にも知ってもらうため、ＳＮＳにおいて広報さがみはら緑区版の紹介

を行っている。 

 

○主な実施事業と取組結果 

Ｎｏ． 事業名 連携に取り組んだ結果 結果の評価と分析 

１ 

都市計画マスタープラ

ン等の策定に向けた検

討 

都市計画審議会からの都

市構造分析に係る提言を踏

まえ、庁内検討部会や都市

計画審議会小委員会での検

討を進めたほか、計画に関

係する民間事業者や近隣他

市へのヒアリングを通じた

課題整理を行った。また、

次年度の素案作成を見据

え、年度末に将来都市構造

骨子案等についての市民意

見募集を実施する予定であ

る。 

計画策定に係る専門的

見地からの審議会、庁内検

討、市民参加プロセスの３

つのプロセスを踏まえた

検討を進めることで、引き

続き、多岐にわたる議論の

検討を深めることが期待

できる。 

２ 
小さな拠点の形成の検

討 

庁内ワーキング及び地元

検討組織において、金原地

区への小さな拠点の活用に

向けた検討を行った。 

小さな拠点への導入機

能や配置案等の検討を進

めることで、多岐にわたる

議論の検討を深めること

が期待できる。 
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３ 

緑区内の大規模プロジ

ェクト等に係る合同説

明会 

津久井地域の資源等を活

用した大規模プロジェクト

について、庁内各局と連携

し、地域との情報の共有を

図った。 

情報の共有ができたこ

とで、地域での活性化に向

けた取組につながること

が期待できる。 

４ 
緑区特設サイトによる

情報発信 

緑区特設サイトを活用

し、津久井地域の魅力や、

大規模プロジェクトについ

て庁内の各課・機関、民間

会社などとの連携のもと、

情報発信を行った。 

様々な機関と連携する

ことにより、協働意識を高

めることや津久井地域の

魅力の再発見につながっ

た。 

５ 津久井里山体験ツアー 

地域住民や地域活動団体

と協働することにより、地

域住民による「おもてなし」

の意識の醸成に繋がった。 

地域住民とともに津久

井地域の資源について共

有することができ、市内外

に魅力を発信することが

できた。 

 

○重点プロジェクトの今後の課題等 

〇都市部と中山間地域という２つの異なる地域特性を有する本市において、非線引き都市計

画区域（旧津久井町、旧相模湖町、旧藤野町）における既存集落のあり方や市全体として

の一体的なまちづくりをどのように進めていくべきかが課題である。 

○少子高齢化・人口減少が進む津久井地域においては、地域住民との協働により交流人口や

転入者の増加につながるような取組を進めていく必要があるが、どうやって地域を巻き込

んでいくかが課題である。 

 

○次年度以降の連携推進の検討（考え方） 

Ｎｏ． 事業名 事業概要 期待する効果（改善内容） 

１ 

都市計画マスタープラ

ン等の策定に向けた検

討 

次期都市計画マスター

プラン及び立地適正化計

画の策定に向け、継続して

都市計画審議会での審議

や庁内検討、市民意見聴取

等の手続きを進める。 

平成３１年度末の計画策

定に向け、継続的に検討を進

める。 

２ 
小さな拠点の形成の検

討 

引き続き、庁内ワーキン

グ及び地元検討組織にお

いて、より具体的な検討を

進める。 

検討事項が多岐に渡るた

め、引き続き、総合的な観点

から、小さな拠点の活用の検

討を進める。 
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３ 

緑区特設サイト「すも

うよ緑区」を活用した

情報発信力の強化 

緑区特設サイトを活用

し、津久井地域の魅力や、

大規模プロジェクトにつ

いて庁内の各課・機関、民

間団体等と連携し、情報発

信力の強化を図る。 

移住希望者のニーズに対

応した情報発信力の強化を

行うことにより、認知度の向

上につながり、移住促進を図

ることができる。 

４ 
移住促進に向けた民間

団体等との連携 

「ふるさと回帰支援セ

ンター」や「相模原市緑区

地域既存住宅リフォー

ム・改築推進協議会」等の

民間団体と連携し、移住促

進に取り組む。 

移住希望者への相談対応

や、住宅の紹介など、移住促

進に向けた具体的かつ適切

な対応を図ることができる。 

５ 
津久井里山体験ツアー

の実施 

地域資源を活用した体

験型ツアーを実施し、観光

交流の促進と地域活性化

を図る。 

地域住民や地域活動団体

と協働することにより、おも

てなしのある事業展開につ

ながり、交流人口の拡大を図

ることができる。 
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【付属資料】相模原市総合計画審議会の開催経過（平成３０年度進行管理） 

月 日 議  事 

５月２１日 
○総合計画進行管理について 

○業績評価指標の見直しについて 

７月２４日 

○平成３０年度１次評価の結果等について 

○総合計画進行管理の２次評価案等について 

・施策１、２、５、９、１１、２４、２６、２７、２８の３次評価 

・施策４、６、７、８、２５、３１の改善工程表モニタリング 

７月３１日 

○総合計画進行管理の２次評価案等について 

・施策１３、１６、２２、２３、３３、３６、４４、４８の３次評価 

・施策１５、１８、２１、３５、４７、５０の改善工程表モニタリング 

・施策３４に関連する地方創生関連交付金を活用した事業の評価 

９月２８日 
○平成３０年度３次評価結果について 

○建議書（案）について 

 

※９月２８日は、平成２９年度に委嘱された委員１０名で構成される進行管理部会（平成３０年

８月２２日設置）による審議 


